
NTT東日本グループ

CSR報告書 2011
詳細版



　本報告書は、持続可能な社会の実現をめざすNTT東日本グループの
経済、社会、環境に関する取り組みと実績を、お客さまをはじめとした、
事業に関わるすべての皆さまに報告するものです。
　2006年度に制定された「NTTグループCSR憲章」で定めた4つの
CSRテーマ「安心・安全なコミュニケーション」「人と地球のコミュニ
ケーション」「人と社会のコミュニケーション」「チームNTTのコミュニ
ケーション」に基づいた構成となっています。
　NTT東日本は、地域電気通信業務を担う事業会社としての日々の活
動を、皆さまによりわかりやすくお伝えしたいと考え、CSRテーマの掲
載順序を、憲章とは一部変更しています。
※ 記載されている会社名・製品名・サービス名は各社の登録商標または商標です。
※ 人名・会社名・団体名・公共機関名等は、原則として敬称を略しています。

報告形態について
　本報告書は、NTT東日本グループにおけるCSRの具体的な活動事例
や詳細なデータ、更新情報を掲載している「詳細版」となります。また、
ステークホルダーの皆さまにとって重要と思われる情報やNTT東日本
グループがお伝えしたい情報を選定し、よりわかりやすくお伝えできる
ように構成した「ダイジェスト版」も作成しています。
　詳しくは、P6をご覧ください。

編集方針

報告期間
　2010年度（2010年4月1日〜2011年3月31日）の活動報告を基本とし
て、一部2010年度以前または、以降の活動についても掲載しています。

報告組織の範囲
　原則として、NTT東日本の本社・支店（17支店）、都道県域ごとに設
置した都道県域会社（17社）、およびその他NTT東日本が出資するグ
ループ会社としています。
　なお、対象範囲以外の事業体におきましても、サプライチェーンを通
じて社会・環境に重要な影響を与えているという認識から、グリーン調
達等の取り組みについて報告しています。

発行時期
　2011年10月（次回：2012年秋を予定　前回：2010年10月）

参照ガイドライン
• 環境省作成「環境報告ガイドライン（2007年版）」
• 「NTTグループ環境会計ガイドライン2008年版」
• 環境省作成「環境会計ガイドライン2005年版」
• GRI「サステナビリティ リポーティング ガイドライン2006」

※ 報告書の記述について
本報告書には過去と現在の事実だけでなく、発行時点における計画や将来の見通しを含んでいます。これらは、記述の時点で入手できた情報に基づく仮定や判断を含むものであり、将来の活動内容や結果が掲載内容と異な
る可能性があります。読者の皆さまには、ご了承いただきますようお願い申し上げます。

つなぐ。
声と声を。
想いと想いを。
人と人を。
今日と明日を。

私たちがつなぐひとつひとつ。
それがきっと誰かの力になるから。
そこに私たちの使命があるから。
いま、目の前にあることのために、
できる限りのことを。

つなげよう、明日へ。
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トップメッセージ

本格復旧・復興に向けて
このたびの東日本大震災により被害を受けられた皆さま

に謹んでお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復興
を心からお祈り申し上げます。

この震災により、NTT東日本グループの通信設備もかつ
て経験したことのない大規模な被害を受けました。津波に
よる通信建物の損壊や電柱の倒壊、伝送路の損傷等に加
え、大規模な停電が発生したことにより、サービスの中断を
余儀なくされました。多くのお客さまに大変ご不便をおか
けしましたことをお詫び申し上げます。

今回、わたしたちは、いつ、いかなる時にも「つなぐ」とい
うサービスを提供し続けるという使命の大切さをあらため
て痛感しました。大切なライフラインである情報通信ネット
ワークを一刻も早く復旧し、ひとりでも多くのお客さまを再
び「つなぎつづける」ために、通信設備の早期復旧にグルー
プをあげて懸命に取り組んできました。NTTグループ各
社や通信建設会社の方々の応援も得て、ピーク時には約

6,500名が一丸となり復旧活動を行った結果、震災発生か
ら約1カ月半を経過した2011年4月末までに、お客さまが
居住しているエリアの通信ビルについては、ほぼ復旧させ
ることができました。

また、被災された方々の通信手段の確保につきましては、
震災発生直後から、避難所への特設公衆電話の設置やイン
ターネット接続・無線LAN環境の提供等を行い、あわせて、

つなげよう明日へ。
皆さまに安心・安全で豊かな生活をお届けするために。
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テレビ電話による遠隔健康相談および自治体への社宅等の
提供等、さまざまな支援を実施してまいりました。

現在、被災地エリアにおいては、5月に設置した「東北復
興推進室」が中心となり、被災した建物の高台への移設や、
伝送路の内陸部ルートの確保といった信頼性向上に向けた
本格復旧工事に着手しています。今後は、政府・自治体の
復興計画とも連動した通信インフラの整備に取り組むとと
もに、今回の震災の教訓を活かして、通信ネットワークのさ
らなる信頼性の向上を全国エリアで進めていく所存です。

より快適で、豊かな社会づくりに向けて
情報通信は社会経済活動に欠くことのできない基盤とし

て、国民生活の利便性の向上や地域の活性化、企業活動の
効率化、新たなビジネスの創出および産業全般の国際競争
力強化への貢献が大いに期待されています。わが国は、少
子高齢化の進展や低炭素社会の実現といった社会的諸課題
に直面しておりますが、「ICT※1の利活用」こそが、わが国の
持続的成長・発展の「鍵」になると確信しています。これまで
も、「ICT利活用」の基盤となる次世代ネットワーク（NGN※2）
の構築やアクセス網の光化に全力をあげて取り組むととも
に、NGNを活用した新しいサービス・商品の提供や、お客さ
まにとって“お手軽な”新しい料金メニューの提供等を通じ
て、お客さまや地域・コミュニティのニーズにあった安心・
安全・便利で信頼性の高い魅力的なブロードバンドサービス
の普及・拡大に努めてきました。

たとえば、子どもの登下校を街ぐるみで見守る防犯ネッ
トワークや地域が抱える課題に応えたデマンド交通※3シス

テム、住民の方々の健康維持・増進のための遠隔健康相談
システム等、「ICT利活用」により、地域社会の活性化につ
ながる取り組みを進めています。

今後も、「ICT利活用」の推進を通じて、より快適で、豊か
な社会の実現や、その持続的な発展に貢献していきたいと
考えています。

NTT東日本グループCSR報告書2011を 
お届けするにあたって

わたしたちは、「身近な総合ICT企業」として、あらゆる人
の365日のために「つなぐ」というサービスを提供し続けて
いくことが使命であると考えています。この「つなぐ」とい
う使命を全うするDNAは、これまで、わたしたちNTT東日
本グループに働く一人ひとりに脈々と受け継がれてきまし
た。今回の東日本大震災における復旧活動においても、こ
のDNAが発揮できたと思っています。このDNAは、わた
したちがCSR活 動を
展開していくうえでの
基盤でもあり、これか
らも、この「つなぐ」と
いう使 命を全うする
DNAを将来にわたっ
てしっかりと継承し続
けていきたい、今、心からそう思っています。
「NTT東日本グループCSR報告書2011」では、わたした
ちがステークホルダーの皆さまに特にお伝えしたいと考え
た取り組みについて、「ダイジェスト版」にて報告しており、
今年度はとりわけ、東日本大震災におけるNTT東日本グ
ループの「つなぐ」取り組みについて詳しく記載しています。
あわせて、わたしたちが1年間にわたって取り組んだCSR
活動の全般を記載した「詳細版」（PDF）も作成しています。
なにとぞ、「ダイジェスト版」「詳細版」ともにご一読いただ
き、忌憚のないご意見・ご感想をお寄せくださいますよう
お願い申し上げます。

東日本電信電話株式会社
代表取締役社長

通信サービスの復旧状況の推移

用語
解説

※1 「Information and Communication Technology」の略。情報通信技術全般を指す。
※2 「Next Generation Network」の略。
※3 地域住民の方々の要望にあわせて「ドア to ドア」の送迎を行うこと。「バス並みの低額料金」かつ「タクシーのように便利」に運行することが可能であり、バスとタクシー双方

のメリットを兼ね備えた交通手段。

※ 通信設備を保有しているビルで、震災の影響により機能が停止しているもの。

機能停止ビル※数 約150万
家屋等の
被害甚大エリア

通信サービス復旧数

原発エリア
9ビルを含む

原発エリア（3ビル）…原発の警戒区域
島嶼部（2ビル）…島外避難区域

「家屋等の
被害甚大エリア」
を除き、
ほぼすべてが復旧
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・  私たちは、“チームNTT”とし
て、高い倫理観と人権意識を
持って事業に取り組み、働き
やすい職場環境の整備や個の
成長・多様性の尊重に努める
とともに豊かな地域社会づく
りを推進し、社会的使命を果し
て行きます。

（注） チームNTTは、派遣社員・契約
社員も含めたNTTグループで
働く社員、パートナーの皆さ
ま、NTTグループのCSRに賛同
する退職した方々で構成されて
います。

　NTT東日本グループは、事業活動を通じて社会の持続
的な発展に貢献していくことを経営の基本姿勢としてい
ます。NTTグループ各社のCSR（Corporate  Social 
Responsibility：企業の社会的責任）活動の基本理念

「NTTグループCSR憲章」の実践に向けて、「NTT東日本
グループCSR行動基準」に基づき、社員一人ひとりが事
業活動を通じてCSR活動に取り組んでいきます。
　また、グループ一体となったCSR活動を推進するために
リストアップした「NTTグループCSR項目」に基づき、

「NTT東日本グループCSR目標」を制定し運用しています。
　CSR目標の下、PDCAサイクルを着実に回していくこ
とにより、社会的責任と使命を果たしていきます。

• 「NTTグループCSR憲章」（2006年6月制定）
  NTTグループ各社のCSR活動の基本理念

• 「NTT東日本グループCSR行動基準」（2007年4月制定）
   NTT東日本グループの社員一人ひとりが 
CSRに取り組むための指針

• 「NTT東日本グループCSR目標」（2009年3月制定）
   「NTTグループCSR項目」に基づき、事業活動における 
取り組み・課題を取りまとめ、NTT東日本グループとして 
選定した重要項目

   （2010年度におけるCSR目標の実施状況等については、 
P19〜22にて報告）

NTTグループCSR 憲章

CSRメッセージ
私たちNTTグループは、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケーション”を通じて、
人と社会と地球がつながる安心・安全で豊かな社会の実現に貢献します。

CSRテー マ

安心・安全な 
コミュニケーション

人と地球の 
コミュニケーション

人と社会の 
コミュニケーション

チームNTTの 
コミュニケーション

・  私たちは、社会を支え生活を
守る重要なインフラとして、災
害時にも強い情報通信サービ
スの提供に努め、いつでも、ど
こでも、だれとでもつながる
安心と信頼を提供します。

・  私たちは、情報セキュリティの
確保や通信の利用に関する社
会的な課題に真摯に取り組
み、安心・安全な利用環境と
新しいコミュニケーション文
化の創造・発展に尽くします。

・  私たちは、自らの環境負荷を
低減し、地球にやさしいコミュ
ニケーション環境を構築する
とともに、情報通信サービス
の提供を通じて社会全体の環
境負荷低減に取り組みます。

・  私たちは、より豊かで便利な
コミュニケーション環境を実
現するとともに、情報通信技
術を活用し、人口減少・高齢
化社会におけるさまざまな課
題解決に貢献します。

NTT東日本グループのCSRとCSR報告書の考え方

CSRの考え方
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　NTT東日本グループでは、CSR報告書を、単に過去の取
り組みの成果を報告する情報開示ツールではなく、CSR経
営の改善や向上に向けて、ステークホルダーとのコミュニ
ケーションを行う重要なツールと位置づけています。
　NTT東日本グループでは、2000年に初めて「環境報告
書」を発行し、2005年から社会的側面の報告等、報告内容
を充実させた「CSR報告書」の発行を開始しました。そして、
重要度の高いテーマを報告する冊子に加え、紙面の都合上

掲載できなかった活動事例や詳細なデータ、更新情報の
ホームページへの掲載を行う等、ステークホルダーへ向け
た充実した情報開示に努めています。
　2011年も、より幅広いステークホルダーに対応できるご
報告をめざし、冊子（ダイジェスト版）とウエブサイト（詳細
版）をご用意し、NTT東日本グループのCSR活動をご報告し
ています。

CSR 報告書の考え方

NTT 東日本グループCSR 行動基準

報告テーマの絞り込みイメージ図 CSRに関するすべての情報をご報告重要性の高いテー マをご報告

私たちは、情報通信サービスの提供を通じて、持続可能な社会の一員として信頼されつづけることをめざし、さまざまなニーズに
的確に応え、安心・安全で豊かな社会の実現に貢献します。その実現に向け、一人ひとりが、「社会や環境との共生なくして企業の
存続なし」と肝に銘じ、チームNTTの顔として、前向きに、そして自ら行動します。

報告内容の
充実度
高い

ステークホルダーの
皆さまにとっての関心度

高い

大きい

N
T
T
東
日
本
グ
ル
ー
プ
に

と
っ
て
の
重
要
度

ウエブサイトに
掲載

冊子に
掲載

http://www.ntt-east.co.jp/csr/

冊子（ダイジェスト版）
ウエブサイト

21 3 4お客さまを第一に、実直に、
ひたむきに、丁寧に、業務を
遂行します。

いつでもどこでもつながる
『安心・安全』を提供します。

人権尊重、法令・社会規範の
遵守などの高い倫理観は常に
忘れません。

事業活動が地球環境に与える
影響を理解し、地球環境保全
に努めます。

765 事業や社会貢献活動などを通
じて、地域社会の活性化や発
展に貢献します。

報連相（報告・連絡・相談）を
忘れずに、チームで協働し、
仲間とともに風通しの良い社
風を築きます。

お客さま情報はもとより全て
の情報は、運用ルールを守
り、適正に管理します。

今年度版からe-book形式でも 
ご覧いただけるようになりました。

PDF、e-book 
（詳細版）

NTT東日本グループ

CSR報告書 2011
ダイジェスト版

 本冊子にあわせて詳細版についてもご覧ください。
［PDF、e-book］ http://www.ntt-east.co.jp/csr/regular/download/index.html

NTT東日本グループ

CSR報告書 2011
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安心・安全なコミュニケーション

東日本大震災への対応について
NTT東日本グループでは、東日本大震災の復旧・復興に向けて迅速な取り組みを展開しています。
ここでは、地震発生時および復旧・復興に向けた施策、被災地の支援等、グループをあげた取り組み
について紹介します。

明日へ「つなぐ」。
皆さまの安心・安全を支えるために、
私たちができること。

迅速な復旧を開始。通
信事業者としての使命
を全うする

3月11日14時46分。三陸沖を震
源としたマグニチュード9.0の地震が
発生。また、その後の津波被害も含
めると未曽有の大震災となる中、通信
ネットワークにおける被害は、過去に
例を見ない甚大なものとなりました。
「通信サービスをいち早く復旧させ
て、皆さまの声を届ける役目を果たし
たい。」― 社員全員が同じ思いの下、
私たちは何よりも先に、被災された

方々の通信手段を確保することに努
めました。

地震発生後、直ちに安否確認手段
として「災害用伝言ダイヤル（171）」

「災 害 用 ブ ロード バ ンド 伝 言 板
（web171）」を提供。4月末時点にお

ける「災害用伝言ダイヤル（171）」の
ご利用者数は、延べ330万人に上り
ました。また、東北6県全域におい
て、公衆電話の無料化を実施、19時
には東日本全域にある12.2万台の公
衆電話を無料開放しました。

さらに、混乱が見られた首都圏の

避難所等に無料の特設公衆電話の設
置を開始し、以降、順次被災地の避
難所等にも拡大し、その数は、9月1
日時点で延べ1,200カ所に上りまし
た。また、同じく避難所等への無料イ
ンターネット接続環境の整備にも努
めました。私たちの使命である迅速
な復旧に向け取り組みました。

通信手段のさらなる確
保。通信被害の早期復
旧をめざす

3月13日。震災から2日経過したこ
の日、NTT西日本の協力も得て、復
旧に向けた取り組みを実施しました。
ポータブル衛星装置は46台をNTT
東日本エリアの被災地へ移送。特設
公衆電話を設置し、通信手段確保を
実施しました。加えて、移動電源車も
29台を移送し、通信施設への電源の
確保に取り組みました。

		「安心・安全なコミュニケーション」に関する取り組みについて、詳しくはこちら
	 http://www.ntt-east.co.jp/csr/theme/theme01/report.html
	 詳細版23ページ

1CSR現場
レポート

特設公衆電話の設置 無料インターネット接続環境の整備

3/11

3/13
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震災直後より、通信ビルにおける設
備の被災や大規模停電等が発生し、
バッテリー等で運用していましたが、
最大で385のビルが機能を停止し、約
150万回線の固定系サービスがご利
用いただけない状況になる等、サー
ビス中断を余儀なくされました。こう
した中、NTTグループとの連携を密
に図ることで、早期復旧をめざした取
り組みを進めるとともに、被災地への
さらなる支援体制を構築することに努
めました。

東日本大震災発生後のおもな動き

震
災
直
後
の
対
応

応
急
復
旧

本
格
復
旧

3月11日 東日本大震災発生

■ 「災害用伝言ダイヤル（171）」
 「災害用ブロードバンド伝言板 
（web171）」の運用開始
■ 公衆電話無料化を実施 
（被災直後は東北6県全域に 

続き東日本全域12.2万台）
■ 特設公衆電話（無料）の設置開始

3月13日 ■ NTT西日本の移動電源車、ポータブル衛星装置を順次移送
し、運用開始

3月25日 通信手段のさらなる支援を実施
■ 無料のインターネット接続コーナーを約110カ所に設置
■ 公衆無線LANエリアの 

約200エリアを無料開放

3月29日 ■ 通信機器が水没した自治体等へ 
の電話機・パソコン・プリンター 
等の提供

4月7日
（公表日）

■ 仮設住宅等に対して、 
電話機の無償提供を開始

4月30日 通信サービスをほぼ復旧
■ 家屋等甚大な被害を受けた 

エリアを除いて、ほぼ復旧

5月16日 東北復興推進室の設置
■ 東北地方の通信設備の本格復旧・復興を推進するため、 

新組織を設置

いち早く被災された方々の通信手段確保に努め、迅速な復旧
に臨む。

早期復旧をめざして。NTTグループの総力を結集し、さらなる
支援を実施。

災害に強いネットワークづくりと本格復旧・復興に向けて、継続
的に取り組む。

「つなぐ」使命に向けた災害対策

NTT西日本ポータブル衛星装置

ネットワーク事業推進本部 
サービス運営部 
災害対策室長

中島 康弘
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1CSR現場
レポート

NTTグループの総合力を結集
3月11日に発生した大震災によっ

て影響を受けた通信ネットワークは、
迅速な初動対応により、皆さまの通信
手段を確保するに至りました。そし
て、さらなる復旧に向け、NTT西日本
をはじめとしたNTTグループ各社や
通信建設会社からの協力を得て、災
害対策機器のポータブル衛星装置
39台、衛星携帯電話218台、移動電
源車101台を配備。また、人的支援
の側面からは、被災地対応に4,400
名、後 方 支 援に2,100名 の 総 勢 約
6,500名で臨みました。

震災後約1カ月半 ― 
通信サービスほぼ復旧

復旧にあたっては、今回の震災で特
に甚大な被害を及ぼした津波被害に
対する取り組みに急を要しました。津
波被害が大きなエリアについては、伝
送路の仮復旧、他の通信ビルへの収

容替えや応急復旧用の可搬型通信設
備の設置等の工夫により、まず重要拠
点をピンポイントで復旧しました。次
に、建物や通信設備、さらにはアクセ
ス区間の応急復旧等の措置を実施。
こうして、震災から約1カ月半で、家
屋等甚大な被害を受けたエリアを除
いて、ほぼサービスを復旧しました。

被災地支援 ― 
被災者の心のケアのために

被災地の皆さまが受けた震災によ
るショックに対する長期的な心のケア
は、被災地の復旧・復興に向けて欠
かすことのできない重要な課題とな
ります。こうした中、ボランティアグ
ループ「東日本大震災被災者支援継

グループ会社等による広域支援の展開

おもな支援内容

ア
リ
エ
災
被
模
規
大

ア
リ
エ
災
被
模
規
大

NTT東日本
グループ各社

・移動電源車の運用
・特設公衆電話設置
・ポータブル衛星装置の運用
・アクセス系点検・保守
・アクセス系設計・施工
・宅内故障修理　　　等

NTT西日本等
その他グループ会社

通信建設会社

可搬形RT-BOXの設置

電柱の復旧模様

震災後の迅速な復旧に向けて

外部ステークホルダー の声

釜石市 総務企画部  
広聴広報課  
課長補佐兼情報推進係長

佐々木 豊 様
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続ケア・キュアネットワークプロジェ
クト（以 下、C3NP）」が 発 足。NTT
東日本グループでは、C3NPに対し
て被災者が生活の場を移動せずに、
健康・医療の支援が受けられるよう、
ブロードバンド回線「フレッツ光」とテ
レビ電話端末「フレッツフォン」を提
供。C3NPでは、福島県南相馬市や

岩手県遠野市等においてNTT東日本
グループのサービスを活用して遠隔
健康相談を実施しています。このよう
に、通信ネットワークを活かしたサー
ビスが被災された皆さまへの貢献に
つながっています。
※ その他のおもな被災地支援は、P12「東日本大震
災に伴う被災地支援の取り組み等について」をご
覧ください。

そして、本格復旧・復興へ
NTT東日本では、自治体等の復興計画と連動した通信インフラの本格復旧・

復興を一元的に推進するため、5月16日に本社組織として「東北復興推進室」を
被災地でもある宮城県仙台市に設置しました。信頼性を確保した災害に強い通
信インフラをめざし、以下の施策を展開していきます。

1.信頼性を確保した、災害に強い通信インフラの構築
応急的にサービスを回復した地域でサービスの信頼度を震災前の水準に戻し

ていきます。震災によるサービス中断や回復までに時間を要した原因には、長
時間の広域停電や燃料の確保が困難だったこと、津波による通信インフラへの
浸水や流失、全壊等がありました。このため、本格復旧により、次の信頼性確
保を進めていきます。
①停電によるサービス中断回避
　 震災時の完全放電した劣化バッテリの更改、重要通信ビルへの発電機等の配

備等を実施します。
②中継伝送路切断による通信ビル孤立防止
　 沿岸部における通信ビル孤立を避けるために、中継伝送路の内陸迂回ルートの

確保や津波による流失部分のルート変更を進めます。また、橋の崩壊によりケー
ブルが切断したことから、河川の地下にケーブルを通すことも実施します。

③通信ビルの損壊、流失、水没防止
　 津波により水没・損壊した通信ビルについては、高台への移設、もしくは高

層階への設備設置等の水防対策を行います。

2.災害に強いオペレーションと設備整備
信頼性の高い通信設備に本格復旧すると同時に、災害時でもサービスが中断し

ないよう、または、短時間でサービス回復ができるよう、支店と連携した措置方
法の確認を行い、災害時のオペレーションに必要な設備整備を実施する予定です。

3.被災地域のまちづくりへの貢献
それぞれの地域における復興計画に基づきながら、本格復旧により構築した

信頼性の高い通信インフラを活かし、安心・安全なまちづくり、企業の事業発展
に役立つためのICT活用を、支店と連携し、提案、支援していく予定です。

遠隔健康相談の実施

通信サービスをつなぎ続ける

取締役
東北復興推進室長

南川 夏雄

NTT東日本グループ  CSR報告書 2011　　10



1CSR現場
レポート

大型ヘリコプターでの災害対策
機器等の運搬訓練

2010年7月23日。群馬県相馬ケ
原で陸上自衛隊による大型ヘリコプ
ターでの災害対策機器等を運搬する
訓練を実施。NTT東日本からは群馬
支店、山梨支店および災害対策本部か
ら21名が参加し、現地調査用バイク
搬送・非常用電源の吊下げ・金属ドラ
ムの吊下げの訓練を行いました。非常
用電源の吊下げの訓練については、
今回初めての実施となりましたが、積
み降ろしに時間を要すことも考慮しさ
らなる時間短縮ができるよう検討する
等、常に災害時を想定し訓練に臨みま
した。

海上自衛隊輸送艦による災害対
策車両の陸揚げ訓練

2010年8月30日、静岡県沼津市
の今沢海岸において、神奈川支店と
災害対策本部から7名が参加し、ホ
バークラフトである海上自衛隊輸送
艦による災害対策車両の陸揚げ訓練
を実施しました。訓練の結果を受け
て、緊急時に迅速・確実に積載できる
ように海上自衛隊との情報共有と積
載車両の改造を行うよう対策を進め
る等、成果を得ることができました。
また、ホバークラフトへ体験乗船する
ことで、動き出しおよび着岸時の加重
を体感でき、また車両登載時の加重
感覚をつかむことができました。

復旧要員・災害対策機器等の運
搬および陸揚げ訓練

9月1日、静岡県伊東市において、
海上自衛隊輸送艦による復旧要員・
災害対策機器の搬送と陸揚げ、中型
ヘリコプターによる復旧要員・災害
対策機器等の運搬の訓練を実施。海
上輸送・空路輸送・通信確保の訓練
であるため、広域での訓練となりま
した。NTT東日本では本社、山梨支
店および長野支店から10名、NTTグ
ループ全体では99名に上る参加者
により、「つなぐ」使命を持って訓練に
臨みました。

皆さまの日常を支える取り組みについて
NTT東日本グループでは、大規模な災害を想定し平時より訓練を実施しています。こうした訓練は、
東日本大震災の復旧・復興にも活かされています。ここでは、東海地震発生での静岡県被災を想定
した、9月1日の政府防災訓練（静岡県・伊東市）と連動した総合協同訓練の様子を紹介します。

ホバークラフトによる復旧要員・災対機器の搬送・陸揚げ訓練

大型ヘリコプターでの災
害対策機器等の運搬訓練
に参加して

NTT東日本−山梨 設備部 
災害対策室長 

渡辺 秀樹
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東日本大震災に伴う被災地支援の取り組み等について
公表日等 取り組み概要 詳細 記事

3月18日 フレッツ光メンバーズクラブのポイント交
換による義援金受付

1ポイント1円相当として全額を寄附
［寄附総額］51,221,500円

数値は9月30日時点

3月25日 特設公衆電話（無料）の設置 設置カ所（延べ数）：1,200カ所、設置台数（延べ数）：3,928台 数値は9月1日時点
インターネット接続コーナー（無料）の設
置

設置カ所（延べ数）：450カ所 
（Wi-Fi環境のあるカ所（延べ数）：299カ所）

数値は9月1日時点

公衆無線LANエリア（フレッツ・スポット）
の無料開放

提供エリア数：204エリア 数値は3月25日時点

3月29日※1 被災した自治体等へのビジネスホン等の
提供

大きな被害を受けて通信機器が使えなくなった自治体・消防・
病院・学校等へ中古品の電話機・パソコン等を提供

（3県31自治体等）

数値は6月9日時点

3月30日 義援金の拠出 拠出額：NTT東日本グループとして1億円を拠出
拠出先：社会福祉法人中央共同募金会

NTTグループ全体で10億円

4月7日 仮設住宅等への電話機無償提供 提供数：14,227台、予定数：3万台 数値は10月3日時点 
4月13日 社宅および土地・建物等の提供 社宅：411戸

土地等： 宮城県名取市名取総合運動場の一部 
岩手県釜石市NTT東日本中島ビル

数値は6月15日時点 

4月14日 TV電話による遠隔健康相談のサポート 提供地域：福島県南相馬市、岩手県遠野市 8月31日時点
4月15日 教育委員会および学校への校務支援シス

テムの提供
対象：被災地域の教育委員会および学校 システム利用料、初期設定工事費は無償

4月27日 福島県、茨城県、栃木県を産地とする農作
物の社員食堂での利用

提供開始日：４月２７日より
実施食堂：初台ビル、品川TWINSビル、代々木ビル

NTTグループ内の支援活動として展開

5月13日 被災地域における採用募集 対象会社： NTT-ME、NTT東日本−宮城・岩手・福島・茨城、
テルウェル東日本、ＮＴＴソルコ

採用時期：5月〜9月
採用数：社員31名、契約社員234名

9月1日時点

内定が取消された学生を対象とした追加
募集

対象：震災の影響で内定が取消された方で、2011年3月に四
年制大学を卒業、または大学院（修士課程）を修了の方

入社時期：2012年4月

5月17日 避難所へのチャリティーコンサート生中継
等の動画配信のサポート

対象地域：宮城県、福島県等21カ所の避難所へ配信
配信動画：チャリティーコンサート、大相撲、映画等

避難所数は6月21日時点

5月23日 NTT東日本バドミントン部員による被災地
での講習会の開催等

対象地域： 岩手県、宮城県（6月4日、5日）、 
福島県（5月29日、30日）開催

7月26日※2 「東北漁業再開支援基金・希望の烽火（のろ
し）」への協賛

東北地方の漁業の早期復興へ向け、漁業機能に必要な資材（冷
凍コンテナ等）の供与等の支援を行っている本基金の趣旨に賛
同し協賛

7月30日 宮城県山元町における「買い物支援」の共
同展開

仮設住宅に整備する無線LAN環境と、各戸に配備する「光iフ
レーム」を利用して、セブン&アイグループのネットショッピン
グが簡単に利用できるしくみの提供

その他、「光iフレーム」を利用した自治
体の情報サービス、地域FMラジオ、天
気情報等のコンテンツサービスも提供

7月31日 エコポイントの義援金への活用 地上デジタル対応テレビ等の購入に際して獲得したエコポイ
ントを、義援金として活用

［寄附総額］1,529,000円

※1 最初の設置工事実施日
※2 「東北漁業再開支援基金・希望の烽火（のろし）」の設立発表日

NTT 東日本グループにおける節電への取り組み
この度の東日本大震災に伴う今夏の電力不足問題に対して、NTT東日本グループでは、社会的責任を果たすべく
いち早く節電対策に取り組みました。
取り組み期間
■ 東京電力エリア：2011年7月1日（金）〜9月22日（木）　■ 東北電力エリア：2011年7月1日（金）〜9月9日（金）
夏期節電の基本方針
① 通信サービスに関する電力について、通信サービスの確保とと

もに節電を実施。
② オフィス利用の電力について、30%以上の節電を実施。なお、宮

城県・福島県・岩手県のエリアについては、15%以上の節電を
実施。

③ 病院等医療施設について、緊急かつ直接的に人命に関わる診療
等に直接関わりのない部分において節電に協力し、15%以上の
節電に努める。

④ NTT東日本グループ社員の各家庭においても節電を実施し、
15%以上の節電に努める。

※東京電力・東北電力管内以外のエリアにおいても、節電に取り組む。

NTT東日本グループ  CSR報告書 2011　　12



		「人と地球のコミュニケーション」に関する取り組みについて、詳しくはこちら
	 http://www.ntt-east.co.jp/csr/theme/theme02/report.html
	 詳細版33ページ

人と地球のコミュニケーション

2CSR現場
レポート

社会全体で環境負荷の低減が求められる中、NTT東日本グループは提供するサービスを通じて
地球環境保全に貢献しています。今回は、取り組みの一例として、「NTT東日本−電力見える化
サービス（仮称）」と「PC省エネサポート」について紹介します。

美しい地球を未来に「つなぐ」ために
NTT東日本グループができること。

さらなる節電が求められる
NTT東日本グループでは、提供す

るサービスを通じて環境負荷の低減
に 取 り 組 んできました。 そして、
2011年3月11日に発生した東日本
大震災を機に、企業のみならず、一般
家庭においても節電への関心が高
まっています。サービスの企画に携
わった社員は「以前から考えていた施
策でしたが、社会的なニーズもあり、
この機会に節電に関するサービスを
立ち上げようと考えました。」と語りま
す。こうして、NTT東日本グループで
はさらなる節電に向けた施策に取り組
み始めました。

家庭内の節電をサポートする
「どのように節電できているかわか
らない。」「節 電をしているつもりだ
が、実際はどうか。」―こうした社会か
らの必要性や意識の高まりを背景に、
2011年7月1日から家庭内の節電を
サポートする「NTT東日本−電力見え
る化サービス（仮称）」のトライアルを
開始しました。
「これまで 気 づかなかったエネ ル
ギー使用のムダやムラの“見える化”

は、ご家庭で節電を効率よく実施する
上で重要で、これまで知りたかった電
気代も使用量も、ひと目で知ることが
できる利便性の高いサービスとなっ
ています。」と担当者が語るように、消
費電力を目で見て確認することがで

きるため、これまで以上に個人の節電
への意識が高まり、使用電力の削減
が期待されます。家庭内の消費電力
量を「光iフレーム」やパソコン等に表
示、さらに電力会社から提供される電
力供給情報を「使用量」「供給能力」

「NTT東日本－電力見える化サービス（仮称）」のトライアルを開始

電力会社からの
電力供給情報

電力供給
家庭内消費電力の

蓄積・集計等

家庭内消費電力量の
アップロード

宅内 無線親機

太陽光パネル

分電盤
計測器

電源
タップ

分電盤 エアコン等各種家電 光iフレーム

＜今後の展開＞
各種エネルギー
情報と連携

家庭全体の
消費電力計測

家電個別の
消費電力計測

供給情報/消費電力
の見える化

電力供給情報･
家庭内消費電力量の配信

「NTT東日本−電力見える化サービス（仮称）」イメージ図

※ 光iフレームでの情報閲覧の場合は、別途光iフレームとフレッツ・マーケットのご契約が必要です。 
（別途契約料、工事費、月額利用料がかかります）
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「使用率」に分けて数値表示することも
可能です。また、エコに役立つアドバ
イスを表示するとともに、「光iフレー
ム」をご利用いただいている場合は、
音声にて読み上げます。

家庭やオフィスで使用される機器
の中でも消費電力が高いパソコンに
ついて、NTT東日本ではご利用のパ
ソコンを手軽に節電仕様にカスタマイ
ズ できる「PC省 エ ネ サ ポート」を、
2010年11月より提供しています。
このツールは、これまで「フレッツ光
メンバーズクラブ」の会員様向けに、
ポイントプログラムの交換アイテムと
して提供してきましたが、東日本大震
災に伴う節電意識の高まりから、2011
年7月より「フレッツ光」をご利用のす
べての皆さまを対象に無料で提供す
ることを決定しました。手軽に導入、
そして多機能なツールで節電をサポー
トします。

手軽に導入、そして多機能な
ツー ルで節電をサポート

このツールでめざしたことは、簡単
に導入することができて、利便性の
高い機能が使用できることです。す
なわち、パソコンの詳しい知識がなく
ても適切な省エネ設定ができること
がポイントです。ツールをインストー

ルするだけで導入可能な本サービス
は、パソコンを使用する人の使用頻
度や時間を学習し、15分単位で電源
を調 整 するなど、最 適 な 節 電をサ
ポートします。これにより、1日あた
り平均約43Wh※の節電を実現しま
す。さらに、消費電力量等を毎日お
知らせし、週や月ごとにグラフ化して
チェックすることが可能です。

今後も、「フレッツ光」をご利用いた
だくお客さまの家庭およびオフィス
内のサービスを充実させることで、地

球環境に配慮した社会の実現をめざ
します。

「 PC 省エネサポート」でエネルギー削減を実現

家庭内エネルギーコントロール
の実現へ

今 後、わたしたちがめざすのは、
ICTを活用した「家庭内エネルギーコ
ントロール」の実現です。家庭内の消
費電力量や電力供給情報を表示する

※ 2010年6〜7月実施の、ひかりモニターにおけるトライアル結果により集計。なお、お客さまのパソコン利用
条件等によって、1日あたり約43Whの節電を実現できない場合があります。

ことにとどまらず、太陽光発電等の
「創エネ」情報や蓄電池・電気自動車

等の「蓄エネ」情報との連携を図るとと
もに、関係省庁等との協力関係を構築
しながら実現していきます。

	「PC省エネサポート」：
http://flets.com/eco/pc_eco/

■	社員の声
コンシューマ事業推進本部
ブロードバンドサービス部  
アライアンス推進担当

神田 健二

「PC省エネサポート」の画面イメージ
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3CSR現場
レポート

人と社会のコミュニケーション

NTT東日本グループでは、もっと便利で、より快適な生活を皆さまにお届けするために、サービス
の拡充に取り組んでいます。今回は、取り組みの一例として、「フレッツ・マーケット」と「光iフレー
ム」の提供について紹介します。

		「人と社会のコミュニケーション」に関する取り組みについて、詳しくはこちら
	 http://www.ntt-east.co.jp/csr/theme/theme03/report.html
	 詳細版49ページ

「ICTのチカラ」で、 
知りたい情報を、素早く、より身近に。
皆さまに充実した生活を 
お届けするための取り組み。

誰でも 、簡単に 、そしていつで
も使えるサービスを
「あまり必要性が感じられない。」

「パソコンって難しい。」―インター
ネットの普及が進む一方で、ブロード
バンド回線の未利用世帯は1,000万
世帯程度存在しています。わたした
ちは、インターネットが身近に感じら
れない、魅力がわからないことに原
因があるのではないかと考えました。

「これまで以上にフレッツ光を普及さ
せたい。」「インターネットの魅力を伝
えたい。」―こうした思いを実現する

ためには、ブロードバンドを活用した
便利さを実感できる魅力あるアプリ
ケーション・コンテンツと、簡単にイ
ンターネットを使用できる端末の開
発は不可欠なものでした。

2009年12月、こうした思いを実
現するため、待受情報配信サービス
とこれに対応する端末「光iフレーム」
の開発に向けたフィールドトライアル
を開始しました。約1,000名の一般
モニターの方々に、インターネットの
メリットや利便性等を体感していただ
くため、ニュース・チラシ・口コミ情

タイムリー な地域密着情報を、 
確実にお届けするために

■	社員の声
コンシューマ事業推進本部  
ブロードバンドサービス部
アライアンス推進担当 課長

橋爪 一夫

「光iフレーム」 
フォトフレーム型端末
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「住みたい、住み続けたい」街の実現に向けて 〜埼玉県ときがわ町における取り組み〜
埼玉県ときがわ町では、「若年定住者を増加させること」「高齢者対策の充実」を課題としており、この課題解決のために、
住民の日々 の暮らしや行政におけるインターネットの活用を重要施策と位置づけています。こうした中、NTT東日本グ
ループでは、より多くの方にインターネットをご利用いただくために、2011年2月より「光iフレーム」を活用した「i・かわ
らばん」の運用を開始しました。

ときがわ町の光iフレーム版「i・かわらばん」

報等、生活に密着したコンテンツを提
供しました。「フレッツ光」を利用した
新たなサービスとして、さらにより良
いサービス・端末とするための足が
かりとなりました。

「フレッツ・マー ケット」と 
「光iフレーム」の本格提供を開始
魅力ある情報を、 
皆さまのすぐそばに

こうしたトライアル終了後、企業や
自治体等とも連携し、各種コミュニ
ティにおいて同様のトライアルを実施

しました。「スーパー／外食店等の商
業施設・レジャー施設情報に対する関
心の高まりが見受けられた」等、商品
化に向けて確実な手ごたえを得たわ
たしたちは、2010年11月、「フレッ
ツ・マーケット」と「光iフレーム」の本
格提供を開始しました。「フレッツ・
マーケット」は、クーポンや自治体情
報等、サービス提供企業から配信さ
れるさまざまな地域・生活に根ざした
情報を、利用者がタイムリーに取得
することができるため、コミュニティ
とのつながりを強める一翼を担って

います。そして「光iフレーム」は、この
「フレッツ・マーケット」に対応し、誰

でも簡単に使うことができる端末に
することを心掛けました。加えて、
フォトフレームやオーディオ端末等と
してもご利用いただけるため、イン
ターネットを初めてご利用する方やパ
ソコンの使用が難しいと感じていた方
にも気軽にご利用いただけます。

今後も、皆さまの生活を豊かにする
ために、「フレッツ光」を活用したさら
なるサービスの充実に努めます。
	「光iフレーム／フレッツ・マーケット」：

http://flets.com/fletsmarket/

商工会の集まりで光iフレームを紹介され、ビジネスに役立つのではと思って加入しまし
た。その場にいた商工会役員の多くも申し込んだようです。町内とインターネットのどちら

にも情報発信できることが魅力です。これまでは年に数回
新聞にチラシを入れていましたが、それに比べて費用もかか
りません。店頭にも光iフレームを置き、お客さまにもときが
わ町の情報を見てもらっています。おすすめ商品や特売の

情報をTwitterに書き込み、インターネットと
町内の光iフレームの両方に情報を発信してい
ます。2月1日のサービス開始後、週末には
サイクリストの方が「Twitterで見ました」と
言って来店されるようになりました。

外部ステークホルダー の声

和菓子 比企がたり本舗 前澤屋  
代表取締役

前田 進一 様
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チームNTTのコミュニケーション
		「チームNTTのコミュニケーション」に関する取り組みについて、詳しくはこちら

	 http://www.ntt-east.co.jp/csr/theme/theme04/report.html
	 詳細版67ページ

チームNTTとして、 
培ってきた技術・経験を活かし、 
地域社会の持続的な発展に貢献。

東日本大震災における医療部門の取り組み
被災地医療を担い続ける

東日本大震災により、被災地エリア
においては、地震による建物倒壊、電
力・ガス供給停止、あるいは津波等に
よって、ほとんどの病院が機能不全に
陥りました。そのような状況の中、
NTT東日本東北病院（以下、東北病
院）は、建物等に甚大な被害を被った
ものの、機能を停止することなく、被
災地医療を担い続けました。

夜間受け付けも実施し、24時間態
勢で患者さまの受け入れにあたり、病
床稼働率は100%を超えたときもあ
りました。東北病院の岡部たえ子 看

護部長（当時）は、「未曾有の災害の
中、多くの病院スタッフもまた被災者
でありましたが、目の前の患者さまに
対して少しでもお役に立ちたいとの
思いで、とにかく無我夢中でがんばり
ました。」と語ります。

加えて、他医療機関からの要請に応
じ、入院患者さまや手術器具の滅菌
等の受け入れを実施するとともに、周
辺避難所への医療スタッフの派遣も
行い、その数は延べ132人（2011年
5月末時点）に及びます。

また、他のNTT東日本病院や健康
管理センタからも、東北病院へ医療ス

タッフを派遣するとともに、被災地の
避難所や遠隔避難所への医療スタッ
フ派遣を行う等、被災地支援に医療
部門をあげて尽力しました。

NTT東日本医療部門全体による
支援活動

こうした取り組みにあたっては、他
のNTT東日本病院、健康管理センタ
による医薬品・食料品等の緊急調達・
搬送や、延べ308人に及ぶ東北病院
への医療スタッフの派遣等、NTT東
日本医療部門全体が一丸となって支
援活動を行いました。

NTT東日本東北病院 診察を待つ患者さまの様子
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2012年版「電話お願い手帳」と「お願いカード」

電話お願い手帳の発行〜2011年度で30回目
きっかけは、お客さまの声
「外出先での緊急連絡手段として、
公衆電話にミニファクスをつけて」―
千葉県の流山電報電話局（当時）に寄
せられた、耳の不自由な方からのご
要望がきっかけでした。これまで培っ
てきた電話の技術・経験を活かし、よ
り多くの人をつなぎたい、そのような
思いの下、NTT東日本グループなら

ではの社会貢献活動として「電話お願
い手帳」が誕生しました。

さまざまな 場 面 を 想 定したコ
ミュニケーションツー ル
「電話お願い手帳」は、「利用される
方にとって使いやすい手帳」にするこ
とを重要なポイントとし、さまざまな
場面を想定した手帳になっています。

そして、この手帳をより多くの方々に
ご利用いただくため、全国の地方自
治 体 や 福 祉 団 体、デ パート・スー
パー等、多くの皆さまにご支持・ご協
力いただき配布しています。

多くの方々を「つなぐ」ために
1983年の発行以来、変わらない

「つなぐ」という理念の下、電話お願い
手帳は、2011年度で30年目を迎え
ます。今後も、NTT東日本グループ
ならではの社会貢献活動として取り
組み、多くの方々を「つなぐ」という使
命を全うしていく考えです。

「緊急連絡・基本メッセージ」のページ

緊
急
連
絡
・
基
本
メ
ッ
セ
ー
ジ

緊急

わたしは耳
み み

や言
こ と

葉
ば

が
不
ふ

自
じ ゆ う

由です

119番ばんへ
電
でん

話
わ

をかけてください

▶次
つ ぎ

のことをお伝
つた

えください。

いつ？

どこで？

	 時	 分

□急
きゅうびょうにん

病人がいます。　　
□火

か じ

事です。

緊
きんきゅう

急通
つ う ほ う

報ボタン　 （赤あかいボタン）のある公こうしゅうでんわ衆電話
は、テレホンカードや硬

こう

貨
か

が不
ふ

要
よう

です。受
じゅ

話
わ

器
き

を上
あ

げて、ボタ
ンを押

お

してから、ダイヤルしてください。また、緊
きんきゅうつうほう

急通報ボタン
のない公

こうしゅうでんわ

衆電話は受
じゅ

話
わ

器
き

を上
あ

げて、ダイヤルしてください。
（110番

ばん

、118番
ばん

、119番
ばん

への通
つう

話
わ

は無
むりょう

料です。）

緊
急
連
絡
・
基
本
メ
ッ
セ
ー
ジ

緊急

わたしは耳
み み

や言
こ と

葉
ば

が
不
ふ

自
じ ゆ う

由です
▶相

あ い て

手の方
かた

は何
なん

と言
い

っていましたか。

□ゆっくり話
はな

していただけますか。
□紙

かみ

に書
か

いて教
おし

えていただけますか。

「電話お願い手帳」の広がりに向けてNTT東日本−千葉
総務部 CSR推進室 CSR担当

葉計 利江
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NTT 東日本グループCSR 目標
—2010 年度の施策項目・評価と2011 年度のおもな課題・方向性 —

CSRテーマ CSR項目 施策項目 活動内容 2010年度における取り組みの概要 自己評価 2011年度に向けた課題・方向性

安
心
・
安
全
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

重要インフラとして 
高い安定性と 
信頼性の確保

高品質で安定した通信サービスの確保

24時間365日、通信ネットワークのリアルタイム監視に
よる万一のトラブルへの迅速な対応

・ 故障回復時間の目標値（措置時間：60分以内　95%以上／年間）を定めて、故障
回復への迅速な対応に向けた取り組みを実施

・ 改善策の関連部への共有化を実施
★ ★ ★

・ 故障発生件数の低減と、サービスの早期回復に向けたさら
なる管理の徹底、管理時間超故障に対する分析、故障時間短
縮施策の立案

お客さま満足度向上に向けたサポート体制の充実・強化 ・ 故障受付体制の一層の充実・サービスレベルのさらなる向上および、効率的業務
運営を行うため、複数拠点の統合を実施し、全エリアにおいて完了 ★ ★ ★ ・ 優良故障受付部門の事例の共有化を図る等、さらなるサポー

ト体制強化に向けたサービスレベルの向上
故障低減に向けた取り組みの推進 ・ 雷害による故障および、光屋内配線の故障削減に向けた取り組みの実施 ★ ★ ★ ・ さらなる故障派遣率の低減に向けた取り組みの実施

安心、安全、信頼の確保に向けた設備の予防保全の実施 ・ 建て替えが必要と判断した鉄筋コンクリート製電柱について、約9万本の更改を
実施 ★ ★ ・ 東日本大震災の影響等も踏まえ、建て替えが必要と判断し

た鉄筋コンクリート製電柱の着実な更改を引き続き実施

不安全設備の早期発見・改修

・ ケーブル地上高測定システム※（全エリアへの導入完了）の活用によるケーブル地
上高不足の早期発見・改修への取り組みを実施

※ 道路から電話線までの高さを自動測定するセンサを搭載した車両を走行させることで、パソコ
ンの地図上に記録するシステム

★ ★ ★ ・ システム活用による精度の高い点検と確実な改修の継続実施

災害時における重要通信の確保と安否確認

171、web171の認知度向上に向けた取り組みの実施

・ 災害用伝言ダイヤルの体験利用等による認知度向上
 （体験利用実績171：約74万件、web171：約12万件）
・ 各種防災フェア等におけるPRの実施
・ 東日本大震災における実運用 
（171：約286万件、web171：約21万件　2011年8月29日運用終了）

★ ★ ★ ・ 認知度向上に向けた取り組みに加え、さらなる利便性向上
に向けた取り組みを実施

大規模災害等への対応力の強化・充実

・ 内閣府主催総合防災訓練および、九都県市合同防災訓練への参加等、大規模災
害想定訓練の実施

・ 自衛隊（陸上・海上）と連携した協同訓練の実施
・ 首都直下地震を想定した対策本部（第2災害対策本部（仮称））の充実

★ ★ ★ ・ 東日本大震災での経験を踏まえた、大規模災害等への対応
力のさらなる強化・充実

迅速な情報開示の徹底
・ ニュースリリース・公式ホームページ等により、適時、必要な情報開示を実施
・ とりわけ、「東日本大震災による通信サービス等への影響」について、迅速な情報
提供を継続的に実施

★ ★ ★ ・ 迅速な情報開示を引き続き徹底

情報セキュリティの確保

NTT東日本グループ横断的かつ統一的な取
り組みの推進（情報セキュリティマネジメント
サイクルの確立・実践）

・ NTT東日本グループ横断的な統一ルールの整備・再
構築と推進施策の決定

・ 施策・ルールの実施とプロセス調整
・ 施策・ルール遵守状況確認（監査の強化）
・ 施策・ルールの最適化

・ 本社に「情報セキュリティ推進部」、県域総合会社等のグループ会社に「情報セキュ
リティ担当」を新たに設置し、グループ横断的かつ統一的な情報セキュリティ推進
体制を構築し、社員教育の強化やマニュアルに基づく情報の取り扱いの厳格化
等、各種情報セキュリティ施策を実施

・ 監査・点検を拡充することで施策の有効性を評価し、改善策を立案・実施

★ ★ ★ ・ グループ横断的な情報セキュリティのマネジメントサイクル
の確立と運用

セキュリティ対策の浸透と社員の意識啓発の
実施 eラーニング・集合研修の実施 ・ 本社および県域総合会社等のグループ会社の全従業員を対象とした各種研修の

実施による情報セキュリティへの意識の醸成 ★ ★ ★ ・ 研修等の継続強化による知識、意識の一層の向上

システム等によるセキュリティ対策の実施 グループ会社を含めたセキュリティ対策の推進、対策状
況の定期点検の実施

・ お客さま情報をはじめとする社内情報の社外への流出・漏えい防止策の実施とし
て、社内システムにおける他事業者情報等の閲覧規制の実施やアクセスログ監査
等の点検強化、セキュリティゾーン構築を実施

★ ★ ★ ・ リスク評価に基づく物理的セキュリティ対策の拡充

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

人
と
地
球
の

持続可能な 
社会の実現に向けた 

環境経営の推進

温暖化対策の推進 2008〜2012年度平均で、契約数あたりのCO2排出
原単位を2000年度比15%以上削減

・ 電力購入量の低減に向け、通信設備の更改やオフィスにおける省エネ化を推進
・ 契約者あたりのCO2排出原単位は前年度比0�75 ★ ★ ★ ・ 電力購入量の削減施策を継続実施するとともに新規施策の

導入等によりCO2削減量の上積みを図っていく

紙資源有効活用に向けた取り組み 2010年度までに紙使用量を2006年度比10%削減
・ ペーパーレス会議等の推進や請求書用紙の削減等の紙使用量（電話帳・電報用紙
を除く）削減施策を実施

・ 紙使用量は4�5千トンとなり、昨年度から継続して目標を達成
★ ★ ★ ・ 紙使用量削減施策を継続実施するとともに、事務用紙の削

減を推進する等、紙の総使用量の削減に努めていく

廃棄物の適正管理と資源の有効活用 2010年度までに廃棄物最終処分量を1998年度比
50%削減

・ 資源有効利用の継続的実施。
・ 廃棄物最終処分量は0�3万トンとなり、昨年度から継続して目標を達成 ★ ★ ★ ・ リサイクル率向上に努め、最終処分率低減を図っていく

P
プラン

NTT東日本グループにおいては、2009年3月に制定した「NTT東日本グループCSR目標」に基づき、PDCAサイクルを回
していくことにより、CSR活動の充実に取り組んできたところです。
2010年度における取り組みの概要ならびに、2011年度に向けた課題・方向性等について、次のとおり報告いたします。
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CSRテーマ CSR項目 施策項目 活動内容 2010年度における取り組みの概要 自己評価 2011年度に向けた課題・方向性

安
心
・
安
全
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

重要インフラとして 
高い安定性と 
信頼性の確保

高品質で安定した通信サービスの確保

24時間365日、通信ネットワークのリアルタイム監視に
よる万一のトラブルへの迅速な対応

・	故障回復時間の目標値（措置時間：60分以内　95%以上／年間）を定めて、故障
回復への迅速な対応に向けた取り組みを実施

・	改善策の関連部への共有化を実施
★	★	★

・	故障発生件数の低減と、サービスの早期回復に向けたさら
なる管理の徹底、管理時間超故障に対する分析、故障時間短
縮施策の立案

お客さま満足度向上に向けたサポート体制の充実・強化 ・	故障受付体制の一層の充実・サービスレベルのさらなる向上および、効率的業務
運営を行うため、複数拠点の統合を実施し、全エリアにおいて完了 ★	★	★ ・	優良故障受付部門の事例の共有化を図る等、さらなるサポー

ト体制強化に向けたサービスレベルの向上
故障低減に向けた取り組みの推進 ・	雷害による故障および、光屋内配線の故障削減に向けた取り組みの実施 ★	★	★ ・	さらなる故障派遣率の低減に向けた取り組みの実施

安心、安全、信頼の確保に向けた設備の予防保全の実施 ・	建て替えが必要と判断した鉄筋コンクリート製電柱について、約9万本の更改を
実施 ★	★ ・	東日本大震災の影響等も踏まえ、建て替えが必要と判断し

た鉄筋コンクリート製電柱の着実な更改を引き続き実施

不安全設備の早期発見・改修

・	ケーブル地上高測定システム※（全エリアへの導入完了）の活用によるケーブル地
上高不足の早期発見・改修への取り組みを実施

※	道路から電話線までの高さを自動測定するセンサを搭載した車両を走行させることで、パソコ
ンの地図上に記録するシステム

★	★	★ ・	システム活用による精度の高い点検と確実な改修の継続実施

災害時における重要通信の確保と安否確認

171、web171の認知度向上に向けた取り組みの実施

・	災害用伝言ダイヤルの体験利用等による認知度向上
	（体験利用実績171：約74万件、web171：約12万件）
・	各種防災フェア等におけるPRの実施
・	東日本大震災における実運用	
（171：約286万件、web171：約21万件　2011年8月29日運用終了）

★	★	★ ・	認知度向上に向けた取り組みに加え、さらなる利便性向上
に向けた取り組みを実施

大規模災害等への対応力の強化・充実

・	内閣府主催総合防災訓練および、九都県市合同防災訓練への参加等、大規模災
害想定訓練の実施

・	自衛隊（陸上・海上）と連携した協同訓練の実施
・	首都直下地震を想定した対策本部（第2災害対策本部（仮称））の充実

★	★	★ ・	東日本大震災での経験を踏まえた、大規模災害等への対応
力のさらなる強化・充実

迅速な情報開示の徹底
・	ニュースリリース・公式ホームページ等により、適時、必要な情報開示を実施
・	とりわけ、「東日本大震災による通信サービス等への影響」について、迅速な情報
提供を継続的に実施

★	★	★ ・	迅速な情報開示を引き続き徹底

情報セキュリティの確保

NTT東日本グループ横断的かつ統一的な取
り組みの推進（情報セキュリティマネジメント
サイクルの確立・実践）

・	NTT東日本グループ横断的な統一ルールの整備・再
構築と推進施策の決定

・	施策・ルールの実施とプロセス調整
・	施策・ルール遵守状況確認（監査の強化）
・	施策・ルールの最適化

・	本社に「情報セキュリティ推進部」、県域総合会社等のグループ会社に「情報セキュ
リティ担当」を新たに設置し、グループ横断的かつ統一的な情報セキュリティ推進
体制を構築し、社員教育の強化やマニュアルに基づく情報の取り扱いの厳格化
等、各種情報セキュリティ施策を実施

・	監査・点検を拡充することで施策の有効性を評価し、改善策を立案・実施

★	★	★ ・	グループ横断的な情報セキュリティのマネジメントサイクル
の確立と運用

セキュリティ対策の浸透と社員の意識啓発の
実施 eラーニング・集合研修の実施 ・	本社および県域総合会社等のグループ会社の全従業員を対象とした各種研修の

実施による情報セキュリティへの意識の醸成 ★	★	★ ・	研修等の継続強化による知識、意識の一層の向上

システム等によるセキュリティ対策の実施 グループ会社を含めたセキュリティ対策の推進、対策状
況の定期点検の実施

・	お客さま情報をはじめとする社内情報の社外への流出・漏えい防止策の実施とし
て、社内システムにおける他事業者情報等の閲覧規制の実施やアクセスログ監査
等の点検強化、セキュリティゾーン構築を実施

★	★	★ ・	リスク評価に基づく物理的セキュリティ対策の拡充

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

人
と
地
球
の

持続可能な 
社会の実現に向けた 

環境経営の推進

温暖化対策の推進 2008〜2012年度平均で、契約数あたりのCO2排出
原単位を2000年度比15%以上削減

・	電力購入量の低減に向け、通信設備の更改やオフィスにおける省エネ化を推進
・	契約者あたりのCO2排出原単位は2000年度比0.75 ★	★	★ ・	電力購入量の削減施策を継続実施するとともに新規施策の

導入等によりCO2削減量の上積みを図っていく

紙資源有効活用に向けた取り組み 2010年度までに紙使用量を2006年度比10%削減
・	ペーパーレス会議等の推進や請求書用紙の削減等の紙使用量（電話帳・電報用紙
を除く）削減施策を実施

・	紙使用量は4.5千トンとなり、昨年度から継続して目標を達成
★	★	★ ・	紙使用量削減施策を継続実施するとともに、事務用紙の削

減を推進する等、紙の総使用量の削減に努めていく

廃棄物の適正管理と資源の有効活用 2010年度までに廃棄物最終処分量を1998年度比
50%削減

・	資源有効利用の継続的実施。
・	廃棄物最終処分量は0.3万トンとなり、昨年度から継続して目標を達成 ★	★	★ ・	リサイクル率向上に努め、最終処分率低減を図っていく

〈自己評価の凡例〉 ★★★：目標達成　★★：一部を除き目標達成　★：一部のみ目標達成

D
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CSRテーマ CSR項目 施策項目 活動内容 2010年度における取り組みの概要 自己評価 2011年度に向けた課題・方向性

人
と
社
会
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

ユビキタス社会の 
実現に向けた 

取り組みの推進

フレッツ光サービスの普及促進に向けた取り
組み

地域と連携したブロードバンドサービス環境の提供に
よるデジタルディバイドの解消

・ フレッツ光の未提供の地域において、自治体や各種団体と連携し、順次サービス
提供地域の拡大を実施（2010年度末 提供自治体数：203） ★ ★ ★ ・ 継続して、自治体等と連携しながら、順次、サービス提供地

域の拡大を実施

お客さまの多様なニーズに応じたサービス
の提供

日頃の営業活動等を通じて得られたお客さまの声を反
映したサービス改善検討

・ 豊かで便利な社会の実現に向けたネットワーク・ICTソリューションの展開
・ お客さま要望から開発候補を抽出したサービスの提供
・ 次期開発予定機能に対する社内アンケートを活用した重要確認の実施
・ 拡大が見込まれるクラウド市場との係わり方の検討に向けた市場動向調査の実施
・ 教育機関におけるICT利活用促進に向けた学校向け特別割引の実施
・ お客さまのライフスタイルに対応し、さまざまなご利用シーンやご利用環境にあ
わせ、シームレスに対応するサービス・情報端末・通信機器の充実、等

・ 市場調査、フィールドトライアル等の実施結果に基づき、「お客さまの声」を反映
したサービスの開発

・ 全社的なスマイル活動の展開により得られた「お客さまの声」を反映したサービ
ス改善

★ ★ ★
・ さまざまな手段によりお客さまの声を収集し、さらなるお客
さまの利便性向上をめざしたネットワーク・ICTサービスの
創造および、ソリューションの展開

次世代のICT社会を担う人材の育成
ネット安全教室の開催

・ 以下の取り組みを通じて、578講座（参加児童16,794名）を開催
  ①講師研修の開催
  ②小学校高学年向けの新しいカリキュラムとツールの作成
  ③社内外へのPRによる活動の活性化

★ ★ ★ ・ 社内外へのPR等による積極的な情報公開の実施

e-ネットキャラバンにおける、開催ニーズに応じた着
実な講師派遣

・ 各県等域の登録講師数の確保・拡大に向けた呼びかけの実施等を通じて、24講
座への講師派遣要請すべてに対して講師を派遣（参加者1,849名） ★ ★ ★ ・ 継続した登録講師確保の観点から、講師認定講座未受講者

への積極的な受講勧奨

チ
ー
ム
N
T
T
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

労働安全衛生の 
水準の向上に寄与する 

取り組み

労働安全の推進 事故の撲滅に向けた取り組み

・ 高所安全作業の研修の実施
・ 転落防止強化期間を設定し、安全パトロールの実施、注意喚起ポスターの掲示
等、安全作業の定着確認を徹底

・ 災害訓練（作業現場における人身事故を想定した訓練）の実施
・ 安全推進会議の開催

★ ★ ★ ・ 作業現場に応じた対策の実施等、事故の撲滅に向けた実効
ある取り組みの実施

健康管理の充実

健康教育の充実による社員の健康・衛生意識の向上
・ 社内TVニュースを活用した各種健康教育の実施
・ 生活習慣病予防に向けた取り組みの実施
・ インフルエンザ流行に向けた注意喚起の実施

★ ★ ★ ・ 生活習慣病に起因する疾病予防および、自己管理意識の向
上に向けた健康教育の推進

メンタルヘルス教育の実施によるメンタルヘルス不調
の予防・早期発見・フォロー

・ 「NTT東日本なんでも相談ダイヤル」の非正規社員への利用拡大および定着化
に向けた取り組みの実施

・ 職位、年齢等に着目したメンタルヘルス研修の実施
★ ★ ★ ・ 若手社員に対するメンタルヘルス研修の実施

・ 非正規社員に対する各種メンタルヘルス対策のさらなる拡大

人材育成の推進に向けた 
取り組み

人材育成プログラムの展開

事業を支える実務能力を備えたプロフェッショナル人
材の育成

・ スキル向上研修（151コース、受講者約4,500人）の実施
・ 社内資格認定試験（131資格、受験者約11,600人）の実施
・ 社外資格（210資格）取得に向けた支援の実施

★ ★ ★
・ 『つなぐDNA』を礎とし、安心・安全なサービス提供のため、
事業を支える高い実務能力を備えたプロフェッショナル人材
の育成に有効な人材育成プログラムを策定

現場マネジメントの強化およびキャリア開発支援 ・ 現場マネジメントの強化およびキャリア開発支援の充実に向けた研修（21コース）
の実施 ★ ★ ★ ・ 個人のキャリア開発と組織力・チーム力の最大化に向けて、

有効な人材育成プログラムを引き続き実施
社員の自律的な知識・スキル習得のための自己啓発
支援

・ 社員の自己啓発を支援するプログラム（eラーニング教材109コース、通信教
育講座427コース）の提供 ★ ★ ★ ・ 社員の自律的・主体的な成長をサポートする自己啓発支援

のしくみを継続的に整備

多様性の尊重と 
機会均等の推進に向けた 

取り組み

多様な人材の活用

女性等ダイバーシティに富んだ社員の積極的活用に向
けた意識啓発・支援施策の展開

・ ホームページによるロールモデル紹介
・ 女性キャリア開発研修、女性部下を持つ管理者向け研修の実施
・ ダイバーシティ（若手女性社員向け）フォーラム、女性管理者向けフォーラムの開
催、等

★ ★ ★ ・ 女性コミッティによる支援活動の拡大

ダイバーシティ推進のための文化醸成活動の展開

・ eラーニング実施
・ 社員向け勉強会（EAST SALON）の実施
・ 幹部・管理者向け講演会の実施
・ 社内委員会等（ダイバーシティ推進小委員会、ダイバーシティ推進ワーキンググ
ループ等）による全社ダイバーシティ推進・展開、社内広報による展開、等

★ ★ ★ ・ 社員一人ひとりが自発的に活動できる施策の推進

次世代育成支援に向けた行動計画の具体的プログラム
の推進

・ 育児休職制度の利活用推進に向けた制度の見直しおよび、理解促進・利活用推進
のための周知・啓発の実施 ★ ★ ★ ・ 研修等による制度の理解促進・利活用の推進

・ 男性社員の育児休暇取得に関する理解促進

ワーク・ライフ・バランスの推進 ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた働き方の検討
と諸施策の展開

・ 育児に携わる社員向けSNSコミュニティの開設等、仕事と生活の両立に向けた支
援の実施

・ ペアレンティング・セミナーの実施
・ 「Value Meeting活動」（会議の基本心得）の展開等、仕事の効率化に向けた施
策展開の実施

★ ★ ★ ・ 生産性向上に向けた施策の展開拡大

社会貢献活動

全社的プログラムの実施
電話お願い手帳の配布  ・ 配布に協力いただける企業・団体の拡大

・ 利便性向上に向けた見直しの実施 ★ ★ ★ ・ 継続した配布協力企業・団体の拡大
・ 一層の利便性向上等、内容の充実をめざした手帳の検討

スポーツ教室の開催 ・ バドミントン教室：14回
・ 野球教室：2回 ★ ★ ★ ・ さらなる教室内容の充実を図るため、支店との連携・調整

の強化

地域的プログラムの推進 地域と密着した社会貢献活動等の充実
・ NTT東日本グループ環境デーにおけるクリーン活動へのOBと社員が一体となっ
た参加

・ 地域に密着した社会貢献活動の展開
★ ★ ★ ・ さらなるOBとの連携に向けた、継続した情報共有の実施

活動する社員への支援の実施 マッチングギフトプログラムの展開 ・継続的な制度利用の促進 ★ ★ ★ ・ さらなる活用に向けた社内PR活動の実施

NTTmimi-プロジェクトを通じた施策の推進
各種サービスのバリアフリー化に向けた活動の推進 ・ 各種サービスのバリアフリー化に向けた、サービス主管との意見交換、聴覚障が

い者イベントへの参加 ★ ★ ★ ・ さらに掘り下げた提言活動の実施に向けた、調査・検証

聴覚障がい者に対する理解促進に向けた活動の推進 ・ 手話講習会の開催（6回、受講者154名）
・ ホームページを活用した（動画による）web手話講座の開講 ★ ★ ★ ・ 継続した講習会の実施

・ PR活動の強化

P
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CSRテーマ CSR項目 施策項目 活動内容 2010年度における取り組みの概要 自己評価 2011年度に向けた課題・方向性

人
と
社
会
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

ユビキタス社会の 
実現に向けた 

取り組みの推進

フレッツ光サービスの普及促進に向けた取り
組み

地域と連携したブロードバンドサービス環境の提供に
よるデジタルディバイドの解消

・ フレッツ光の未提供の地域において、自治体や各種団体と連携し、順次サービス
提供地域の拡大を実施（2010年度末 提供自治体数：203） ★ ★ ★ ・ 継続して、自治体等と連携しながら、順次、サービス提供地

域の拡大を実施

お客さまの多様なニーズに応じたサービス
の提供

日頃の営業活動等を通じて得られたお客さまの声を反
映したサービス改善検討

・ 豊かで便利な社会の実現に向けたネットワーク・ICTソリューションの展開
・ お客さま要望から開発候補を抽出したサービスの提供
・ 次期開発予定機能に対する社内アンケートを活用した重要確認の実施
・ 拡大が見込まれるクラウド市場との係わり方の検討に向けた市場動向調査の実施
・ 教育機関におけるICT利活用促進に向けた学校向け特別割引の実施
・ お客さまのライフスタイルに対応し、さまざまなご利用シーンやご利用環境にあ
わせ、シームレスに対応するサービス・情報端末・通信機器の充実、等

・ 市場調査、フィールドトライアル等の実施結果に基づき、「お客さまの声」を反映
したサービスの開発

・ 全社的なスマイル活動の展開により得られた「お客さまの声」を反映したサービ
ス改善

★ ★ ★
・ さまざまな手段によりお客さまの声を収集し、さらなるお客
さまの利便性向上をめざしたネットワーク・ICTサービスの
創造および、ソリューションの展開

次世代のICT社会を担う人材の育成
ネット安全教室の開催

・ 以下の取り組みを通じて、578講座（参加児童16,794名）を開催
  ①講師研修の開催
  ②小学校高学年向けの新しいカリキュラムとツールの作成
  ③社内外へのPRによる活動の活性化

★ ★ ★ ・ 社内外へのPR等による積極的な情報公開の実施

e-ネットキャラバンにおける、開催ニーズに応じた着
実な講師派遣

・ 各県等域の登録講師数の確保・拡大に向けた呼びかけの実施等を通じて、24講
座への講師派遣要請すべてに対して講師を派遣（参加者1,849名） ★ ★ ★ ・ 継続した登録講師確保の観点から、講師認定講座未受講者

への積極的な受講勧奨

チ
ー
ム
N
T
T
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

労働安全衛生の 
水準の向上に寄与する 

取り組み

労働安全の推進 事故の撲滅に向けた取り組み

・ 高所安全作業の研修の実施
・ 転落防止強化期間を設定し、安全パトロールの実施、注意喚起ポスターの掲示
等、安全作業の定着確認を徹底

・ 災害訓練（作業現場における人身事故を想定した訓練）の実施
・ 安全推進会議の開催

★ ★ ★ ・ 作業現場に応じた対策の実施等、事故の撲滅に向けた実効
ある取り組みの実施

健康管理の充実

健康教育の充実による社員の健康・衛生意識の向上
・ 社内TVニュースを活用した各種健康教育の実施
・ 生活習慣病予防に向けた取り組みの実施
・ インフルエンザ流行に向けた注意喚起の実施

★ ★ ★ ・ 生活習慣病に起因する疾病予防および、自己管理意識の向
上に向けた健康教育の推進

メンタルヘルス教育の実施によるメンタルヘルス不調
の予防・早期発見・フォロー

・ 「NTT東日本なんでも相談ダイヤル」の非正規社員への利用拡大および定着化
に向けた取り組みの実施

・ 職位、年齢等に着目したメンタルヘルス研修の実施
★ ★ ★ ・ 若手社員に対するメンタルヘルス研修の実施

・ 非正規社員に対する各種メンタルヘルス対策のさらなる拡大

人材育成の推進に向けた 
取り組み

人材育成プログラムの展開

事業を支える実務能力を備えたプロフェッショナル人
材の育成

・ スキル向上研修（151コース、受講者約4,500人）の実施
・ 社内資格認定試験（131資格、受験者約11,600人）の実施
・ 社外資格（210資格）取得に向けた支援の実施

★ ★ ★
・ 『つなぐDNA』を礎とし、安心・安全なサービス提供のため、
事業を支える高い実務能力を備えたプロフェッショナル人材
の育成に有効な人材育成プログラムを策定

現場マネジメントの強化およびキャリア開発支援 ・ 現場マネジメントの強化およびキャリア開発支援の充実に向けた研修（21コース）
の実施 ★ ★ ★ ・ 個人のキャリア開発と組織力・チーム力の最大化に向けて、

有効な人材育成プログラムを引き続き実施
社員の自律的な知識・スキル習得のための自己啓発
支援

・ 社員の自己啓発を支援するプログラム（eラーニング教材109コース、通信教
育講座427コース）の提供 ★ ★ ★ ・ 社員の自律的・主体的な成長をサポートする自己啓発支援

のしくみを継続的に整備

多様性の尊重と 
機会均等の推進に向けた 

取り組み

多様な人材の活用

女性等ダイバーシティに富んだ社員の積極的活用に向
けた意識啓発・支援施策の展開

・ ホームページによるロールモデル紹介
・ 女性キャリア開発研修、女性部下を持つ管理者向け研修の実施
・ ダイバーシティ（若手女性社員向け）フォーラム、女性管理者向けフォーラムの開
催、等

★ ★ ★ ・ 女性コミッティによる支援活動の拡大

ダイバーシティ推進のための文化醸成活動の展開

・ eラーニング実施
・ 社員向け勉強会（EAST SALON）の実施
・ 幹部・管理者向け講演会の実施
・ 社内委員会等（ダイバーシティ推進小委員会、ダイバーシティ推進ワーキンググ
ループ等）による全社ダイバーシティ推進・展開、社内広報による展開、等

★ ★ ★ ・ 社員一人ひとりが自発的に活動できる施策の推進

次世代育成支援に向けた行動計画の具体的プログラム
の推進

・ 育児休職制度の利活用推進に向けた制度の見直しおよび、理解促進・利活用推進
のための周知・啓発の実施 ★ ★ ★ ・ 研修等による制度の理解促進・利活用の推進

・ 男性社員の育児休暇取得に関する理解促進

ワーク・ライフ・バランスの推進 ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた働き方の検討
と諸施策の展開

・ 育児に携わる社員向けSNSコミュニティの開設等、仕事と生活の両立に向けた支
援の実施

・ ペアレンティング・セミナーの実施
・ 「Value Meeting活動」（会議の基本心得）の展開等、仕事の効率化に向けた施
策展開の実施

★ ★ ★ ・ 生産性向上に向けた施策の展開拡大

社会貢献活動

全社的プログラムの実施
電話お願い手帳の配布  ・ 配布に協力いただける企業・団体の拡大

・ 利便性向上に向けた見直しの実施 ★ ★ ★ ・ 継続した配布協力企業・団体の拡大
・ 一層の利便性向上等、内容の充実をめざした手帳の検討

スポーツ教室の開催 ・ バドミントン教室：14回
・ 野球教室：2回 ★ ★ ★ ・ さらなる教室内容の充実を図るため、支店との連携・調整

の強化

地域的プログラムの推進 地域と密着した社会貢献活動等の充実
・ NTT東日本グループ環境デーにおけるクリーン活動へのOBと社員が一体となっ
た参加

・ 地域に密着した社会貢献活動の展開
★ ★ ★ ・ さらなるOBとの連携に向けた、継続した情報共有の実施

活動する社員への支援の実施 マッチングギフトプログラムの展開 ・継続的な制度利用の促進 ★ ★ ★ ・ さらなる活用に向けた社内PR活動の実施

NTTmimi-プロジェクトを通じた施策の推進
各種サービスのバリアフリー化に向けた活動の推進 ・ 各種サービスのバリアフリー化に向けた、サービス主管との意見交換、聴覚障が

い者イベントへの参加 ★ ★ ★ ・ さらに掘り下げた提言活動の実施に向けた、調査・検証

聴覚障がい者に対する理解促進に向けた活動の推進 ・ 手話講習会の開催（6回、受講者154名）
・ ホームページを活用した（動画による）web手話講座の開講 ★ ★ ★ ・ 継続した講習会の実施

・ PR活動の強化

〈自己評価の凡例〉 ★★★：目標達成　★★：一部を除き目標達成　★：一部のみ目標達成

D
ドゥ

C
チェック

A
アクション
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安心・安全なコミュニケーション

つなぐ、それが使命
わたしたちは、情報通信に関する社会的な課題に真摯に取り組み、
安心・安全な利用環境と、災害時にも強いネットワークを構築し、 
安心と信頼を提供します。

パフォーマンス・ハイライト

重要インフラとして高い安定性と信頼性の確保

「ケーブル地上高測定システム」の全支店導入完了
（2010年6月）。2010年度は、約13万km（ケーブル

長）の点検を実施

東日本大震災における安否確認手段の確保。「災害用伝
言ダイヤル（171）」330万件、「災害用ブロードバンド
伝言板（web171）」26万件（2011年4月26日現在）

基本姿勢 基本姿勢

　常に高品質で安定した通信サービスを提供するために、信頼性の高いネットワーク構築に向けた不断の取り組みを
行うとともに、非常時にも迅速かつ的確な対処によって通信を確保できるよう、さまざまな施策を推進しています。

CSR目標  
• 高品質で安定した通信サービスの確保
• 災害時における重要通信の確保と安否確認

今期の成果と来期に向けた取り組み
いつでも、どこでも、だれとでもつながる安心と信頼の提供に向けて、2010年度は、万が一のトラブルへの迅速な

対応の充実に向けた取り組み、故障低減、雷害対策等安心・安全・信頼の確保に向けた設備の予防保全等取り組みに加
え、大規模災害を想定した対応力強化・充実に向けた自衛隊との協同訓練を実施しました。
2011年3月11日に発生した東日本大震災においても、これら平時における取り組みが活かされ、安心・安全なコミュ

ニケーションを「つなぐ」使命を、全社員が自覚を持って行動し、通信サービスの早期復旧に貢献することができました。
引き続き、不断の取り組みを通じて、いかなる不測の事態にも迅速に対応できるよう、万全の準備を行ってまいります。

ネットワーク事業推進本部 サービス運営部 運営企画部門長
小野寺 元哉

Theme   1
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24時間365日、通信ネットワークのリアルタイム
監視による、万一のトラブルへの迅速な対応

あらゆる人々がいつでも、どこでも安心して電話サービス
が利用できるユニバーサルサービス*を提供するために、安全
で信頼性の高い通信ネットワークの構築に取り組んでいます。

また、ネットワークが常に安定して機能するよう、ICTを活用
した高度なオペレーションツールを用いて、24時間365日、
リアルタイムでネットワーク運行状況を一元的に監視・制御す
るとともに、予期せぬトラブルが発生した際に迅速かつ的確に
回復措置が行えるよう、隙のないしくみや体制の構築に努め
ています。

2010年度は、トラブルの迅速な対応の充実に向けてネット
ワークの運行状況を監視・制御する「ネットワークオペレーショ
ンセンタ」において、サービス品質向上と効率的オペレーショ
ンの推進に取り組みました。

今後も、万が一のトラブルが発生した場合のサービスの早
期回復に向けた取り組みを継続的に行っていきます。

用語
解説

ユニバーサルサービス：全国どこでも公平かつ安定的に提供されるべき、生活
に不可欠なサービス。

つなぐ  「現場力向上フォーラム」の開催
NTT東 日 本 グ ループ で

は、設備系業務の創意工夫に
よる優良施策を共有・水平展
開し、さらなる現場力の向上
を図ることを目的に、「現場
力向上フォーラム」を2007
年度より開催しています。

4回 目 となる2010年 度
は、2011年1月19・20日の2日間にわたり開催し、スローガン

「次 世 代 へつなげよう、現 場 の 知 恵と匠 の 技！」の 下、延 べ

4,500名が参加しました。アクセス系・NW系・お客さま対応
等全8種目の技術の競演「技能競技会」や、優良施策のワーク
ショップおよびグループ会社等によるデモンストレーション等
を実施し、より実践的なスキル・ノウハウの継承および技術力
の向上を図ることができました。

お客さま満足度向上に向けた 
サポート体制の充実・強化

電話サービスの故障等のお問い合わせはへの対応について
は、受付体制の充実と段階的な複数拠点の統合（2008年度か
ら）を行ってきており、2010年度においても、引き続き、故障
受付体制の一層の充実および効率的業務運営を行うための複
数拠点の統合を完了させるなど、サービスレベルのさらなる
向上を図りました。

今後も、お客さまに安心してサービスをご利用いただけるよ
う、一層のサポート体制の充実と強化に取り組んでいきます。

故障低減に向けた取り組みの推進
雷の発生に伴う故障は、長時間のサービ

ス中断に至るケースもあり、NTTグループ
では、従来から雷害対策に取り組んできて
います。近年、雷発生エリアの拡大により
雷害故障が多発していることから、2010
年度は、お客さま宅内に設置する「ひかり電
話ルータ」への雷害対策に取り組みました。
具体的には、2009年度に発生した雷の落
雷数とエリアをマップ化した「H21落雷MAP」を作成し、関連
部署への配布および雷害多発エリアを中心に雷防御アダプタ
を設置し故障を抑制する等の取り組みを実施しました。また、
これらとあわせて、フレッツ光をご利用のお客さまへ配布して
いる「診断復旧ツール」*のさらなる機能拡充や利用促進等の取
り組みを実施しました。今後も安定した通信サービスの提供と
故障対応の迅速化に向けて取り組んでいきます。

高品質で安定した
通信サービスの確保

アクセス系技能競技会優勝者

現場力向上フォーラムの様子

〔総合優勝〕NTT東日本－福島グループ

雷害対策DVD

■

一日も早い復興をめざして
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不安全設備の早期発見・改修
2009年度は、道路等を横断するケーブルの地上高不足に

起因するトラブルを防止するため、道路からケーブルまでの
高さを自動測定してパソコンの地図上に記録する「ケーブル地
上高システム」の導入・活用により、信頼性向上への取り組み
を行いました。

2010年度は、ケー
ブルの計画的な点検
により通信設備の安
全確認を強化する取
り組みとして、約13
万kmのケーブ ル 点
検を実施し、点検結
果に基づいた改修を
迅速に行うことで、不安全設備の解消を図りました。
 不安全設備のWeb受付：

https://swu.setsubi-info.ntt-east.co.jp/webFuanzen/select/
applySelect/show

用語
解説

ひかり電話ルータの雷害対策：宅内に設置するひかり電話ルータに雷サージを
バイパスする雷防護アダプタを設置することで、ひかり電話ルータへの雷サー
ジ侵入を抑制する対策。
診断復旧ツール：インターネットやメールのご利用に問題が発生したとき、各種
設定や接続状態等を診断し、お客さまご自身による復旧を支援するツール（イン
ターネット接続等が正常なときにあらかじめインストールしておくことが必要）。

安心、安全、信頼の確保に向けた設備の予防保全
の実施

通信サービスの安心、安全、信頼の確保に向け、通信設備
の点検・改修を定期的に実施し、予防保全に努めています。

2010年度は、NTT東日本グループが保有・管理する約
350万本（2008年度末）の鉄筋コンクリート製電柱のうち、建
て替えが必要と判断した約9万本の電柱を更改し、設備の安全
性を高めています。

なお、地域の通信設備の異常や劣化・損傷等については、
チームNTTのみだけでなく、周辺にお住まいのお客さまから
も情報提供いただけるよう、不安全設備受付フリーダイヤル
を運用するとともにウエブによる受付も行っています。

引き続き、事故の未然防止に向けて、不安全設備の早期発
見・解消の取り組みを強化していきます。

災害対策の基本方針
NTT東日本グループでは、地震、火災、豪雪、風水害等、予

期せぬ災害に備え、「通信ネットワークの信頼性向上」「重要通

災害時における
重要通信の確保と安否確認

「ケーブル地上高測定システム」イメージ

不安全設備の情報提供を呼びかけるポスター

■

信頼性の高い通信サービスの実現をめざして

■

安心・安全な通信設備を提供

診断復旧ツールのイメージ

復旧

おもな診断項目：インターネット設定、メール設定、
   LANケーブル抜け、無線LANの接続状態

メールが
送れない！！

インターネットが
見られなくなった！！

インターネット接続等が
正常な時に

あらかじめインストール

正常な時の
設定情報に

「診断復旧
ツール」の
おかげで

助かったわ！

POINT

診断復旧ツールを
インストールしておけば…

簡単な操作で復旧
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信の確保」「サービスの早期復旧」の3つを災害対策の基本方
針として、さまざまな対策に取り組んでいます。

通信ネットワークの信頼性向上
過去の大規模な災害の経験を教訓として、通信ネットワーク

の信頼性を高めるためのさまざまな対策を行っています。
たとえば中継局*は分散設置し、中継伝送路をループ化*や

二重化*することで、万一、中継局や中継伝送路が被災した場
合も、通信サービスが途絶えないように備えています。

また、建物や通信設備も、独自で設計基準を設定し、耐災性
を確保した構造になっています。災害発生時の電話網維持以
外に、光IP網についても、光設備保守ツールの開発等を通じ
て、信頼性を強化しています。

用語
解説

中継局：映像、音声、データ伝送等のための電気通信用回線の中継地点。
ループ化：通信回線等を環状に接続すること。
二重化：通信設備等を複数用意し、1つが故障しても他のものが使えるようにし
ておくこと。

風水害・火災・地震に強い設備づくり

ビルディング・タワー
（通信建物）

インサイドプラント
（屋内通信設備）

アウトサイドプラント（屋外通信設備）
とう道 ケーブル

耐震性

震度階5 
損傷しません
震度階6 
軽微な損傷が予測されます
震度階7 
崩壊・倒壊は回避できます

震度階5 
損傷しません
震度階6 
軽微な損傷が予測されますが、機能
上に影響は出ません
震度階7 
一部損傷しますが、おもな設備は早
期に正常に回復します

震度階6 
損傷しません
震度階7 
一部損傷しますが、ケーブルの防護
に影響は出ません

マンホール内のケーブルには余長
を持たせて少し長めに敷設し、地震
の揺れによる切断を防ぎます

火災防護

・建物不燃化、耐火構造化
・防火区画、防火扉の設置
・火災報知器等の設置
・消火設備の設置
・貫通孔耐火塞ぎ

・難燃素材採用
・ケーブル貫通部の耐火塞ぎ

・防火壁
・油流入防止堰
・とう道管理システム

・とう道等で難燃ケーブル適用
・ケーブル接続技術の改良

風水害
防護

・高所選定（200年降雨確率）
・水防板、水防扉、水防囲障
・建物の嵩上げ

・長時間停電対策
・アンテナ速度圧設計

・防水壁、防水扉
・とう道管理システム

・ケーブル接続部の浸水防止

重要通信の確保
大規模な災害が発生したときは、被災地への電話が集中し、

つながりにくくなる場合があります。このような場合、一般の
通話は規制され、災害の救助・復旧や公共秩序維持のために必
要な通信および110・119・118番の緊急通話を優先します。

サービスの早期復旧に向けた取り組み
被災地における通信の確保やサービスの早期復旧を目的と

し、発電能力を備えた移動電源車、即応性の高い衛星通信方
式等、さまざまな災害対策機器を各地に配備しています。

また、各地においても災害発生時に迅速に対応できるよう
に、定期的に防災訓練を実施する等、平時より災害に備えてい
ます。

災害対策機器の配備
NTT東日本グループでは、衛星通信システムに加え、移動

電源車や可搬型非常用ディジタル無線装置を導入しています。

避難所での特設公衆電話の設置 災害後の通信ケーブルの応急復旧作業

中継伝送路の多ルート化

被災

切替

伝送路が切断されても、
すぐに他の伝送路に
切り替えられる

サービスの早期復旧に向けた取り組み図

NTT東日本グループ  CSR報告書 2011　　26

安心・安全なコミュニケーション



主な災害対策機器の一例
・移動電源車

長時間停電が発生し、予備電源
も停止した場合、発電能力を備えた
移動電源車により、交換所等に電力
を供給し、通信電源を確保します。

・ポータブル衛星
機動性・即応性があり、交通遮断

や山中での災害等の臨時回線の開
設、特設公衆電話の設置等に威力
を発揮します。

・超小型衛星
災害等によって通信が途絶し、孤

立する恐れがある市町村等に配備
しておき、緊急通話等を確保するた
めに使用します。

・可搬型ディジタル無線装置
伝送路が故障した場合、応急復

旧するために使用します（50M×3
本、または150M×1本の伝送路を
作成可能）。

災害対策の体制
NTT東日本グループでは、被災時における電気通信サービ

スの早期復旧のために「防災業務計画」を策定しています。
災害の発生が予想される場合、または発生した場合は、状

況・規模に応じて防災体制を直ちにとっていきます。これらの
非常態勢に対応するため、災害対策組織をあらかじめ編成し、
災害規模に応じてそれぞれの非常態勢において運用すること
により、早期復旧に取り組んでいます。

つなぐ 	通信レスキューバイク隊
千葉支店グループでは、1995年の阪神淡路大震災を教訓

に、大規模災害等が発生した際、電気通信設備に関わる被災状
況等の情報収集を行うとともに、社員等の安否確認を行うこと
を目的に、「通信レスキューバイク隊」を1996年に発足し、活
動をしています。

災害現場で確実に任務を遂行するために、災害時を想定し
た現地調査出動訓練や不整地走行訓練、自動車教習所等の舗
装路での技能向上訓練等を毎月実施する他、地域等の防災訓
練に参画する等、災害時に備えた訓練に努めています。

2011年に発生した東日本大震災においては、千葉県内被
災エリアの情報収集活動を実施するとともに、4月上旬から約
1カ月間、宮城支店における特設公衆電話の設置状況確認お
よび避難所のニーズ調査支援を実施しました。

今後も災害時における確実な任務遂行をめざし、日々訓練に
励むとともに、地域社会と連携した活動を展開していきます。

災害対策の体制図

非常態勢

災害の発生が予想される場合

中規模災害が発生した場合
または、東海地震注意情報が

発せられた場合

大規模・激甚災害が発生した場合
または、警戒宣言が発せられた場合

本社

情報連絡室

災害対策本部

情報連絡室

災害対策本部

地震災害警戒本部

情報連絡室

災害対策本部
情報連絡室

情報連絡室
情報連絡室

災害対策本部
支援本部

地震災害警戒本部
情報連絡室

支店等
被災地 非被災地

通信レスキューバイク隊　訓練模様 通信レスキューバイク隊　隊員

■

バイクの特性を活かし、 
あらゆる支援活動をめざす
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通信状況等を勘案し、安否を円滑・確
実に確認する手段として、「災害用伝
言ダイヤル（171）」「災害用ブロード
バンド伝言板（web171）」を提供して
います。

また、いざというときに一人でも
多くの方に、これらのサービスをス
ムーズにご利用いただくためには、
実際にお使いいただくことが有用と
考え、体験利用等を通じたサービス
のPRに取り組んでいます。

たとえば、「毎月1日」「正月三が日」「防災週間（8月30日〜
9月5日）」「防災とボランティア週間（1月15日〜1月21日）」
等に体験利用の機会を提供しています。2010年10月15日
からは、体験利用日を拡大し「毎月15日」も利用可能としまし
た。その他、各種防災フェアやセミナー等でのPR、操作手順を
解説したパンフレット等の配布や「ラジオ災害情報交差点」*を
通じたPR等により、171、web171の認知度向上に努めてい
ます。また、災害発生時には報道機関各社へ171、web171
運用開始の緊急告知放送のお願いを行う等、利用する皆さま
が円滑・確実に利用できるよう取り組んでいます。

用語
解説

ラジオ災害情報交差点：在京のNHK、民間放送のラジオ局合計7社局とNTT東
日本を含む首都圏のライフライン5社で組織するラジオライフラインネットワー
クが共同制作する特別番組。

つなぐ  災害用伝言ダイヤル171の歌
災害発生時に、子どもが一人でも多く

「災害用伝言ダイヤル（171）」が使えるよ
う、歌と踊りで171 の使い方を覚えても
らうためのDVD（小学校低学年向け）を
作成・配布しています。

つなぐ  備蓄保存食のパッケージに「災害用伝言ダイヤル
（171）」利用方法を掲載

災害時における安否確認の行動等を啓発する一助として、
「災害用伝言ダイヤル（171）」の利用方法が掲載された備蓄保

存食が、ロッテ商事株式会社より発売されました。また、榮太
樓総本舗より販売された備蓄保存食にも「災害用伝言ダイヤル

（171）」の利用方法が掲載されました。今後もさまざまなス
テークホルダー の皆さまと
協 力し、171、web171の
認知向上に向けた取り組み
に努めてまいります。

つなぐ  災害対策連絡員
青森支店グループでは、災害対策の取り組み強化と防災に関

する地域住民からの「安心・安全・信頼」の確保を目的に、2005
年7月から、地域事情に詳しい社員を「災害対策連絡員」として
県内全市町村（40市町村）に配置しています。

平時には、各自治体の防災担当者を訪ね、防災計画・国民保
護計画の策定支援や情報交換を行い、防災会議・防災訓練があ
る場合はこれらにも参加しています。防災会議・防災訓練では、

「災害用伝言ダイヤル（171）」、ICT技術を駆使した防災システ
ム等を紹介するとともに、NTTグループが有事の際、いかに機
動的に行動するかについてもPRし、自治体との信頼関係構築
に尽力しています。

一方、災害時には、通信設備の被災状況や復旧見込み、特設
公衆電話の設置場所等を地域住民に直接説明することとしてい
ます。また、これらの他、自治体の要請に応じ、避難誘導や救
助、避難所でのお手伝い等も行い、地域社会に貢献しています。
このような防災活動に関する意識・知識・技能を習得するため、

「防災士」資格の取得に努めており、69人（2011年3月現在）が
取得しています。

また、2011年4月からは災害発生時における地域の情報収
集をもとに、災害復旧の迅速、的確な対応を行っていくことを
目的に、各地域に在住の退職者（電友会および退職者の会の皆
さま）のご協力により「NTT-OB災害対策連絡員」として委嘱状
を交付し、NTTと各地域のOBの皆さまとの窓口の役割を担っ
ていただくこととなりました。NTT社員とNTT-OBの災害対
策連絡員の連携により、よりきめ細やかな地域情報の収集が可
能となり、今後の災害対策に貢献していただけるものと期待し
ています。

今後もこれらの活動を継
続し、防災面における自治体
との関係をさらに緊密なもの
としていくとともに、防災士
の資格取得者を増やす等に
より、防災に関する取り組み
のすそ野を広げていきます。

171、web171の認知度向上に向けた 
取り組みの実施

地震や台風等の大規模な災害時に、被災地周辺への安否を気
遣う通話等が増加して、電話がつながりにくくなる「ふくそう」が
発生する場合があります。このような状況が生じた際に電話の

「災害用伝言ダイヤル（171）」
のパンフレット

「災害用伝言ダイヤル
（171）」紹介用DVD

■

「安心」「安全」「信頼」を提供します。

災害対策連絡員委嘱状交付式

非常缶「榮太樓の黒みつ飴」
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つなぐ  小学校向け公衆電話教室の開催 
公衆電話の使用方法、災害用伝言ダイヤル171の
認知度向上

東京支店グループをはじめとしたNTT東日本グループで
は、財団法人日本公衆電話会と協力して、携帯電話の普及等に
よって、公衆電話の使い方を知らない子どもたちが増加して
いる状況や万一の災害時等における対応の必要性から、2008
年度より、小学生向けに公衆電話教室を開催し、実際に公衆電
話を設置しテレホンカードを使い、公衆電話での自宅への通話
体験や「災害用伝言ダイヤル（171）」の「録音・再生」の体験を

行い、周知促進に取り組んでいます。
2010年度においては、引き続き各地で公衆電話教室を開

催した他、文部科学省や全国の教育機関が後援し開催されて
いる「全国学校安全教育研究大会」において、初めて公衆電話
教室を開催し、小学生や全国から集まった学校関係者約400
名の方々から「実のある授業であった」、「これからの災害対策
に役立てる」等の高い評価を得ることができました。

つなぐ  災害予測や災害時対応に役立つデジタル地図・ 
航空写真の提供

NTT空間情報は、デジタル地図・航空写真を中心としたデ
ジタル地図コンテンツ「GEOSPACE（ジオスペース）」を提供
しています。

この「GEOSPACE」は日本全国をカバーする大縮尺で正確な
デジタル地図情報であり、この地図上に各種危機管理情報を重
ね合わせて表示することによって、災害予測や災害時の迅速な
対応、早急な被害からの
復旧に有効に利用するこ
とも可能です。今後も、減
災の視点から防災や災害
対策活動をサポートする
SaaS*型 ソリュ ーション
の実現に取り組んでいき
ます。

用語
解説

SaaS：Software as a Serviceの略で、必要なソフトウェアの機能をインター
ネット経由でサービスとして提供する形態

迅速な情報開示の徹底
NTT東日本グループは、安心、安全、信頼の確保に向けて

迅速な情報開示の徹底に取り組んでいます。
東日本大震災においては、地震発生後、速やかに通信サー

ビス等への影響および171等の運用開始について報道発表等
を行い、その後も、最新の情報を公表し、その回数は震災後2
カ月半の5月末までで100回を超える情報発信を行いました。

災害用伝言ダイヤル（171）体験模様
（世田谷区民まつり）

全国学校安全教育研究大会
災害用伝言ダイヤル（171）体験模様

（八王子市第一小学校）

災害用伝言ダイヤル（171）クイックマ
ニュアルの配布（JR新橋駅周辺）

災害用伝言ダイヤル（171）体験模様
（板橋区立蓮根小学校）

■

のどと心を潤す榮太樓の黒みつ飴

■

地域に根ざした公益事業を展開しています

「津波による電柱被災シミュレーション」
※ 電柱設備は実際のデータとは異なります。
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NTT東日本グループ横断的
かつ統一的な取り組みの推進

（情報セキュリティマネジメントサイクルの確立・実践）

パフォーマンス・ハイライト

情報セキュリティの確保

社長直轄組織として本社に「情報セキュリティ推進部」、
県域総合会社等のグループ会社においても「情報セ
キュリティ担当」を設置する等体制を強化し、グループ
横断的かつ統一的に情報セキュリティ施策を推進

生体認証装置やカメラ等を活用したセキュリティゾー
ンの構築をはじめとして、お客さま・他事業者情報に
係る多様なセキュリティ向上施策を実行

基本姿勢 基本姿勢

　常に安心・安全なサービスを提供して、ステークホルダーの皆さまから信頼される企業であり続けるために、個人
情報の保護を推進するルール整備と継続的な改善、社員への啓発活動およびセキュリティ対策等の充実に努め、あら
ゆる側面から機密保持の徹底を図っています。

CSR目標  
•  NTT東日本グループ横断的かつ統一的な取り組みの推進（情報セキュリティマネジメントサイクルの確立・実践）
•  セキュリティ対策の浸透と社員の意識啓発の実施
•  システム等によるセキュリティ対策の実施

今期の成果と来期に向けた取り組み
NTT東日本グループでは、お客さま情報・他事業者情報等のセキュリティの徹底・強化を図るため、2010年4月に

本社に「情報セキュリティ推進部」を設置したことをはじめ、主要子会社を含めてグループ横断的・統一的な情報セキュ
リティの推進体制を構築いたしました。この体制の下、各種研修や点検活動の充実による社員の知識向上・意識醸成、
セキュリティーゾーンの構築等物理的対策の強化等により、セキュリティの確保に努めてまいりました。
情報セキュリティに関する社会的な要請は今後も強まると考えており、安心・安全なサービス提供を支えるため、

高いレベルでのセキュリティ維持に向けたハード・ソフト両面の取り組みを継続強化してまいります。

情報セキュリティ推進部 ガバナンス部門長
緒方 暁

NTT東日本グループ横断的な統一ルールの整備・
再構築と推進施策の決定

施策・ルールの実施とプロセス調整
施策・ルール遵守状況確認（監査の強化）
施策・ルールの最適化

NTT東日本グループでは、情報セキュリティに対する社会的
要請を十分に認識し、お客さま情報を含めた各種情報について

厳格かつ適正に取り扱うことが、電気通信事業者としての重大
な責務であるとの認識の下、NTTグループ「情報セキュリティ
ポリシー」に基づき、情報セキュリティの強化に努めています。

2010年4月には、お客さま情報・他事業者情報をはじめと
した各種情報の保護・管理、適正利用等のさらなる徹底・強化
を図り、グループ横断的かつ統一的に情報セキュリティ施策を
推進するため、社長直轄組織として「情報セキュリティ推進部」
を設置しました。あわせて、情報セキュリティに関する基本方
針、各種施策の審議を実施する「情報セキュリティ推進委員会」
を設置するとともに、県域総合会社等のグループ会社におい
ても「情報セキュリティ担当」を設置する等グループ全体で情
報セキュリティ推進体制を強化しました。
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システム等による
セキュリティ対策の実施

このような体制の下、情報セキュリティ推進委員会にて策定
した方針に基づき、県域総合会社等のグループ会社全従業員を
対象とした研修等による社員教育の強化、新たに整備したマニュ
アルに基づく業務委託先を含めた情報の取り扱いの徹底やシス
テムへのアクセス権限付与の厳格化、セキュリティゾーンの構
築による設備部門への他組織社員の入室規制等、情報セキュリ
ティの確保に向けた施策をグループ全体で展開しました。

また、本社による支店・グループ会社に対する監査の強化に
加え、お客さま情報・他事業者情報を取り扱う組織自らが当該
情報を適正に管理しているかを毎日点検する等、各施策が有効
に機能し、またルールが遵守されているかを確認しています。

さらに、施策の推進や監査の過程で発見された問題点等に
ついては、改善策の実施や必要に応じてルールを再整備する
等、マネジメントサイクルの充実強化に努めています。

セキュリティ対策の浸透と
社員の意識啓発の実施

eラーニング・集合研修の実施
情報セキュリティを確保するには、導入・推進した施策を一

過性の取り組みで終わらせることなく、改善を繰り返しながら
継続的に実践していくことが重要であり、すべての社員等が
情報セキュリティの重要性を十分に認識・理解し、かつ能動的
に取り組む企業風土を維持向上させる必要があります。

そのため、2010年度は本社および県域総合会社等のグ
ループ会社全従業員（約68,000人）対象に、お客さま情報や
他事業者情報等の取り扱いに関する
各種研修を実施するとともに、情報
セキュリティ推進の基本知識やルー
ルをケーススタディでわかりやすく
解説したハンドブック「情報セキュリ
ティの基本ルール」を全従業員に配
布し、情報セキュリティに関する意
識の向上およびルールの徹底を図り
ました。

つなぐ  情報セキュリティ推進キャンペーン
2010年度は、12月から2月まで情報セキュリティ推進キャ

ンペーンを実施し、本社キャラバンによる研修、ポスター等の
各種啓発ツールの展開、社員によるセキュリティに向けた宣
言・標語の募集、日常の行動のセルフチェック等の施策を集中
的に展開しました。

セキュリティ対策状況の定期点検の実施
本社による、情報の取り扱いに関するルールの遵守状況や

業務委託先における情報の適切な管理状況等を確認する監査
に加え、お客さま情報・他事業者情報を取り扱う組織自らが当
該情報に関する管理簿等への記入状況や社内システム端末の
日々の取り扱い状況について適切に運用されているかを毎日
点検するとともに、お客さま情報・他事業者情報を保有する重
要なシステムへのアクセス権限点検は半期ごとから四半期ご
とへ、アクセスログ点検は四半期ごとから月ごとへ、従来より
も周期を短縮して厳格に実施しています。

これらの施策を推進することで、点検による適正性の確保
はもとより、一人ひとりの従業員が、厳正な情報管理を業務上
の行動規範として認識するよう促し、さらなる情報セキュリティ
の向上をめざしていきます。

グループ各社を含めたセキュリティ対策の推進、
対策状況の定期点検の実施

2010年度は、他事業者等に関する情報を取り扱うシステム
について、営業部門からの閲覧を遮断する等の処置を実施す
るとともに、当該システムへのアクセスログ監査や点検の強化
等を実施しました。

加えて、設備関連部門のすべての拠点において、カメラの
設置や生体認証装置による入室規制をはじめとしたセキュリ
ティゾーンを構築し、他事業者情報の取り扱いを一層厳格なも
のとしました。

また、お客さま情報等の社外への流出・漏洩を防止するた
め、すべてのFAXに誤送信を防止する機能を付加、社外宛メー
ル送信時の添付ファイル自動暗号化処理、社内OA端末上に
ある情報の外部記録媒体書き出しへのシステム的な制御、
USBメモリを指紋認証機能付きのものへの統一等の施策を継
続運用し、その管理・運用状況についても定期的に点検を実
施しています。

指紋認証による入室規制

情報セキュリティハンドブック
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NTT東日本では、「広告表示審査室」にて審査基準等のルー
ルを策定し、その定着化を図るとともに、「広告表示適正化管
理委員会」を定期的に開催し、グループにおける広告表示に関
する方針検討や、広告表示の運用状況を確認しています。ま
た、2008年6月から、NTT東日本において作成されるすべて
の広告物について、広告物作成組織における自主審査に加え
て、広告物使用前に、広告表示審査室による審査を実施してい
ます。

広告表示の適正化に向けた取り組み
2010年度は、社員に対する教育・啓発活動の一環として、

広告作成組織の審査実施責任者に対するe-ラーニングを実施
するとともに、広告表示作成・審査業務に携わる社員を対象と
したより詳細な「審査業務体験演習」を新たに実施しました。ま
た景品表示法の概要や、わかりやすい広告表示のポイントを
解説する広告表示セミナーを開催する等、一層適正な広告表
示に向けた社員の理解促進、意識啓発およびスキル向上に取
り組みました。今後も、社内における広告表示審査の定着や広
告表示の質的向上をさらに推し進め、関係法令の遵守はもち
ろん、お客さまに正しい内容をわかりやすくご理解いただくた
めの取り組みを続けていきます。

広告実施までのフロー

②
自
主
審
査
の
実
施

①
広
告
物（
案
）の
作
成

④広告表示審査室による審査の実施

本社：広告表示審査室

広告物作成組織
（本社・各支店）

⑦
広
告
実
施

⑥
広
告
物
作
成

⑤
審
査
結
果
通
知

③
審
査
依
頼
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情報通信サービスの提供を通じて、
社会全体の環境負荷低減に貢献すること

自らの事業活動に伴って消費する資源や
エネルギーの削減に努めること

社員一人ひとりが業務の内外によらず日常生活に伴って
生じる環境負荷の低減に努めること

情報通信の
リーディング

カンパニーとしての
責任

企業市民としての
責任

Green by ICT Green of ICT

地球市民としての
責任

Green with Team NTT

相互作用で活性化

環境マネジメント
NTT 東日本地球環境憲章

　「NTT東日本地球環境憲章」は、NTT東日本グループが一
体となって地球環境保全に取り組むための基本姿勢として制
定したものです。
　2010年度には、基本方針に「生物多様性の保全」を追加し、
生物多様性保全の取り組みを強化しています。

 NTT東日本地球環境憲章の全文：
http://www.ntt-east.co.jp/ecology/charter.html

人類が自然と調和し、未来にわたり持続可能な発
展を実現するため、NTTグループ地球環境憲章
に則り、NTT東日本はグループ会社と一体に
なって、すべての企業活動において地球環境の
保全に向けて最大限の努力を行います。

1. 法規制の遵守と社会的責任の遂行
2. 環境負荷の低減
3. 環境マネジメントシステムの確立と維持
4. 環境技術の開発
5. 社会支援等による貢献
6. 環境情報の公開
7. 社員の教育
8. 生物多様性の保全

基本理念 基本方針

人と地球のコミュニケーション

つなぐ、美しい地球を 
未来のために
わたしたちは、美しい地球を未来につなぐために情報通信サービス
の提供による社会全体の環境負荷の低減、自らの環境負荷の低減、
そして社員一人ひとりが日常生活に伴って生じる環境負荷の低減に
積極的に取り組みます。

Theme  2

環境経営の3 つの柱

　NTT東日本グループは3つの柱を軸に環境経営を推進して
います。1つめの柱は、情報通信サービスの提供を通じて社
会全体の環境負荷低減に貢献すること。2つめの柱は自らの

事業活動に伴って発生する環境負荷の低減に努めること。3つ
めの柱は社員一人ひとりが業務の内外によらず日常生活に伴っ
て生じる環境負荷の低減に努めることです。

環境経営の3つの柱
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ISO14001　環境マネジメントシステム
事務局：ITイノベーション部 グリーン推進室

・目標設定
・施策策定
・進捗管理

環境経営施策
推進ワーキンググループ体制

経営会議

CSR委員会

地球環境保護推進小委員会

代表取締役社長

支店
グループ 本社

NTT 東日本グループ環境経営推進体制

2008年度より、全社的な環境経営施策推進ワーキンググループ体制を構築し、取り組みを強化しています。

環境マネジメントシステム（EMS）の構築と運用
　法規制の遵守や電力使用量削減等の環境負荷低減に向け、
1999年に初めて資材調達センタがISO14001を取得して以
来、本社各組織および全17支店グループにて「2010年度末
ISO14001社 員カバー 率100 %」をめざして拡 大を進め、
2010年度には「100%」を達成することができました。
　運用については全社目標に基づいた共通目標を組織ごとに
設定し、マネジメント水準の向上を図っています。

社員教育の実施
　環境問題に対して社員一人ひとりが自ら考え、行動すること
を目標に全社員を対象とした環境教育を実施しています。
　環境教育にあたっては、①全社員向け研修、②核要員養成に
向けた研修、③経営層向け研修、に階層化して実施しています。
全社員向け研修については、これまで組織ごとに研修やゴミ処
理施設等の見学を行ってきましたが、2008年度からはe ラー
ニングによるNTT東日本グループ全体の環境経営、環境活動
の内容について学習する機会を設けています。また、核要員
養成に向けては財団法人キープ協会の協力を得て自然体験型
研修を実施し、より高い環境意識の醸成を図っています。

グリーンガイドライン
　事業活動を行うために多くの製品や部品を調達しますが、そ
れらを使用したり廃棄したりする際に、環境に負荷をかけるこ
とが考えられます。製品調達、建物設計、研究開発などの事業
活動に伴う環境負荷を低減するために「グリーンガイドライン」
を定めています。
　また、2010年5月より、NTTグループ8社は地球温暖化防
止活動の一環として、NTTグループが使用するルータ・サー
バ等のICT装置の開発・調達にあたっての基本的考え方を定
めた「NTTグループ省エネ性能ガイドライン」を制定し、運用
を開始しました。今後は、NTTグループ内で使用するICT装
置について、機能、性能、コストに加え、省エネルギー性能を
考慮した装置の開発・調達を行っていきます。

 NTT東日本調達活動： http://www.ntt-east.co.jp/purchase/
 NTTグループ省エネ性能ガイドライン：

http://www.ntt.co.jp/kankyo/guideline/

ISO14001社員カバー率100%
（%）

2008200720062005

63
474439

2009 （年度）

89
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100

0

100

2010

NTT東日本グループ環境経営推進体制

■

ISO14001社員カバー率100%達成をして

財団法人キープ協会での自然体験型研修の模様
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情報通信サービスの利用による 
エネルギー削減

　情報通信サービスの普及は、情報通信機器の増加等により
電力消費量の増加をもたらす反面、生産活動等の効率化や人
やモノの移動を減少させるなど、資源・エネルギー利用の効率
化を図ることによって、社会全体のエネルギー使用量を削減
する効果が期待できます。NTT東日本グループにおいても、
さまざまなサービスを提供することで、社会全体のエネルギー
削減に貢献しています。

「フレッツ光」の環境効果
　NTT東日本では、光ブロードバンドサービス「フレッツ光」の
普及拡大に積極的に取り組んでいます。「フレッツ光」により、
便利で快適な通信環境をご提供するとともに、社会全体の環
境負荷の低減にも寄与することができます。
　NTT情報流通基盤総合研究所が、「フレッツ光」を家庭で利
用した場合の環境効果を試算※しました。
　電子メールやメールマガジン、音楽のダウンロード、ネット
バンキング等のサービスについて、「フレッツ光」を利用した場
合と、郵便・新聞等による情報収集、店舗での物品の購入等、
従来の手段を利用した場合のCO2排出量を比較しています。
　フレッツ光（戸建タイプ）を使用した場合、排出されるCO2は
従来手段に比べて約46% 、マンションタイプの場合は約39%
削減されます。

「テレビ会議」の環境効果
　情報通信を活用してテレビ会議を実施することで、経費の削
減を図るとともに、環境負荷の低減にも寄与することができ
ます。たとえば、人の移動に関わるCO2排出量の削減や、会
議資料の電子化による紙資源の利用削減が期待されます。
　NTT情報流通基盤総合研究所が、東京－大阪間でテレビ会
議を活用した場合の環境効果を試算※した例では、年間約48%
のCO2が削減されます。

情報通信のリーディングカンパニーとしての責任
基本姿勢

　情報通信サービス、機器開発・提供を通じて、社会全体の環境負荷の低減に貢献します。

今期の成果と来期に向けた取り組み
　わたしたちが提供している「フレッツ光」を中心としたICTサービスは、社会全体の環境負荷低減に大きな効果が
期待できます。その効果を現実のものとするため、2011年6月に「フレッツ光 ライト」を提供開始し、これまでの光
サービスに敷居の高さを感じていたシニア層やインターネットビギナー の皆さま、およびアナログ電話を中心に利
用していた法人のお客さまにもご好評をいただくなど、光ブロードバンドサービス「フレッツ光」の普及に積極的に取
り組むことにより、2011年9月に900万契約を突破いたしました。
　今後は、上記に加え、「光ポータブル」の機能充実や「フレッツ・スポット」のエリア拡大を軸として固定・無線のシー
ムレス化を推進し、無線サービスを通じて宅内でも宅外でも「フレッツ光」を快適にご利用いただけるよう取り組みを
強化してまいります。これは個人のお客さまがスマートフォンやタブレット型端末等のWi-Fi機能搭載端末をいつで
もどこでも快適にご利用可能な環境を実現するものであり、より多くのお客さまに、より多くのシーンでご利用いた
だきICTサービス利用による環境負荷低減に貢献することをめざしています。

 「フレッツ光 ライト」： http://flets.com/light/
 「フレッツ・スポット」： http://flets.com/spot/
 「光ポータブル」： http://flets.com/hikariportable/ コンシューマ事業推進本部 

営業推進部 アクセスサービス部門長 
小枝 明広

CO2排出量削減効果

フレッツ光
（戸建タイプ）
フレッツ光
（戸建タイプ）

フレッツ光
（マンションタイプ）
フレッツ光
（マンションタイプ）

従来手段従来手段 201201

108108

122122

500 100 150 200

CO2排出量（kg-CO2/年）

46％減
（93kg-CO2/ 年）

39％減
（79kg-CO2/ 年）

※ 試算にあたっては、各家庭における1回線あたりの（1）インターネットの平均利
用時間と（2）各種サービスの利用状況のデータを使用して比較しています。（1）
については総務省の通信利用動向調査および国勢調査に基づくデータを、（2）
についてはインターネット上でのアンケート調査結果を使用しています。
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つなぐ  「ひかり電話」を活用した高画質テレビ会議システム
について

　企業を中心にテレビ電話会議システムへの需要が高まる中、
NTT東日本では高画質（フルハイビジョン）テレビ会議を可能と
する「ひかり電話ナンバーゲート」の提供を2010年6月より開
始しました。本サービスを活用したテレビ会議システムについ
ては、NTT東日本グループにおいても42拠点を接続・運用し、
CO2排出量の削減や紙使用量の削減につなげています。

つなぐ  「自動検針・集中監視システム」による温室効果 
ガス排出量削減に向けた取り組み

　NTTテレコンは、通信回線を利用して、ガス・水道・電気の
使用状況を自動検針するとともにメーター等の機器を監視・
制御する“自動検針・集中監視システム”を提供しています。ガ
ス・水道・電力事業者はこのシステムを活用することで、既存
の検針業務を自動化、ボンベの配送業務を効率化することが
可能になり、これまで使用していた検針車両や配送車両の移
動を大幅に削減し、ガソリン等の化石燃料の使用量を削減する
ことができます。同社はシステムを普及させることで化石燃
料由来の温室効果ガス（主に二酸化炭素等）の排出量を削減し、
環境負荷の低減に貢献しています。
　さらに、同社では環境省「オフセット・クレジット（J-VER）制
度」を活用し、システムの導入による温室効果ガスの削減量を、
金銭価値を持つクレジットに交換することで、お客さまに成果
を還元できるしくみを実現しました。現在、同社は全国のLPガ
ス事業者とともに情報通信技術（ICT）を活用した国内初の

J-VERプロジェクトを行っており、2011年度中のクレジットの
発行をめざしています。
　今後、これらの技術を応用し、家庭やオフィス等のガス・水
道・電気の使用量やそれらの使用に伴う温室効果ガスの排出
量を「見える化」するサービス等を提供することで、さらなる
低炭素社会の実現に貢献していきます。

用語
解説

オフセット・クレジット（J-VER）制度：国内のプロジェクトにより実現された温室
効果ガス排出削減・吸収量をオフセット・クレジット（J-VER）として認証する制度。

つなぐ  「びっくり!エコ100 選」に協賛
　NTT東日本グループでは、2008年より「びっくり!エコ100
選」に協賛し、出展しています。協賛・出展をスタートしてから
4年目を迎えた2011年は、
小 学 生を対 象に、「聞 いて
びっくり!『通信技術』『エコ』
とのつながりって?」をテー
マとし、電話やインターネッ
トの通信技術とエコとの関係
についてのワークショップを
実施しました。

 「びっくり!エコ100選」：
http://www.eco100.jp/index.html

※ 試算にあたっては、参加者（出張者）2人が、2時間の会議を月2回（年24回）実
施したケースで比較しています。

CO2排出量（kg-CO2/年）

0 500 1,000 1,500 2,000

出張会議

テレビ会議 1,043

1,998出張会議

テレビ会議 1,043

1,998

48％減
（955kg-CO2/ 年）

CO2排出量削減効果

ICTを活用した温室効果ガス削減のイメージ図

警報

【自動検針・集中監視システム導入前】

CO2

CO2

【自動検針・集中監視システム導入後】

検針 配送 保守
検針・配送の
CO2 削減量を
クレジット化

NTT東日本グループ内に新たに設置したテレビ会議システム特徴
●  「ひかり電話ナンバーゲート」を利用したフルハイビジョン映像で会議出席

者の表情まで共有
●  資料共有システムにより完全ペーパレス会議を実現
 ・資料は、説明者側とページ連動を実施
 ・直感的なパソコン操作で資料の先読み、メモ等を実現

 「ひかり電話ナンバーゲート」：
http://flets.com/hikaridenwa/numbergate/index.html

「びっくり!エコ100選」の様子

■

低炭素社会の実現に貢献していきます
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温暖化対策 — 省エネ化に向けた
取り組み

通信設備における取り組み
　NTT東日本グループにおける電力購入量は、通信設備による
ものがその大部分を占めています。電力削減のため、ネットワー
ク設備の更改・統廃合や、空調設備の更改および運転台数適正
化等のトータルパワー改革（TPR）運動*施策に加えて、通信機械
室内の運用改善についても順次展開しています。2010年度の
電力購入量は、2009年度より0.3億kWh増の21.7億kWhとな
りました。

用語
解説

 トータルパワー改革（TPR  ：   Total Power Revolution）運動：NTTグループ独
自の電力エネルギー削減に向けた活動。

NTT東日本グループにおける電力購入量の推移
（億kWh）
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つなぐ  データセンター の省エネ化への取り組み
　近年のIT装置の高密度化および高発熱化に伴い、データセ
ンターの消費電力量は今後ますます増加することが予想され
ます。そのため、これらの消費電力の半分程度を占める空調シ
ステムの省エネルギー化は極めて重要な課題と言えます。こう
した中、NTT東日本では、アイルキャッピング※の導入を進めて
います。アイルキャッピングとは、ラック列間の通路を壁や屋
根で区画し、IT装置への給気（低温）とIT装置からの排気（高温）
を物理的に分離して効率的な空調環境を実現する気流制御技
術であり、データセンターにおける省エネルギーと高信頼を両
立することが可能な最先端の空調ソリューションです。
　また、NTT東日本データセンターでは、LED照明の導入に
より、建物全体の消費電力の削減を進めています。さらに、北
海道データセンターでは、北海道の冷涼な外気を活用して消
費電力を抑える新型の空調設備を導入しています。
　今後も、こうした取り組みにより、データセンターの消費電
力を抑える取り組みを実施し、環境負荷低減に取り組んでいき
ます。

※ アイルキャッピングはNTTファシリティーズの登録商標です。

企業市民としての責任
基本姿勢

　事業活動を通じて消費する資源やエネルギーの削減に努めます。

今期の成果と来期に向けた取り組み
　ICTサービスの提供に必要となる通信設備に係る電力使用量を削減することは、コスト削減としてだけではなく、
環境負荷低減への寄与という社会的使命を果たす面からも非常に重要な課題ととらえています。
　NTT東日本グループでは、これまでも省電力型通信設備、高効率空調設備への更改を行ってきました。今後も省
エネルギー化推進に向け、設備更改を進めるとともに、通信機械室の温度設定管理や空調設備の清掃等の運用面の
効率化を強化することで、エネルギー削減施策を積極的に進めていきます。
　また、安心・安全にご使用いただけるネットワークサービスを図り、さまざまなシーンにおいて物や人の移動を不
要とするICTサービスの利用を促進させ、社会全体の環境負荷低減に貢献していくことをめざします。

ネットワーク事業推進本部  
設備部 設備計画部門長 

星野 理彰

アイルキャッピング

IT装置収容ラック

二重床パネル空調機

アイルキャッピング 

（NTT東日本データセンター）
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オフィスビルにおける取り組み
　オフィス電力の削減を目的として、昼休み時の消灯等、節電施
策を実施するとともに老朽照明の更改や長寿命かつ消費電力の
低いLED照明の導入を行っています。また、屋上緑化や太陽光発
電の導入（グリーンNTT）を進める等、エネルギーの削減に取り組
んでいます。

つなぐ  環境に配慮した「 NTT 東日本研修センタ5 号館」
　NTT東日本グループでは、

「NTT東日本研修センタリ
ニューアル計画」の一環とし
て、環境に配慮した「NTT東
日本研修センタ5号館」を新
築しました。
　 採 光と発 電 を 両 立 する
シースルー太陽光発電、吹
き抜け階段を利用し暖かい空気を上部へ逃がすエコダクト、太
陽光を反射させることで外光を室内に取り込み明るさを確保す
るライトシェルフ、年間を通じて気温が一定である地下の既存
共同溝を利用し空調効率を上げるクール・ヒートピットや引き
違い窓により新鮮な空気を導入できる自然換気等、自然エネル
ギーを利用した設備を導入しています。その他、屋上緑化や
LED照明、壁面緑化等、省エネ技術を用いた、環境と共生する
建築物としました。今後もこれらの省エネルギー設備の導入を
進めていきます。

再生可能エネルギー への取り組み
　NTTグループでは、「つなぐ。それは、ECO」を合言葉として、
グループ一体となった環境貢献活動に取り組んでいます。その
一環として、環境にやさしい自然エネルギーの普及促進のため
の施策「グリーンNTT」を推進し、ソーラーシステム（太陽光発
電）を中心とした自然エネルギーの発電・利用に努めています。
　今後も低炭素社会の実現に向け、自然エネルギーの国内普
及・拡大に貢献するため、NTT東日本においても率先して取
り組んでいきます。

つなぐ  自然エネルギー の利用を促進する 
「グリーンNTT」の取り組み

　太陽光発電システムを中心とした自然エネルギーの発電・利
用を促進する施策「グリーンNTT」を推進する組織として、

「NTT-グリーンLLP（有限責任事業組合）」を組織し、太陽光発
電施設の運用を開始しています。企業グループのLLPによる
太 陽 光 発 電 の 導 入と、グ
リーン電力証書を融合した
環境事業は、日本初の取り
組みとなります。2010年度
は 全 国 約160カ 所 で
3.8MWの太陽光発電施設
を運用し、2012年までにグ
ループ全体で5MW規模の
保有をめざしています。

　「グリーンNTT」の情報は下記URLから詳しくご覧いただけ
ます。

 「グリーンNTT」：
http://www.ntt.co.jp/kankyo/greenntt/index.html

業務用車両における取り組み
　車両保有台数の見直しを図るとともに、ハイブリッド車等の
低公害車100%化（工事用特殊車両を除く）を進めています。
　また、講習会を随時行う等、全社的にもエコドライブの取り
組みを進めています。

つなぐ  北海道支店、岩手支店におけるエコドライブの 
取り組み

　北海道支店グループでは、ISO14001と連動させた取り組
みとしてさらなる環境意識の向上を図ることを目的に環境省
主催の「エコドライブコンテスト」*にエントリーし、全社員が一
丸となって取り組んだ結果、入賞を果たすことができました。
　また、岩手支店グループでは、2009年度の特別優良活動賞
に続き、2010年度は「特別エコドライブ活動賞」受賞しました。
業務で社用車を用いない社員にもエコドライブ研修を実施し、
社員の各家庭においてもエコドライブを推進しています。

用語
解説

エコドライブコンテスト：エコドライブ活動が全国に普及することを目的としたコ
ンテスト。環境省、独立行政法人環境再生保全機構が主催。

太陽光発電設備を導入した東日本ロジス
ティックセンタ

「NTT東日本研修センタ5号館」

■

よりよい環境のためのエコドライブ
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紙資源対策 — 省資源化の取り組み

事務用紙使用量削減に向けた取り組み
　事務用紙については国の定めるグリーン購入法の適合製品
の採用を積極的に進めるとともに、「2013年度末までに一人
あたりの使用枚数を2008年度から半減する」を目標として設
定し、取り組みを強化しています。

請求書の紙使用量削減に向けた取り組み
　個人のお客さまが料金請求情報等をインターネットで確認
できる「@ビリング」の提供により請求書発行に伴う紙使用量を
削減しています。

環境に配慮した紙材料使用の取り組み
　環境に配慮した紙材料としては、古紙・認証林パルプ・再利
用材・未利用材の使用を方針化しています。たとえば古い電
話帳を回収して製紙メーカーで再生処理し、新しい電話帳をお
届けする「電話帳クローズドループリサイクル」の取り組みを
実施しています。

つなぐ  山形支店における廃食用油活用の取り組み
　山形支店グループでは「持続可能な循環型社会」をめざした
取り組みとして2008年より廃食用油を収集し、地域のBDF*
プラントへ提供しています。開始当初は社員食堂だけを対象
としていましたが、2009年度からは範囲を広げ社員やOB、
社員寮等からも積極的に収集しています。2010年度の収集
実績は761ℓとなり、2009年度収集実績の578ℓを上回るこ
とができました。これは、BDF*として業務用車両へ使用した
場合、年間走行距離である約8,000kmに値する収集量であ
り、エネルギーの消費削減にもつながっています。
　こうした廃食用油の収集活動は、社員参加の施策として浸
透・定着してきています。今後もさらに収集量の拡大を図るこ
とで、地域に根ざした循環型社会の実現に貢献していきたい
と考えています。

用語
解説

BDF：Bio Diesel Fuel。使用済み植物性食用油を再生した軽油の代替燃料の
こと。

■

自然環境を守るため何かできないか、 
常々考えていました 。

再　生

排出される食用油

BDF

山形支店グループ

NTT業務用車両

市長車 ごみ収集車

燃料精製装置

副産物を
堆肥化

収　集

ＢＤＦプラントによる精製

皆さんからの
廃食用油

ＢＤＦの使用

使用済み食用油による循環イメージ
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廃棄物対策 — 資源有効利用の取り組み

　通信設備撤去、土木工事に伴う廃棄物についてはゼロエ
ミッション*を達成しており、それぞれ2005年度、2007年
度より継続しています。建築工事廃棄物についても、ゼロエ
ミッションを達成できるよう、リサイクル率向上に取り組んで
います。
　オフィス内廃棄物については、IP系通信機器のリユースや
紙資源の再資源化などにより、リサイクル率の向上に努めてい
ます。

用語
解説

ゼロエミッション：国連大学が提唱した構想。産業から排出される廃棄物や副産
物が、他の産業の資源として活用され、全体で廃棄物を出さない生産をめざすも
の。NTT東日本グループでは、最終処分率1%以下をゼロエミッションと定義。

つなぐ  トイレットペー パー へのリサイクルを実施
　NTT東日本では、環境経営を推進しており、2011年はビジ
ネス＆オフィス事業推進部／NTT東日本ソリューションズの移
転に伴い、書庫等の省スペース化、ペーパレス促進のため不
要な書類等の廃棄を実施しました。その結果、排出した書類等
の排出量は69,880kgとなりました。これは、段ボール3,494
箱に相当します。
　排出した書類等は、情報漏えい防止の観点から溶解処理を
行うとともに、環境に配慮し100%再生紙によるトイレットペー
パーへリサイクルされています。さらに、不要な書類による再
生紙トイレットペーパーを社員が実際に使用できるよう、各フ
ロアのアメニティスペースへ配備する等、環境に対する社員へ
の意識づけを行いました。

つなぐ  利用済み通信機器を回収してリユース&リサイクル
　NTT東日本はNTTロジスコと連携し、資源の有効活用に向
けて、2004年2月から、お客さまにレンタルにてご利用いた
だいているIP系通信機器（光回線終端装置、ADSLモデム、
ルータ等）のリユースを推進しています。
　2009年度には、回収機器のクリーニング等の見直しによ
り、従来は外観不良でリユースできないものでもリユースで
きるようにした他、お客さまの利便性向上のため、回収受取可
能なコンビニエンスストアを1社から6社に拡大しました。
　2010年度のリユース数は前年度の113万台から120万台
になりました。

つなぐ  パソコン等のIT 機器もデータを消去したうえで 
再商品化

　NTT-MEでは、企業において不要となったパソコンを回収・
リユースする「IT機器回収サービス」を2005年12月から提供
しています。
　このサービスは、パソコンのハードディスク内に格納された
データを完全消去したうえで、中古品として買い取り、商品と
してリユースするというもので、情報漏えい防止と廃棄物の
削減、処分コストの削減に貢献しています。

　なお、データ消去にあたっては、ICカードによる入退室管理
等のセキュリティ対策を徹底し、データ消去センタ内に設置さ
れたウエブカメラを介して、お客さまに消去作業の模様をリア
ルタイムでご確認いただいています。

つなぐ  北海道と「不法投棄等の撲滅に関する協定」を締結
　NTT北海道支店グループでは、不法投棄等の早期発見・早
期対応による道民の生活環境の保全を図ることを目的に、北
海道と「不法投棄等の撲滅に関する協定」を締結しました。今
回の協定締結にはNTTドコモやNTTデータ等のグループ会
社の他、協力会社も参加しており、NTT北海道グループとし
て統一的な活動をするにあたり、活動の呼称として「北の自然
守り隊」というわかりやすいネーミングを採用しました。「北の
自然守り隊」として、事業活動中に不法投棄等の不適正処理を
発見した場合、その内容を北海道に通報するとともに、ポス
ターおよびステッカー
の貼付等により社内外
への周知徹底を図るこ
とで、不法投棄のない
社会づくりに協力して
いきます。

■

北海道の自然を後世に引き継ぐために 
取り組んでいます

■

「地球温暖化防止と循環型社会への貢献に 
取り組んでいます」

「北の自然守り隊」ステッカー
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新しい主要行動計画目標

　NTTグループは、2010年度、「NTTグループ地球環境憲
章」の基本方針に「生物多様性の保全」を追加し、2020年度に
向 けた 新 たなNTTグ ループ 環 境 ビ ジョン「THE GREEN 
VISION 2020」を発表しました。これに伴い、NTT東日本グ

ループにおいても新たな主要行動目標を作成しました。
　今後は、毎年目標に対する達成度を確認し、各種取り組み
の成果を把握することで、改善のための施策に活かしていき
ます。

※ 上記の目標は、東日本大震災による各種影響を考慮していない目標数値となっています。
*1 電力購入量からCO2への換算係数は電気事業連合会が公表している「2008〜2012年度平均0.34kg/kWh」を使用しています。
*2 国連大学が提唱した構想。産業から排出される廃棄物や副産物が、他の産業の資源として活用され、全体で廃棄物を出さない生産をめざすもの。NTT東日本グループ

では、最終処分率1%以下をゼロエミッションと定義。

主要行動計画目標（基本プログラム）の現在の状況

　「温暖化対策」「紙資源対策」「廃棄物対策」については、地球
環境に与える影響が特に大きい要素としてとらえ、それらに対
し主要行動計画目標を設定しています。

　2010年度は1999年度に策定された主要行動計画目標の
最終年度にあたり、「温暖化対策」「紙資源対策」「廃棄物対策」
のすべての項目で達成することができました。

　CO2排出原単位の2010年度実績は、2000
年度比0.75となり、目標を達成することができ
ました。

　紙使用量の2010年度実績は、4.5千tとなり、
目標を達成することができました。

　廃棄物最終処分量の2010年度実績は0.3万 t
となり、目標を達成することができました。

2008〜2012年度平均で、契約者
あたりのCO2排出原単位を2000年
度比15%以上削減する。※

2010年度までに紙使用量を2006年
度比10%削減する。

2010年度までに廃棄物最終処分量
を1998年度比50%削減する。

温暖化対策 紙資源対策 廃棄物対策

※ CO2排出量（電気使用量から換算）については2008〜2012年度平均の数値のため、2012年度まで継続して監視を行う。

　2011年度におけるCO2排出量を2008年
度比17%以上の削減にあたる83.5万t-CO2

以下*1に削減する。

　2011年度における事務用紙の一人あたり
使用量を2008年度比で29%削減となる
6,900枚／人とする。

　2011年度における全廃棄物合計の最終
処分率を1.5%以下に低減する。

2020年 度 に お け るCO2排 出 量 を
2008年度比25%以上削減する。

2020年度における紙の総使用量を
2008年度比35%以上削減する。

2020年度における全廃棄物合計の
最終処分率を1.5%以下に低減する。
撤去した通信設備廃棄物、土木廃棄物
のゼロエミッション*2を継続する。

温暖化対策 紙資源対策 廃棄物対策
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アクトグリーン21 の取り組み

　社員一人ひとりが日常で生じる環境負荷の低減に努め、「地
球市民としての責任」を果たすために、2009年6月より開始し
た社員参加型環境活動「NTT東日本グループアクトグリーン
21」は、順 調に活 動 の 輪 を 広 げています。「eco検 定」*は
4,000人規模の社員が合格し、環境デーや環境月間等を通じ

た清掃活動には延べ22,000人以上が参加しました。
　特に、2011年度の夏には、社員の家庭において「節電ライ
フコンテスト」*を実施し、家庭においても節電促進に取り組み
ました。
　これからも、社員一人ひとりの取り組みにつながる各種施策
を展開していきます。

用語
解説

eco検定：環境社会検定試験。東京商工会議所が主催する環境問題への取り組
みに関する検定。
節電ライフコンテスト：東日本大震災に伴い、社員の家庭においても可能な限りの
節電に取り組むため、電気使用量の削減率を競う、節電行動推進のための施策。

地球市民としての責任
基本姿勢

　社員一人ひとりが業務の内外によらず日常生活に伴って生じる環境負荷の低減に努めます。

今期の成果と来期に向けた取り組み
　東日本大震災は、従来の環境負荷低減からより広範な意味での自然との融和・協調へと、企業の環境経営の観点に
おいても根本から見直しを迫るものとなっています。しかし、さまざまな環境経営の課題に対してNTT東日本グルー
プの社員一人ひとりが真剣に取り組み、環境意識を高めることが重要であることに変わりありません。
　これまでも、NTT東日本グループでは社員一人ひとりの環境意識を高めるための取り組みを推進してきましたが、
2011年は夏期の電力不足に対応するため企業として節電に取り組むだけではなく、社員の家庭電気使用量の削減率
を競う「節電ライフコンテスト」を開催し家庭における節電行動も推進してきました。
　今後も、“地球市民としての責任”を果たしていけるように、社員一人ひとりの環境意識をより強固に、より高められ
るさまざまな取り組みを積極的に推進していきます。

ITイノベーション部  
グリーン推進室 担当部長

千葉 貢

全
社
員
が
参
加
す
る
施
策

し
く
み

（1） トップによる意識啓発等…環境経営に関するトップメッセージを順次発信
（2） 環境デー（毎月5日）、環境月間（毎年6月）（2009年6月より）

しくみ 考え方 取り組み内容等
環境デー 

（毎月5日） 継続的運用施策の活性化 ◇ 毎月環境デーを中心とした清掃活動の実施
◇ 社内省エネ点検 等

環境月間 
（毎年6月） 環境施策を重点的に実施 ◇ 「アクトグリーン21」諸施策の集中展開

 （2010年度は「eco検定」勧奨、NTT東日本グループ一斉清掃の実施）

（3） 全社員への環境教育による意識向上・知識付与
 CSR研修（推進担当者等）、eラーニング（全社員）、等

職場での取り組み ・ マイバッグ利用
・ ノー割箸化
 （会社食堂）

・ エコドライブ
・ 3アップ4ダウン運動
 （エレベータ利用自粛）

・ 七夕ライトダウンへの参加

会社による支援 家庭(個人)の取り組み 地域社会貢献／協働
● eco検定推奨

2010年度合格者数

約4,000名

●  節電ライフコンテスト
東日本大震災に伴い、社員の家庭におい
ても可能な限りの節電に取り組むため、
電気使用量の削減率を競う、節電行動推
進のための施策

●  社員によるグリーンポテト栽培活動
を実施

  （秋に実施した収穫祭には 
保育園児約30名を招待）

●  環境デー等に地域清掃活動を実施

NTT東日本グループアクトグリーン21
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つなぐ  屋上緑化の取り組み
　NTT東日本グループでは、屋上緑化等のさまざまなグリー
ン化を推進しています。NTT東日本本社ビル低層棟、東京支
店芝ビル、十条ビル、千葉支店NTT祐光ビルおよび山梨支店
朝気ビルにおいては、サツマイモ水気耕栽培「グリーンポテ
ト」※の取り組みを行っています。サツマイモの葉は大きく、幾
重にも重なり合っているため、蒸散作用や遮熱効果が期待で
きヒートアイランド現象の緩和に役立つとされています。栽培
については社員が交替で行うことにより環境への意識向上へ
もつなげています。また、本社ビルにおいては、2010年秋の
収穫時に近隣の児童を招待する等、地域社会との交流にも役
立っています。
※ 「グリーンポテト」はNTTファシリティーズの登録商標

つなぐ  「打ち水」による夏季節電対策の実施
　NTT東日本グループでは、夏季の電力供給不足に配慮し節
電対策の一環として、冷房を控えるために、管内ビルの一部で

「打ち水」を実施しました。
　「打ち水」は、ヒートアイランド現象の原因のひとつであるア
スファルト・コンクリート等の熱を冷やし、温暖化の上昇を防ぐ狙
いがあります。また、再利用
水を使用するため、普段意識
しない水の利用のあり方等を
改めて認識する機会にもなり
ました。

つなぐ  「緑のカーテン」による省エネ対策および節電対策
　東京支店グループ、山梨支店グ
ループおよび群馬支店グループで
は、省エネ対策および夏季の節電対
策として、「緑のカーテン」を設置し
ました。
　東京支店グループでは、19ビル
で実施した他、家庭でも取り組んで
もらおうと、約700名の社員にきゅ
うりとアサガオの苗を配布しました。
　「緑のカーテン」は、壁や窓をつる
性植物で覆うことにより、緑化とい

う景観性を向上させつつ、建物への直射日光を遮りエアコン
の消費を抑えることが可能です。加えて、冷房の使用抑制に
よる省エネルギー効果、建物に熱を蓄積させないことによる
ヒートアイランド緩和の効果が期待できます。

生物多様性保全の取り組み

生物多様性保全の取り組み
　2010年10月、生物多様性条約第10回締約国会議（以下、
COP10）が名古屋で開催されました。このCOP10において
は、「名古屋議定書」が採択されるとともに、生物多様性の損
失を止めるための新目標として「愛知目標（愛知ターゲット）」
が採択されました。2020年までに実効的で緊急の行動を起
こすとするもので、2050年までの中長期目標も含まれてい
ます。こうした背景の下、NTT東日本グループにおいても
美しい地球を未来に「つなぐ」ための取り組みを実施していき
ます。

つなぐ  「アニマルパスウェイ」の取り組み
　山梨支店グループは、2008年より開始した財団法人キー
プ協会での自然体験型環境研修をきっかけとして、「ヤマネ」
をはじめとした樹の枝を道にして暮らす小動物のために、道路
により分断された森をつなぐための橋「アニマルパスウェイ」
の設置に取り組んでいます。

「アニマルパスウェイ」は、電
柱とワイヤーで構成されて
いること、設置後の改良・メ
ンテナンス・調査等において
も、これまで事業活動にお
いて培ってきた技術が活か
されています。

NTT東日本 本社ビル屋上緑化全景 サツマイモ収穫祭の様子

東京支店グループ「打ち水」の様子

緑のカーテン（群馬支店）
道路によって分断された森をつなぐアニ
マルパスウェイ［撮影：（財）キープ協会］

■

自宅でも省エネと節電対策に取り組みました
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　2010年度には、「アニマルパスウェイ研究会」のメンバーと
して2010年10月12日から10月29日にかけて名古屋市で
開催されたCOP10の支援実行委員会が主催する「生物多様
性交流フェア」に参加し、ブースの展示、シンポジウムの開催お
よびエクスカーション（野外体験学習）を実施いたしました。

つなぐ  「銀座ミツバチプロジェクト」への取り組み
　東京支店グループでは、環境の共生をめざす「銀座ミツバチ
プロジェクト」に参画しています。社員ボランティアによって、
NTT東日本ビル屋上に「ビーガーデン」を設置し花を植えてお
り、銀座近隣の緑化に貢献し
ています。また、この活動を
通じて、社員一人ひとりの環
境に対する意識の向上につ
なげています。

 「ビーガーデンNTT京橋ブログ」：
http://blog.goo.ne.jp/netc/

つなぐ  環境学習支援活動の実施
　岩手支店グループでは、環境省が環境学習の一環として行っ
ている水生生物調査の支援を通じて、地域の子どもたちの環
境意識の醸成に取り組んでいます。この調査は河川に生息す
る水生生物を採集しその生息状況を指標として水質を調べる
もので、盛岡市をはじめとした岩手県内の小・中学生にマイク
ロスコープ、パソコン等のICT機器の提供を行うとともに、自
ら調査にも参画しています。
　2010年度は、JAいわて花巻「ちゃぐりんスクール」田んぼ
の生き物調査および花巻市立小山田小学校の水生生物調査の
支援を行い、約170名の小
学生が参加しました。
　今後も水生生物調査の支
援を通じ、子どもたちととも
に生物多様性の保全の大切
さについて考えていきます。

つなぐ  「新宿御苑GTFグリーンチャレンジのつどい
2011」に協賛

　NTT東日本は、新宿御苑で2011年8月20日、21日に開催
された「新宿御苑GTFグリーンチャレンジのつどい2011」に
参加しました。NTT東日本においては、「小笠原諸島体感コー
ナー」として、世界遺産登録された小笠原諸島の映像を、光海
底ケーブルを経由しライブ
中継し、本土より1000km
離れ、訪れる機会の少ない
小笠原を映像で疑似体験す
ることで、自然環境への意
識を高めるブースの出展を
実施しました。

「新宿御苑GTFグリーンチャレンジのつ
どい2011」の様子

水田わきの用水路で水生生物を採取する
子どもたち

菜の花の刈り取り作業をする社員ボラン
ティア
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事業活動と環境との関わり
環境負荷の全体像

　環境への取り組みを効果的、効率的に推進するため、事業活動におけるエネルギー・資源消費量と環境負荷の全体像を把握し
ています。

環境効率性

　環境・経済活動両面における効率性を定量的かつ長期的に
把握するため、環境効率性を評価指標として取り入れていま
す。具体的には、「電力購入量」「紙使用量」「廃棄物最終処分
量」の3つの環境負荷要素について、（売上高／環境負荷発生
量）を指標として評価しました。
　電力購入量の環境効率性は低下傾向が続いていますが、電力削
減の取り組みにより改善をめざします。紙使用量の環境効率性は、
順調に向上しています。

電力購入量の環境効率性
（百万円/千kWh）

2007 20082006

96.3 93.4100.4

2009 （年度）
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紙使用量の環境効率性
（百万円/t）

2007 20082006

54.6 58.4
47.2
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廃棄物最終処分量の環境効率性
（百万円/t）

2007 20082006

333.8
488.2

187.4

2009

964.3
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用語
解説

3R：リデュース（Reduce）・リユース（Reuse）・リサイクル（Recycle）の頭文字をとった、ゴミと資源に関わる環境問題の解決に有効なキー
ワード。リデュースは、無駄なものを買わず、買ったものは長く使い、ゴミそのものを減らす取り組み。リユースは、いらなくなったもので
も捨てずにもう一度使う取り組み。リサイクルは、いらなくなったものを分類して集め燃料や材料として再利用する取り組み。

※ NTT環境エネルギー研究所による試算値

紙資源

古紙 2.3万t
純正パルプ 0.8万t

エネルギー等

通信設備※

廃棄物量

CO2総排出量

0.3万tNTT東日本 31.5万t

お客さま

運用・保守

調達

設置

利用

提供

3R*
リデュース
リユース
リサイクル

電気 21.7億 kWh
ガス 892万 m3

軽油 2,516 kl
重油 3,215 kl
ガソリン 6,851 kl
水 385万 m3

エネルギー資源 6 万t-C
プラスチック原料 4 万t-C
金属 4 万t
建築材料 10 万t

オフィス廃棄物 1.0 万t
撤去通信設備 11.4 万t
建築廃棄物 12.4 万t
土木廃棄物 6.9 万t

電力起因 73.9 万t-CO2

ガス・燃料起因 2.90 万t-CO2

非常用燃料起因 0.20 万t-CO2

社用車起因 2.05 万t-CO2

その他起因※ 0.74 万t-CO2

リサイクル量 最終処分量

※CO2以外の温室効果ガ ス（CH4、N2O等）や
熱の使用に伴うエネルギー等をCO2に換算
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環境会計

　事業活動における環境への取り組みコストとその効果を可
能なかぎり定量化するしくみとして、環境会計を導入してい
ます。

　2010年度の「NTT東日本グループ環境会計」は、環境保
全コストとしての投資額52億円、費用額80億円に対して、経
済的効果は162億円となりました。

（単位：百万円）

環境省ガイドライン分類 おもな取り組み内容 投資額 費用額
経済的効果

おもな内容 金額

（1）事業エリア内コスト — 5,217 6,068 — 14,874

①公害防止コスト
アスベストの撤去と適正処理、 
PCB使用物品の適正保管 
および処分

0 286 — —

② 地球環境保全コスト
通信電力・空調設備の 
省エネルギー化、 
業務用車両の低公害車化

5,130 16 ・  省エネルギーに伴う費用削減額 81

③資源循環コスト
通信設備、建築・土木工事、 
オフィス廃棄物処理

テレビ会議システムの導入
87 5,766

・  リサイクルにより得られる収入額

・  通信設備等のリユースによる新規購
入費用削減額

14,793

（2）上・下流コスト 電話帳リサイクル、 
@ビリング運用 0 115 ・  電子化に伴う郵送費削減額 

（@ビリング等） 1,355

（3）管理活動コスト ISO14001認証取得、 
環境対策人件費 0 1,876 — —

（4）社会活動コスト 地域清掃活動 0 0 — —

合計 5,217 8,058 — 16,229
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NTT東日本グループでは、環境負荷低減に向けたさまざまな活動に取り組んでいます。
特に環境への影響が大きい「温暖化対策」「紙資源対策」「廃棄物対策」に対する主要行動計画目標（基本プログラム）につい
ては、詳細プログラムとして実行すべき管理項目を細分化して、取り組みを進めています。詳細プログラムの一つひとつ
の確実な取り組みが全体目標の達成に結びつきます。
また、主要行動計画目標（基本プログラム）の他にもさまざまな環境負荷低減プログラムについて同様に取り組んでいます。

環境負荷低減活動のさまざまな取り組み

主要行動計画目標（基本プログラム）と詳細プログラム※1

主要行動計画目標（基本プログラム） 実行管理項目 詳細プログラム 主管組織 管理指標 2010年度目標 2010年度実績 自己評価

温暖化対策
2008〜2012年度平均で、契約者
あたりのCO2排出原単位を2000年
度比15%以上削減する。

電力 TPR 運動の推進 ネットワーク事業推進本部 設備部 CO2排出総量※2 74.8万t-CO2 73.9万t-CO2

ガス・燃料 ガス・燃料の使用量の節減（灯油、A重油、LPG、都市ガス） 財務部 不動産企画室 CO2排出総量 2.60万t-CO2 2.90万t-CO2

業務用車両 自動車からのCO2排出量の削減 総務人事部 CO2排出総量 1.9万t-CO2 2.0万t-CO2

紙資源対策

2010年度までに紙使用量を2006
年度比10%削減する。

※ 電話帳および電報用紙は目標値に含ま
ない。

事務用紙 事務用紙の使用量削減・環境に配慮した紙材料の使用 総務人事部 紙使用量 1,890t 1,859t

請求書用紙
料金請求用明細書用紙の使用量削減・環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 営業推進部 紙使用量 1,559t 1,532t

料金請求用封筒の使用量削減・環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 営業推進部 紙使用量 1,121t 1,081t

電話帳 環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 企画部 環境配慮紙材料の使用率 100% 100%

電報用紙 環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 企画部 環境配慮紙材料の使用率 98% 99%

廃棄物対策

2010年度までに廃棄物最終処分量
を1998年度比50%削減する。

※ 土木工事発生土および建築工事発生土
は目標値に含まない。

土木工事 土木工事関連産業廃棄物の削減と適正処理 ネットワーク事業推進本部 設備部 土木工事廃棄物リサイクル率 99% 99%

建築工事 建築工事関連産業廃棄物の削減と適正処理 財務部 不動産企画室 建築工事廃棄物リサイクル率 96% 98%

撤去通信設備 撤去通信設備の削減と適正処理 資材調達センタ 撤去通信設備リサイクル率 99% 99%

オフィス内 オフィス内廃棄物の削減と適正処理 総務人事部 オフィス内廃棄物最終処分量 258t 124t

その他の環境負荷低減プログラム
項目 環境負荷低減プログラム 主管組織 管理指標 2010年度目標 2010年度実績 自己評価

廃棄物対策

グリーン購入・調達の推進 資材調達センタ 事務用品におけるエコ商品の購入割合 83% 84%

専用橋・橋梁添架管路耐火防護用アスベストの撤去と適正処理 ネットワーク事業推進本部 設備部 アスベスト撤去量

建築用吹きつけアスベストの撤去と適正処理 財務部 不動産企画室 アスベスト撤去量

PCB 使用物品の適正保管および処分 財務部 不動産企画室 —

通信機器等の電池のリサイクル コンシューマ事業推進本部 ブロードバンドサービス部 二次電池*回収率 68% 56%※ —

商品包装の環境負荷低減素材利用促進 資材調達センタ 発泡スチロール使用量 0t 0t

医療廃棄物の削減と適正処理 総務人事部 医療・健康管理センタ 医療廃棄物排出量 694t 569t

オゾン層保護対策
消火設備用特定ハロンの廃止 財務部 不動産企画室 —

空調機用特定フロンの廃止 財務部 不動産企画室 —

環境に配慮した技術開発 環境にやさしい電気通信端末技術の開発・提供 コンシューマ事業推進本部 ブロードバンドサービス部 「ダイナミックエコ」*認定機器の新規商品化 6機種 20機種

環境マネジメントによる活動の継続

ISO14001認証取得の推進 ITイノベーション部 グリーン推進室 ISO14001認証範囲 社員カバー率 100% 100%

環境教育の推進 ITイノベーション部 グリーン推進室 —

社員参加型環境活動「NTT東日本グループアクトグリーン21」の展開 総務人事部 —
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主要行動計画目標（基本プログラム）と詳細プログラム※1

主要行動計画目標（基本プログラム） 実行管理項目 詳細プログラム 主管組織 管理指標 2010年度目標 2010年度実績 自己評価

温暖化対策
2008〜2012年度平均で、契約者
あたりのCO2排出原単位を2000年
度比15%以上削減する。

電力 TPR 運動の推進 ネットワーク事業推進本部 設備部 CO2排出総量※2 74.8万t-CO2 73.9万t-CO2

ガス・燃料 ガス・燃料の使用量の節減（灯油、A重油、LPG、都市ガス） 財務部 不動産企画室 CO2排出総量 2.60万t-CO2 2.90万t-CO2

業務用車両 自動車からのCO2排出量の削減 総務人事部 CO2排出総量 1.9万t-CO2 2.0万t-CO2

紙資源対策

2010年度までに紙使用量を2006
年度比10%削減する。

※ 電話帳および電報用紙は目標値に含ま
ない。

事務用紙 事務用紙の使用量削減・環境に配慮した紙材料の使用 総務人事部 紙使用量 1,890t 1,859t

請求書用紙
料金請求用明細書用紙の使用量削減・環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 営業推進部 紙使用量 1,559t 1,532t

料金請求用封筒の使用量削減・環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 営業推進部 紙使用量 1,121t 1,081t

電話帳 環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 企画部 環境配慮紙材料の使用率 100% 100%

電報用紙 環境に配慮した紙材料の使用 コンシューマ事業推進本部 企画部 環境配慮紙材料の使用率 98% 99%

廃棄物対策

2010年度までに廃棄物最終処分量
を1998年度比50%削減する。

※ 土木工事発生土および建築工事発生土
は目標値に含まない。

土木工事 土木工事関連産業廃棄物の削減と適正処理 ネットワーク事業推進本部 設備部 土木工事廃棄物リサイクル率 99% 99%

建築工事 建築工事関連産業廃棄物の削減と適正処理 財務部 不動産企画室 建築工事廃棄物リサイクル率 96% 98%

撤去通信設備 撤去通信設備の削減と適正処理 資材調達センタ 撤去通信設備リサイクル率 99% 99%

オフィス内 オフィス内廃棄物の削減と適正処理 総務人事部 オフィス内廃棄物最終処分量 258t 124t

その他の環境負荷低減プログラム
項目 環境負荷低減プログラム 主管組織 管理指標 2010年度目標 2010年度実績 自己評価

廃棄物対策

グリーン購入・調達の推進 資材調達センタ 事務用品におけるエコ商品の購入割合 83% 84%

専用橋・橋梁添架管路耐火防護用アスベストの撤去と適正処理 ネットワーク事業推進本部 設備部 アスベスト撤去量

建築用吹きつけアスベストの撤去と適正処理 財務部 不動産企画室 アスベスト撤去量

PCB 使用物品の適正保管および処分 財務部 不動産企画室 —

通信機器等の電池のリサイクル コンシューマ事業推進本部 ブロードバンドサービス部 二次電池*回収率 68% 56%※ —

商品包装の環境負荷低減素材利用促進 資材調達センタ 発泡スチロール使用量 0t 0t

医療廃棄物の削減と適正処理 総務人事部 医療・健康管理センタ 医療廃棄物排出量 694t 569t

オゾン層保護対策
消火設備用特定ハロンの廃止 財務部 不動産企画室 —

空調機用特定フロンの廃止 財務部 不動産企画室 —

環境に配慮した技術開発 環境にやさしい電気通信端末技術の開発・提供 コンシューマ事業推進本部 ブロードバンドサービス部 「ダイナミックエコ」*認定機器の新規商品化 6機種 20機種

環境マネジメントによる活動の継続

ISO14001認証取得の推進 ITイノベーション部 グリーン推進室 ISO14001認証範囲 社員カバー率 100% 100%

環境教育の推進 ITイノベーション部 グリーン推進室 —

社員参加型環境活動「NTT東日本グループアクトグリーン21」の展開 総務人事部 —

※1 「新たな主要行動計画目標」の達成に向けた2011年度目標については、P41に記載しています。
※2 電力購入量からCO2への換算係数は電気事業連合会が公表している目標値である「2008〜2012年度平均0.34kg/kWh」を使用しています。

自己評価の凡例
 目標達成の項目   目標をほぼ達成した項目   未達成の項目

二次電池：通信機器に使用されるニッケルカドミウム電池等の充電式電池。
ダイナミックエコ：NTT東日本およびNTT西日本が提供する通信機器について、環境に配慮していることを表示する環境ラベル。

用語
解説

継続実施

継続実施

継続実施

対策完了

継続実施

対策完了

継続実施

※ 東日本大震災の影響により、被災地域での回収率が把握できないため、当該地域を除いた数値となっています。
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パフォーマンス・ハイライト

ユビキタス社会の実現に向けた取り組みの推進

デジタル・ディバイドの解消に向けた取り組みとし
て、2010年度にIRU方式*により光ブロードバンド
を提供している自治体が96自治体拡大（これまでに
累計で203自治体）

「フレッツ光」について、2010年8月に800万契約、
2011年3月 末 時 点 で851万 契 約。そのうち、「フ
レッツ 光ネクスト」の契約数は、296万契約となり、

「フレッツ光」新規契約の大半を占める状況

基本姿勢

ICTの活用により実現するさまざまなサービスを開発・提供することによって、より豊かで便利な社会の実現をめ
ざします。
ＣＳＲ目標  
• フレッツ光サービスの普及促進に向けた取り組み
• お客さまの多様なニーズに応じたサービスの提供
• 次世代のICT社会を担う人材の育成

今期の成果と来期に向けた取り組み
これまで、わたしたちはユビキタス社会の実現に向けて、ブロードバンドサービスの普及・拡大に取り組んでまい

りました。2010年度は、IRU方式により光ブロードバンドを提供している自治体が96自治体拡大し、これまでに累
計で203自治体に及ぶ等、デジタル・ディバイドの解消に向けた取り組みについても積極的に推進しました。
今後も、自治体等と連携したデジタル・ディバイドの解消に向けた取り組みを推進するとともに、あらゆる機会を

活用してお客さまの声を収集し、お客さまや地域・コミュニティのニーズにあった安心・安全・便利に配慮した信頼
性の高い魅力的なブロードバンドサービスの普及・拡大に努めていきます。

ビジネス&オフィス事業推進本部
企画部 担当部長

道場 正史

人と社会のコミュニケーション

つなぐ、さらに豊かで 
便利な社会へ
わたしたちは、より豊かで便利なコミュニケーション環境を 
実現するとともに、情報通信技術を活用し、 
人口減少・高齢化社会におけるさまざまな課題解決に貢献します。

Theme   3

用語
解説

IRU方式：他者が保有する光ファイバー等についてIRU （Indefeasible Right of 
User：関係当事者の合意がなければ、破棄または終了ができない回線使用権）
の設定を受け、伝送路設備として借りる方式。
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ブロードバンドサービスの普及・拡大
NTT東日本は、「身近な総合ICT企業」として、安定的なユ

ニバーサルサービスの提供・維持に努めるとともに、NGNを
活用した光アクセスサービス「フレッツ 光ネクスト」のサービス
提供地域を拡大する等、お客さまのニーズにあった安心・安
全で信頼性の高い魅力的なブロードバンドサービスの普及・拡
大に積極的に努めています。
「フレッツ光」については、引き続き自治体との連携等によっ
て提供エリアの拡大に努め、また、契約数については、2011
年3月末時点での契約数は851万契約となりました。その
うち、NGNを活用した光アクセスサービス「フレッツ光 ネク
スト」の契約数については296万契約となり、「フレッツ光」
新規開通の大半を占めました。

また、2011年6月より、二段階定額料金の光ブロードバン
ドサービス「フレッツ 光ライト」の提供を開始しました。本サー
ビスは、パソコンでのインターネット利用のほか、お手軽な基
本料金で、地デジ対策としての「フレッツ・テレビ」や、パソコ
ンをお持ちでないお客さまや高齢者の方等にも使いやすい

「光iフレーム」等をご利用いただけるようになります。イン
ターネットをこれから始める方や利用機会の少ないお客さま
にとっても気軽にご利用いただけます。

企業向けネットワークサービスについても「フレッツ・VPN
ワイド」等に24時間一元受け付けやレポート報告機能により、
お客さまの保守・運用を効率的にする「サポートオプション」の
提供や、「フレッツ光ネクスト」で「ひかり電話」をご利用のお客
さまに対し、帯域確保型データ通信サービスを実現する「デー
タコネクト」、「データコネクト」に対応し、高品質の多地点テレ
ビ電話会議等にも利用可能な光IP電話サービス「ひかり電話
ナンバーゲート」の提供を開始しています。

今後も「フレッツ光」等の新サービス拡充やお客さまサービ
スの向上に努め、ブロードバンドサービスの普及・拡大に取り
組んでいきます。

 「フレッツ 光ネクスト」：http://flets.com/next/
 「フレッツ 光ライト」：http://flets.com/light/
 「フレッツ・VPN ワイド」：http://flets.com/vpnwide/
 「データコネクト」：

http://flets.com/hikaridenwa/service/dataconnect.html
 「ひかり電話」：http://flets.com/hikaridenwa/
 「ひかり電話ナンバーゲート」：

http://flets.com/hikaridenwa/numbergate/

つなぐ  「フレッツ光メンバーズクラブ」の提供
NTT東日本では、「フレッツ光」をご利用いただいているお

客さまと充実したコミュニケーションを図るとともに、引き続
きご利用いただくため、2009年12月より会員制プログラム

「フレッツ光メンバーズクラブ」を提供しています。
「フレッツ光メンバーズクラブ」では、ブロードバンドならで
はの良質で魅力的なコンテンツの提供や、インターネットの便
利な使い方をはじめとするITトレンド情報等の提供を行う「会
員限定コンテンツ」、「フレッツ光」をはじめとする各種サービ
スの利用に応じて付与されるポイントを、ギフト券やセレクト
グッズ等と交換可能な「ポイントプログラム」および「フレッツ
光」を活かした各種サービス・商品のモニターを募集し、サー
ビス開発・改善につなげていく「ひかりモニター」等を展開し
ています。ポイントプログラム交換メニューとしては、貯めた
ポイントをNTT東日本サービスの料金支払いにご利用いただ
ける他、音楽ダウンロードや電子書籍等のインターネットサー
ビスをポイントでご利用いただけたり、人気の高いギフト券、
電子マネーや地域の特産品等と交換できる「ご当地セレクトin 
東日本」等のメニューを提供しています。また、東日本大震災
により被災した方々の支援のため、ポイントプログラムを活用
した義援金の受け付けを実施しました。

こうした取り組みを通じ、「フレッツ光メンバーズクラブ」は、
2011年8月には200万会員を突破しました。今後も、「フレッ
ツ光」ご契約者のご意見・ご要望を取り入れながら、ご利用い
ただいているお客さま一人ひとりのご満足に応えられるプロ
グラムになるよう、引き続き内容の充実を図っていきます。
 「フレッツ光メンバーズクラブ」：https://flets-members.jp/

フレッツ光サービスの普及促進に 
向けた取り組み

NGNが実現する豊かなコミュニケーション

■

「フレッツ 光ライト」が新たに提供開始
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用語
解説

QoS：Quality of Serviceの略。ネットワーク通信において、運ばれるデータの
内容に応じて扱いに差をつけることにより、通信の品質を確保するために実装さ
れる技術のひとつ。

つなぐ  「フレッツ・ウイルスクリア」の提供
NTT東日本は、お客さまに安心してご利用いただけるサー

ビスの取り組みとして、コンピューターウイルス感染、フィッシ
ング詐欺、有害サイト等のトラブルを未然に防ぎ、インターネッ
トに不可欠なセキュリティ対策を実現できる「フレッツ・ウイル
スクリア」を提供しています。本サービスの機能の1つである

「有害サイト表示規制」は、有害サイトの情報から子どもを守り、
お子さまがいる家庭でも安心してインターネットをご利用い
ただけるよう努めています。
「フレッツ・ウイルスクリア」はすでに140万契約を突破して
おり、多くの方々にご利用いただいています。今後もさらな
るサービス向上に向けて取り組んでいきます。
 「フレッツ・ウイルスクリア」：http://flets.com/fvc/

つなぐ  「リモートサポートサービス」の提供
「フレッツ光」をご利用のお客さまに対し、NTT東日本が提供
する機器に限らず、他社メーカーが提供する機器やソフトウェ
ア等の設定・使い方等に関するお問い合わせに対応するため、
パソコン、周辺機器およびソフトウェア等の操作をワンストップ
でサポートする「リモートサポートサービス」を2007年10月よ
り提供しています。「リモートサポートサービス」は、専用コール
センタのオペレータが、お問い合わせに電話で対応したり、お
客さまのパソコンを遠隔操作によりサポートするサービスであ
り、パソコン操作に慣れていないお客さまでも安心してお問い
合わせができるようになっています。2010年11月には契約

つなぐ  「光LINK（リンク）」シリーズの提供
NTT東日本は、「フレッツ光」につながるご家庭向けの通信

機器を「光LINK」としてシリーズ化して提供しています。2010
年6月には宅内でも宅外でも無線LAN接続が楽しめる手のひ
らサイズのモバイルWi-Fiルータ「光ポータブル」、2010年7
月には電源コンセントに差し込み、電源を入れるだけで、簡単・
便利に宅内無線LAN環境が構築できるQoS（優先制御）*に対
応した光LINK「ワイヤレスアダプタWA-1100-S」、2010年
9月にはワンプッシュで簡単に無線LAN接続設定やセキュリ
ティ設定が可能な高速ワイヤレスブロードバンドルーター「光
LINKルータW200」の販売を開始しました。また、2010年
10月にはインターネットによる通信機能を備えたクラウド対
応デバイスサーバー「N-TRANSFER」の販売を開始。パソコ
ンを介さずに簡単にクラウドサービスがご利用いただけるよ
うになりました。今 後も「フレッツ光」を
使ってお楽しみいただけるシーンやメリッ
トの拡大に向け、「光LINK」シリーズの商
品ラインアップを充実させるとともに、安
心してご利用いただけるよう努めます。

 「ワイヤレスアダプタWA-1100-S」：
http://web116.jp/shop/netki/wa1100s/wa1100s_00.html

 「光LINKルータW200」：
http://web116.jp/shop/netki/w200/w200_00.html

 「クラウド対応デバイスサーバーN-TRANSFER」：
http://web116.jp/shop/netki/n_transfer/n_transfer_00.html

サービスイメージ

お客さま オペレータ

コールセンタ

■

安心・安全にインター ネットを 
ご利用いただきたい

N-TRANSFER

■

フレッツ光ご利用に満足いただくために

光フォトフレーム 光ポータブル光BOX
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者数が200万契約を突破しました。
また、2011年3月にはお客さまのパソコンのセキュリティ点

検・ハードディスク点検を行う「パソコン点検サポートツール」の
提供を開始しました。

今後も、情報家電分野へのサポート領域の拡大等、さらなる
利便性の向上により、お客さまの安心・安全なICT環境の実現
に取り組んでいきます。
 「リモートサポートサービス」：http://flets.com/osa/remote/s_outline.html

つなぐ  「オフィスまるごとサポート」の提供
「オフィスまるごとサポート」では、ますます高度になり複雑化
するオフィスICT環境において、中堅中小企業のお客さまに最
適なオフィスソリューションを1つの窓口で提供いたします。専
用のサポートセンタが電話やリモートツール*1により、遠隔で当
社ビジネスホンやオフィスICT機器*2の操作やトラブル時のサ
ポートを行います。また、オンサイト*3での対応が必要な場合に
もエンジニアの訪問サポートにより、お客さまがオフィスICT環
境の管理に係わる負担を軽減します。

2010年6月にサービスを開始し、同年10月に「Web セキュリ
ティ診断」をメニューに追加しました。これは、お客さまのホーム
ページにおける改ざんや個人情報漏洩等の事故につながるセキュ
リティ上の弱点の有無を毎月1回遠隔で診断するサービスで、専
門の担当者を配置していない中堅中小企業のお客さまにも有益
なサービスとなっています。

また、2011年6月より期間限定で、節電およびCO2削減をサ
ポートする一環として、パソコンの利用実態を学習し節電設定を
自動で最適化するなど、簡単・手軽にパソコンの消費電力を削
減可能なパソコン節電ツールを無料で提供しています。

今後も、お客さまの安心・安全なICT環境の実現に取り組んで
いきます。
 「オフィスまるごとサポート」：

http://www.ntt-east.co.jp/business/solution/marugoto/

用語
解説

*1 リモートツール：オフィスまるごとサポート受付センタのオペレータが、遠隔
でお客さまのパソコンを操作する際に使用する専用ツール。

*2 オフィスICT機器：パソコン、ルータ、HUB、複合機等。
*3 オンサイト：現地。

つなぐ  ユニバーサルサービスに関する親子見学・説明会
ユニバーサルサービス（加入電話、公衆電話、緊急通報の電

話サービス）を全国どの世帯でも公平で安定的に利用できるよ
う、必要な費用を電話会社各社で応分に出しあう「ユニバーサ
ルサービス基金制度」が、2007年1月よりスタートしました。
2010年8月には、「ユニバーサルサービス基金制度」に関する
支援業務を行う社団法人電気通信事業者協会（NTT東日本グ
ループも所属）と総務省信越総合通信局との共催により、ユニ
バーサルサービスに関する親子見学・説明会が開催されまし
た。当日は夏休み中の20組40名の親子が参加して、NTT東
日本長野支店の地下とう道、緊急衛
星通信システムの体験および災害
対策に関わる展示ブース等の見学
を通じて、ユニバーサルサービス
制度への理解を深めていただきま
した。

つなぐ  「アイチケット on フレッツ光」の提供
NTT東日本は、2010年6月より、アイチケットとクリニック

や医院に対する光ブロードバンドを活用したトータルソリュー
ションの提供において協業を開始しました。その第1弾として、
アイチケットが提供するインターネット順番予約サービス

「iTICKET plus」と「フレッツ光」等を組み合わせた「アイチケッ
ト on フレッツ光」を提供しています。

■

災害出動にいち早く駆けつけるポータブル衛星を 
理解していただきました。

■

お客さまのIT管理者として

親子見学会の様子

■

ICTを身近に感じていただきたい
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「アイチケット on フレッツ光」の導入により、クリニックや医
院では患者の方々の待ち時間を解消し効率的に運営できると
ともに、診療時間内に伝えきれない情報を待合室で映像配信
することが可能となります。また患者の方々にとっては、診療
時間の予約によって時間の有効活用ができ、遠方からも通院し
やすくなるという利点があります。

今後は、デジタルフォトフレーム型端末「光iフレーム」を利用
することで、「iTICKET plus」の順番予約や映像情報取得等を、
ご家庭や院内で簡単に利用できる仕組みの構築についても検
討していきます。
 「アイチケット on フレッツ光」：

http://www.ntt-east.co.jp/business/solution/iticket/

つなぐ  オムロンとの協業による法人向け 
環境ソリューションの提供

NTT東日本は、2010年8月より、オムロンと地球環境に配
慮した社会の実現に貢献するため、オムロンの「エネルギー見
える化システム」を活用した新たな環境ソリューションの提供に
ついて、協業を開始しました。近年、地球環境問題は一層深刻
化しており、その解決に向けた取り組みの重要性が指摘されて
います。また、企業においてもCO2排出の有償化や法規制強
化が想定される等、CO2排出量削減の観点を考慮しながらビ
ジネスを進めることが必要となってきており、それを支援する
ソリューションのニーズは高まっています。こうした中、オムロ
ンの高度なセンシング&コントロール技術と環境経営をサポー
トするシステムやこれまでのノウハウと、NTT東日本のセキュ
アで安価なネットワークと法人市場に対する営業力といった、
それぞれの強みを活かすことにより、環境に貢献するサービ
スの提供に努めていきます。

つなぐ  ケーブルテレビとの映像サービス分野における協業
NTT東日本は、2010年8月より、宮城ケーブルテレビが宮

城県東部で展開する放送サービスと「フレッツ光」を活用し、宮
城県内における、より充実したサービスメニューの展開を目的
として「宮城ケーブルテレビ&フレッツ光」を提供しています。
これにより、「地上デジタル放送」や「BSデジタル放送」および

「CS多チャンネル放送」が視聴可能となることに加え、「フレッ
ツ光」や「ひかり電話」といったトリプルプレイサービスがご利
用いただけます。サービス提供エリアは、宮城県仙台市の東
南部、塩釜市、多賀城市、東松島市、石巻市、名取市、松島町、
七ヶ浜町、利府町のうち、一部の地域を除いた約34万世帯が
対象となっています。

「アイチケット on フレッツ光」イメージ図

受付・待合室 診察室
クリニック、病院患者宅

フレッツ網

①ネット予約

ネット予約で
待ち時間短縮

パソコン
携帯電話

保守サービス
ひかり電話

フレッツ
ウイルスクリア

さらに、安心・安全の付加価値を提供

③映像情報配信②来院時の順番予約

予約による
混雑解消

ビジネスホン ・定額保守
・オフィスまるごと
  サポート

医院からの
情報提供

社内LAN

お客さま事業所

フ
レ
ッ
ツ
・
V
P
N 

ワ
イ
ド

エネルギー計測データの
蓄積・加工・分析等を

ASP※2型サービスで提供

※1

照明 【電灯】

エアコン

ファン

ポンプ

エレベータ

その他
機械・装置

【動力】

無線温度センサ
EW610

無線温湿度センサ
EW620

無線電力計
EW630

CT

（400MHz帯）

エネルギー
監視装置
EW330L

NTT東日本・NTT西日本 オムロン
M2Mデータセンタ

オムロン

アクセス回線
（フレッツ光等）

〈担当者様〉

ウエブ経由で
電力情報のモニタリング

特
定
小
電
力
無
線

「フレッツ光」等を活用した法人向け『エネルギー見える化ソリューション』

※1 「フレッツ光」等で「フレッツ・VPN ワイド」をご利用いただく際は各種条件があります。
※2 Application Service Providerの略。ネットワークを通じて顧客にアプリケーションをレンタルにて提供する。
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一方、すでに宮城県内の北部（大崎市）中心に提供している
「ニューデジタルケーブル&フレッツ光」は2011年7月より、さ
らに、サービス提供エリアを宮城県仙台市の北部（青葉区、泉
区、宮城野区）、富谷町、大和町、大郷町、大衡村の各一部地域
に拡大し、新たなサービス名称により「青葉ケーブルテレビ&
フレッツ光」を提供しています。

今後も、宮城ケーブルテレビおよび青葉ケーブルテレビと
NTT東日本双方の特徴を活かし、地域における放送サービス
および光ブロードバンドサービスの普及を拡大するとともに、
自治体との連携を図り、新しい地域ネットワークの形成にも注
力していきます。
 「宮城ケーブルテレビ&フレッツ光」：http://flets.com/catv/miyagi/
 「青葉ケーブルテレビ&フレッツ光」：http://flets.com/catv/aoba/

つなぐ  タニタとのヘルスケア分野における協業
NTT東日本は、2008年5月より、大手ヘルスケア機器メー

カーのタニタと次世代ヘルスケアサービス分野で業務提携し
ています。その第1弾として、タニタが開発した無線通信機能
付き健康計測機器と「フレッツ光」を接続し、体重・体脂肪率・
内臓脂肪レベル・筋肉量等の身体情報を、パソコン等の操作を
せず「測るだけ」で自動的に会員制ウエブサイトに蓄積できるヘ
ルスケアサービス「からだカルテ×フレッツ光」を提供していま
す。本サービスは、ダイエットやメタボリック症候群対策といっ
た日常の健康管理の他、離れて暮らす家族の健康見守りとして
も活用されています。今後は、遠隔健康相談システムとの連携
等、自治体や法人向けサービスについても検討していきます。
 「からだカルテ×フレッツ光」：http://flets.com/karadakarute/

つなぐ  ヤマハとの協業による遠隔地間をつなぐ 
演奏環境ソリューションの提供

近年、音楽市場においてもパソコンとネットワークを利用し
たさまざまな音楽表現やサービスが展開されておりますが、
実際に演奏を行う場合において演奏者同士の物理的距離や演
奏環境、時間の確保などの問題は依然残っており、手軽に遠隔
地間をつないだ演奏機会の創出を望む声は多いと考えます。

NTT東日本は、ネットワークを利用した新しい音楽スタイルの
実現に向け、ネットワークを利用した新しい音楽スタイルの実現
と利便性の向上をともに図ることを目的に、2011年3月よりヤマ
ハとの協業を開始しました。協業の第一弾として、NTT東日本の
提供する高品質な次世代ネットワーク（NGN）の「フレッツ光ネク
スト」および、「ひかり電話」と、ヤマハが開発した「NETDUETTO

（ネットデュエット）」*を活用することで音の遅延がなく、より快適
に遠隔地間をつなぐ演奏環境を構築いたします。

NTT東日本とヤマハは、今回の協業を契機に、お互いの強
みを活かした、サービスの提供に取り組んでいきます。

今後、ライブや音楽イベントでの活用、ゲームやカラオケ、ク
ラウドサービスとの連携やSNS（ソーシャルネットワーキング
サービス）との連携、ネットワークの機能開発、一体型ハード
ウェア開発、さらには、個人のお客さまだけでなく、さらに高
度な音響機能を含めたプロユーザーへの展開も視野に入れ、
開発・展開を図る予定です。

用語
解説

NETDUETTO：簡単な設定でインターネットなどのネットワークを介して、でき
るだけ小さな遅延（音の遅れ）で、高音質なオーディオを送受信するための技術。
これによって、離れた場所にいる人たち同士での音楽セッションや、デュエットを
行うことができるようになる。

つなぐ  セブン&アイとの地域コミュニティにおける 
「生活インフラ」の構築に向けた協業

NTT東日本とセブン&アイは、包括的な協業を行い、より多く
のお客さまに便利と安心を提供できる「生活インフラ」の構築に
協同で取り組んでいくことについて2011年7月に合意し、次の
取り組みを展開していきます。

■

「光」×「テレビ」×「住民」＝「つながり」

スタジオ（@大阪）

ヤマハ提供範囲

NETDUETTO
（NGN版）

NETDUETTO
（NGN版）

Room Room

ミキサー ミキサー

スタジオ（@東京）

NTT東日本、NTT西日本提供範囲

（インターネット接続サービス）

（電話サービス）

電話番号による接続

NGN

オーディオ
I/F

オーディオ
I/F

サービスイメージ

サービスイメージ

〈特徴〉
①面倒な設定操作不要で、すぐに使い始められます。
②測定データはレシーバーへ自動送信されます。
③毎日のデータの推移はパソコン・
　携帯電話でいつでも確認できます。
④あらかじめ設定した体重等の値を超えると、
　注意喚起メールを送信します。

ブロードバンド
ルータ

パソコン 携帯電話レシーバー

体組成計

血圧計

歩数計

タニタ
データベース

② ④

③

「からだカルテ×フレッツ光」について詳しくはこちら http://flets.com/life/karadakarute/

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網

①
タニタの 健 康 応 援 ネット
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まず1点目として、セブン-イレブンを中心としたセブン&アイ
グループ店舗内に、NTT東日本の光ブロードバンドサービス「フ
レッツ光」を利用した、Wi-Fi環境（無線LAN環境）を、2011年
10月以降東京23区内エリアから順次構築することとし、2013
年2月までに全国14,000店舗（東日本エリア8,700店舗）への展
開をめざします。これにより、セブン&アイ店舗が、従来の買い
物（生活用品の入手）拠点に加え、Wi-Fi環境を利用した「情報・
コンテンツ入手の拠点」としてご利用いただけるようになります。
ご自宅と同様に快適なWi-Fiブロードバンド環境をご利用いただ
けるとともに、お持ちのスマートフォン等でセブン&アイのオリ
ジナルコンテンツが入手できるようになります。

次に2点目としては、災害等の非常時に備え、東京23区内の全
てのセブン-イレブン店舗に、NTT東日本の非常用電話機（特設公
衆電話）を設置します。万一震災等が発生した際は、最寄りのセブ
ン-イレブン店舗で、お客さまが無料で安否確認等の緊急連絡を
ご利用いただけます。また、セブン-イレブンに導入されたフレッ
ツ・スポットの非常時無料開放とあわせて、電話だけでなく無線
ブロードバンド環境もご利用可能となり、セブン-イレブン店舗が
いざというときの「情報ステーション」としての役割を果たすこと
となります。本年度内の展開開始をめどに、東京23区内の全セ
ブン-イレブン約1,200店舗に順次非常用電話機を設置します。

3点目としては、これまで、セブン&アイとNTT東日本は、自
治体等と連携し、「フレッツ光」と家庭向けクラウドデバイス「光i
フレーム」を利用して、セブン&アイグループのネットショッピン
グがお使いいただけるしくみを活用し、買い物にご不便を抱え
られている方々に対し、都内の一部エリアや店舗で「セブンネッ
トショッピング」や「イトーヨーカドーネットスーパー」に加えて、
お食事配達サービス「セブンミール」をご利用いただける環境
を提供しておりましたが、このたび、東日本大震災で被災され
たお客さまへの支援策の一環として、宮城県亘理郡山元町の仮
設住宅にお住まいの方に向けた買い物支援サービスの展開を
開始しました。これは、仮設住宅に整備する無線LAN環境と各
戸にお貸しする「光iフレーム」を使用いただくことにより、セブ
ン&アイグループの通販サービスを簡単にご利用いただける
サービスです。2011年9月には、福島県双葉郡浪江町より避
難された、福島市と二本松市の仮設住宅に入居されている町民
の方に向けて同様のサービスを開始しました。

今後も、セブン&アイ各店舗に敷設した「フレッツ光」および「フ
レッツ・スポット」を活用した新たなビジネスモデルの創造等、

「ネット」と「リアル」の融合による地域コミュニティの活性化および
「生活インフラ」の充実に取り組んでいきます。

つなぐ  IPテレビ電話端末「ひかりフレッツフォン 
VP（ブイピー）3000」の販売

NTT東日本は、2011年2
月より、「フレッツ光」の「ひか
り電話」をご利用のお客さま
向けに、タッチパネルによる
簡単な操作で高音質・高品
質なテレビ電話が利用可能
な、光LINKシリーズ「ひかり
フレッツフォン VP3000」の
販売を開始しました。

本商品は、「ひかり電話」の高音質電話機能に対応しており、ま
た「簡易緊急通報受信アダプタ」と「小電力型ワイヤレスリモート
スイッチ5（送信機）」をあわせて使用することで簡易な緊急通報
装置としても利用することができます。

さらに、SI事業者様と協力のうえ、本商品をカスタマイズする
ことで、IRUエリアの自治体様等に「IP告知端末*」等のさまざま
な用途で活用いただけます。
 「ひかりフレッツフォン VP3000（情報機器）」：

http://web116.jp/shop/goods/vp3000/vp3000_00.html

用語
解説

IP告知端末：IP網を使用して、自治体等が配信する行政告知放送等を受信するこ
とのできる端末。

つなぐ  高齢者や介護を必要とする方向けの電話機の提供
高齢者社会の進行に伴い、高齢者の方が安全・安心に生活で

きる環境に対する要望が高まっています。こうした中、NTT東
日本では高齢者や介護を必要とする方向けに、緊急通報装置

「SL-10号BOX」を提供しています。「SL-10号BOX」は、非常ボ
タンもしくはオプションのペンダント型ワイヤレスリモートスイッ
チを押すことで、自治体等の緊急通報センタにつながります。通
報を受けたセンタの装置では、非常通報・停電通報等の通報種
別や利用者情報等を表示することができるため、利用者からの

「買い物支援サービス」のイメージ

オリジナル
コンテンツの提供

東日本
エリア
8,700店

（2012年度～）

東京
23区
1,300店

（2011年度内）

〈展開予定〉

自宅

生活動線上の
セブン&アイ店舗へ

自宅と同様に
快適な

Wi-Fiブロード
バンド環境

（非常時には無料開放）

■

お客さまの笑顔のために

ひかりフレッツフォン VP3000
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通報に迅速かつ的確に対応することができます。
また、簡易型緊急通報装置として「シルバーホンあんしんSV」

を販売しています。あらかじめ登録した最大9カ所へ自動通報
でき、非常ボタンもしくはオプションのペンダント型ワイヤレス
リモートスイッチを押すことで、家族の携帯電話や自治体の相談
センタ等の任意に設定した通報先に通報することができます。
本商品は、一般電話（アナログ）回線に加えて、緊急通報装置に
おいて初めて「ひかり電話」回線にも対応しており、より多くの
お客さまにご利用いただけるようになっています。

さらに、2011年6月より「シルバーホン ふれあいSⅡ」の提供
を開始しました。本商品は、手の指以外でもダイヤル操作がし
やすいよう配慮したデザインのご家庭用電話機であり、オプショ
ンの外部スイッチ（入力装置）を本体に接続してご利用いただく
ことで、呼気や足踏みなどでもダイヤル操作が可能となってい
ます。また、あらかじめ登録しておいた通報先に、あんしんボタ
ンを押すだけでつながる、あんしん通報機能も備えています。

こうした商品は、老人ホームや高齢者向けマンション等におい
て、簡易ナースコールシステ
ムとしてもご利用いただくこ
とができます。

今後も、高齢者や障がい
者の方向けの端末を提供し
安全・安心なコミュニケー
ションの実現に向けた取り組
みを進めていきます。

つなぐ  住まいにおける“光”の利用シーンを訴求したショー
ルーム「光HOUSE（ひかりハウス）」のオープン

NTT東日本は、2010年8月に光サービスを活用した理想の
住まいづくりをサポートする体験型ショールーム「光HOUSE」
をオープンしました。「光HOUSE」では、インターネットだけ
ではなく、暮らしに密着したさまざまな光サービスの利用シー
ンを体験いただけるとともに光サービスの導入にあたっての
工事や配線方法などもご紹介しており、「住まいの光化」のす
べてがわかるショールームです。また、専門スタッフによる無

料のコンサルティングも実
施しております。

現在、「光HOUSE」は、新
宿、横 浜、千 葉、さいたま

（2011年冬オープン）、札幌
に展開しており、随時、イベ
ントや光サービスの活用方
法のセミナーなども開催し
ています。
 「光HOUSE」：http://flets.com/hikarihouse/

ネットワークのオープン化*の推進
NTT東日本グループでは、他の電気通信事業者（以下、「他

事業者」）に、ネットワークを積極的にオープン化し、相互接続
を実施することで、多様なサービス展開を可能にし、情報通信
産業の発展に努めています。

2008年3月にサービ スを 開 始した 次 世 代 ネットワーク
（NGN）については、他事業者との接続を積極的に推進するた

め、インタフェース開示、フィールドトライアル、他事業者の
方々への各種説明会の実施等、さまざまな取り組みを行って
きました。

これらの取り組み等により、2011年3月末現在、65社の
ISP事業者、30社の電話系事業者、4社のコンテンツ配信事業
者にご利用いただいており、引き続きネットワークのオープン
化を推進することを通じてブロードバンドサービスの拡大に貢
献していきたいと考えています。

用語
解説

ネットワークのオープン化：自社のネットワークを他事業者も利用できるように
する取り組み。

■

より多くの方々に安心して 
ご利用いただけるように

シルバーホン ふれあいSⅡ

「光HOUSE」イベントの様子

■

光による“理想の住まいづくり”をサポート
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地域と連携したブロードバンドサービス環境の 
提供によるデジタル・ディバイドの解消

NTT東日本グループは、住民・企業・自治体の意見を重視し
た地域密着型公共サービスの実現に向けて、自治体の皆さまの
住民サービスの向上、地域社会の活性化、行政事務の効率化・
高度化等、各種ニーズに合った最適なソリューションを提供して
います。地域に密着した営業体制によって、公共・自治体の皆
さまが抱えるさまざまな課題の解決に向けて、地域と一体となっ
た町づくりのお手伝いをし、その実現に際して、コンサルティン
グから構築、保守・運用までトータルにサポートします。

とりわけ力を入れているのが、都市と地方の格差の一因と
なっているデジタル・ディバイドの解消です。人口が減少して
いる過疎地域では、利用者が少ないために採算が見込まれな
いという理由で民間業者によるブロードバンド化が進まず、そ
のような地域に住む人たちは情報化の恩恵を享受できなくなっ
てしまう恐れがあることから、各自治体が自ら投資してブロー
ドバンド設備を導入するしかありませんでした。この問題を解
決するために、NTT東日本では、一部地域においてIRU方式*
を活用することで光ブロードバンドサービスを提供しており、
2011年3月までに、IRU方式を活用して光ブロードバンドを
提供している自治体はこれまでに累計で203自治体に及んで
います。

今後も、国の政策や財政補助等の動きを見つつ、各自治体
との連携を強化し、デジタル・ディバイドの解消および地域の
ニーズにあわせた光ブロードバンドサービス環境整備に努め
ていきます。

用語
解説

IRU方式：他者が保有する光ファイバー等についてIRU（Indefeasible Right of 
User：関係当事者の合意がなければ、破棄または終了ができない回線使用権）
の設定を受け、伝送路設備として借りる方式。

つなぐ  北海道利尻島・礼文島に対する光ブロードバンドの
取り組み

北海道の最北端、稚内の西に浮かぶ利尻島は利尻町・利尻冨士
町と、礼文島は礼文町の3町からなり、あわせて約9,000人の
人々が暮らす島です。両島は日本海が育んだウニや昆布などの
水産資源に恵まれ、漁業が盛んです。また利尻礼文サロベツ国立
公園に指定されており、厳しい冬を経て、春から夏にかけて咲き
誇る高山植物を楽しむため、毎年多くの観光客でにぎわいます。

その一方で、北海道に179の自治体があるうち、これまで178
の自治体には光ファイバーやフレッツADSL（インターネット接続
サービス）等によるブロードバンドサービスがすでに提供されて
おりますが、礼文町においては、北海道最後のブロードバンドゼ
ロ地域。情報通信格差は島の生活に大きなハンデとなっており、

「島にいても、東京や札幌と同じように情報を手軽に入手できるよ
うにしたい」という住民の要望は切実なものがあり、利尻島と礼文
島における光ブロードバンド基盤の整備は急務となっていました。

今回の利尻島と礼文島への光ブロードバンド基盤の整備におい
ては、3町の島内を網羅する光ファイバーケーブルについては、
各町に整備していただく一方で、島を結ぶ海底光ファイバーケー
ブルについては、利尻・礼文間の約14km、稚内・礼文間の約
50kmの2区間を、NTT東日本が新たに敷設しました。そして、

稚内・利尻間にすでに敷設されている海底光ファイバーケーブ
ルも含めて、利尻・礼文・稚内の3つのエリアを環状に結ぶことに
より、災害などで光ケーブルが故障した場合にも別のルートを経
由して通信サービスを維持できる等、信頼性の高いネットワーク
環境を整備することができました。

NTT東日本は、海底光ファイバーケーブル敷設とともに、3町
より島内に整備された光ファイバーケーブル網を借り受け、「フ
レッツ 光ネクスト」の提供を開始。こうして利尻島と礼文島の3町
の住民が、インターネットを手軽に利用できる光ブロードバンド
基盤を享受する環境が整いました。

今回のブロードバンド基盤整備にあたっては、「フレッツ 光ネク
スト」の提供開始にあわせて、IP告知端末*「フレッツフォン」が3つ
の町内の全世帯に設置されました。3町では「フレッツフォン」を
利用して、自治体などからの生活に必要な情報を、各家庭に迅速
にお届けする情報配信サービスを開始。フェリーの運航状況や漁
業組合からの漁の採取情報、自治体からの行政情報といった、
日々の暮らしに必要な情報を、各家庭で手軽に閲覧できるように
なりました。

たとえば急に天候が変わったときも、自宅にいながらフェリー
の欠航がわかるなど、毎日の暮らしに役立ち、住民からも高い評
価を得ています。また情報提供を行う自治体側においても、告知
に対する住民の返信がすぐに受け取れるといったメリットに加え、
これまで文書で郵送・通知するのに要していた紙の使用や郵送料
が減り、経費の削減を実現。行政と住民が一体となった、住みよ
い街づくりの確かな力となっています。

さらに今後は、観光客向けの無線LANスポットの提供や島の映
像のライブ配信、家庭と診療所・病院を結んだ遠隔医療など、島な
らではの幅広い分野での活用に大きな期待が寄せられています。

NTT東日本では、今回の構築を通じて整備された光ブロードバ
ンド基盤の下、魅力的で暮らしやビジネスに役立つ効果的なサー
ビスの提案・導入を推進し、今後も利尻・礼文両島の住民の皆さま
の生活をより豊かにしていくお手伝いをしたいと考えています。

用語
解説

IP告知端末：自治体等と地域住民間の双方向コミュ二ケーションを実現するツー
ルとして各家庭に設置された端末。
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つなぐ  ICTを活用した「遠隔健康相談システム」の提供
近年、高齢化社会の進展に伴って地域の大きな問題となっ

ているのが、住民に対する医療・福祉サービスの提供です。と
りわけ、過疎地域においては、外出の難しい高齢者を対象にし
た在宅医療の充実の必要性も高まってきています。さらに各
自治体には、疾病予防の観点から住民の健康維持・増進を図る
取り組み等も期待されており、地域の医療・福祉サービスに求
められる役割は、ますます多様化しています。

岩手県遠野市および遠隔健康相談を行う医師や医療スタッフ
（コメディカル）と連携し、NTT東日本は、ICTを活用した遠隔

での保健指導や健康管理が可能な「遠隔健康相談システム」を
提供しています。「遠隔健康相談システム」は、広帯域のブロー
ドバンド回線である「フレッツ光」とIPテレビ電話端末「フレッツ
フォン」を利用し、医療機関と住民が直接コミュニケーションを
行うことで、遠隔からの健康指導を可能にするシステムです。

■

■ ■
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本取り組みは、2008年10月、総務省の「地域ICT利活用モ
デル構築事業／遠隔医療モデル」の採択を受け、2カ年の実証
実験プロジェクトが実施されました。

実証実験では、市内に住む高齢者約100名に歩数計を貸与
し、日々の健康管理に歩数計を利用するとともに、週1回、「フ
レッツフォン」が置かれた最寄りの公民館（市内7カ所）から、

「フレッツフォン」経由で各人のバイタルデータ（日々の歩数、
血圧、体重）をサーバに送信します。サーバに蓄積された住民
のバイタルデータは、遠隔地の医療機関（4カ所）の医師等と
共有され、住民は「フレッツフォン」のテレビ電話機能により医
師からの遠隔健康指導を受けることができます。

この遠野市の取り組みは実証実験期間の終了後も継続され
ていますが、NTT東日本ではこれまでの利用状況や利用者か
らの意見を踏まえたシステムの改良に取り組み、2010年春に
構築した宮城県栗原市向け「遠隔健康相談システム」にて提供
しています。

また、2010年8月より福島県南会津町・福島県三春町・福島
県、2011年2月より宮城県丸森町にて、同様に、テレビ電話を
利用した遠隔健康相談に関する実証実験を実施いたしました。

なお、2011年3月11日に発生した東日本大震災において
は、遠野市・栗原市におけるプロジェクトを推進されている
方々を中心として結成されたボランティアグループ「東日本大
震災被災地支援継続ケア・キュアネットワークプロジェクト」、
とNTT東日本が協力し、被災された方々が精神的な安心感・
安定感を少しでも早く取り戻していただくことを目的に、遠野
市・栗原市で提供しているサービスと同様、ヘルスケア、メン
タルケアの遠隔健康相談活動を支えるためのブロードバンド
回線やテレビ電話端末などの通信環境構築を無償で提供して
います。

NTT東日本では、これからも地域医療の将来を見据えて、
自治体や医療関係者、そしてなにより利用者の立場に立った
システムの提案、構築を進めていきます。

つなぐ  「人と人とのつながり」を広げる 
高齢者見守りサービスの実証実験を開始

研究開発センタおよび北海道支店グループは、2010年12
月より、北海道北広島市において、社会福祉法人北海長正会様
と高品位な映像や広帯域音声等、さまざまなメディアを活用し
て高齢者の方々を見守るサービスの実証実験を開始しました。

近年の高齢化の進展や高齢者の方々の一人暮らしの増加に
伴い、今後、「人と人とのつながり」を広げ、コミュニティを形
成するサービスの重要性が高まることが想定されます。

こうした背景の下、本実証実験では、高齢者の方々やそのご
家族等を対象に、映像や音声等のメディアを活用した顔の見え
るコミュニケーションによる安否確認の有効性や、高品位な映
像メディアを合成した複数人でのコミュニケーション等、コ
ミュニティ形成の可能性を追求しています。さらに、高齢者の
方々でも抵抗感なく使えるユーザインタフェースの開発等も
めざしています。

本実証実験では、北海長正会様と一緒に介護施設等で、高
齢者の方々と活動をともにすることで生の声を伺い、『つなぐ』
ことを通じて高齢者の方々にとっての本当の“安心感”や“楽し
さ”について追求しています。

こうした取り組みを通して得られた結果をもとに、より多く
の高齢者の方々やご家族、介護事業者様等に、「“安心”で“楽
しく”つながる」を実感しご利用いただけるサービスの開発・
提供をめざしています。

「高齢者見守りサービス」概要図
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進
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委
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会

地
球
環
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推
進
小
委
員
会

株
主
総
会

会計監査人

業務執行部門

（
経
営
会
議
）

社
長

取
締
役
15
名

取
締
役
会

監
査
役
3
名

監
査
役
会

業
務
監
査
室

会計監査

連係

内部監査

選解任・監督

指示・報告
監査

連係 連係

取締役の選解任

監査役の選解任

選解任

NTT東日本

フレッツフォンを利用した
遠隔健康相談・指導

歩数、血圧、体重等の
データの登録と閲覧

蓄積された歩数、
血圧、体重等の
データを閲覧

遠隔地の医療機関 データセンター

医師等
フレッツフォン

サーバ

PC

集会所等

住民

血圧計

体組成計

歩数計 フレッツフォン

現地での
サポート 看護師

友人

高齢者様

人と人とが“安心”で “楽しく”つながる

高品位な映像や広帯域音声等さまざまなメディアを
活用した顔が見えるコミュニケーション

今後の新たな
コミュニケーション

顔が見える
安否確認

ネットワーク
を介した

コミュニティ

フレッツフォン

オペレータ

安心感 楽しさ

お元気ですか? お元気ですか?

フレッツフォン テレビ 光 iフレーム

家族

フレッツフォンを利用した
遠隔健康相談・指導

歩数、血圧、体重等の
データの登録と閲覧

蓄積された歩数、
血圧、体重等の
データを閲覧

遠隔地の医療機関 データセンター

医師等
フレッツフォン

サーバ

PC

集会所等

住民

血圧計

体組成計

歩数計 フレッツフォン

現地での
サポート 看護師

「遠隔健康相談システム」の概要

※  NTT東日本は、「遠隔健康相談システム」の構築およびネットワークの提供による
本システム運用のお手伝いをしています。
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お客さまからのご意見とその改善内容（2010年度の改善例）

お客さまからのご意見 改善内容

請求内訳書の工事料金がわかりにく
い。具体的な内容を明示して分かりや
すくしてほしい

工事料金の対象となる回線種類や工
事内訳がわかるように表示を改善

休止案内には、もっと具体的な内容を
記載してほしい

「利用休止のお知らせ」の文面をわか
りやすい表現に修正

116に電話した際、オープニングメッ
セージ再生中にメニュー選択できるよ
うにしてほしい

116のオープニングメッセージ再生
中にメニュー選択できるように改善

 その他の取り組み：http://www.ntt-east.co.jp/smile/お客さまの多様なニーズに応じた 
サービスの提供

日頃の営業活動等を通じて得られたお客さまの声
を反映したサービスの改善検討

NTT東日本グループでは、営業活動等さまざまな機会を通
じて得られる「お客さまの声」を重視したサービス等の開発を
行っています。

サービス等の開発にあたっては、お客さまから頂戴したご
意見・ご要望について、実現性・事業性等を見極めたうえで
サービス化を検討するとともに、具体的なサービス提供を見
据えたフィールドトライアルを実施する等、開発コストの削減・
開発期間の短縮にも配意しつつ、お客さまの多様化するライ
フスタイルに対応したサービスの提供を実施しています。

「スマイル活動」の実施
NTT東日本は、お客さまのさまざまな声を事業の改善や新

サービスの開発に役立てる「スマイル活動」を行っています。
「お客さま相談センター」等に寄せられたお客さまのご意見・
ご要望等について、「スマイルワーキング」でさまざまな角度
から議論を行ったうえで、社長を委員長とする「スマイル委員
会」で最終的な審議が行われ、その決定事項が全社に展開され
ています。スマイル活動については、お客さまからの「意見・
要望」「賞賛」「苦情」を取り扱っています。

なお、2010年度においては、「お客さま相談センター」に、
約13万件以上の問い合わせ等があり、「スマイルワーキング」
を11回、「スマイル委員会」を4回開催し、550件のご意見・ご
要望等に対する改善などの検討に取り組みました。

スマイル活動の流れ

お
客
さ
ま

●ご意見
●ご要望

支　店 改善方法の検討

お客さま
相談センター

サービス改善

II6・窓口・II3 等

スマイル委員会

スマイルWG

■

お客さまのお申し出内容を“聴く”ことに徹しています

■

つながりと笑顔をつくる試みです。
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つなぐ  CS向上への取り組み（「操作勧奨ステッカー」の 
配布・「光ケーブル導入ガイド」）

青森支店グループでは、お客さまご自身に簡単な機器操作
をいただき、故障申告に至らなくなることにより、お客さま満
足度の向上にもつながるとの観点から、「故障かな?と思った
ら」等の「操作勧奨ステッ
カー」を作成し、直接ルー
タ等に貼りつけていただ
くように、「フレッツ光」工
事の際等にお客さまへお
渡ししています。

つなぐ  NGNを利用した診療所向け電子カルテサービス
「Future Clinic 21ワープ」の提供

NTT-MEは、2009年4月より、NGNを利用した診療所向
け電子カルテサービス「Future Clinic 21 ワープ」を提供し
ています。本サービスは、治療方針の確認や今後の治療計画
を視覚的に把握ができるタイムライン機能や紙のカルテのよ
うに簡単に記録可能なペンタッチ機能、効率的な事務処理等
の業務を可能にする日医標準レセプトソフト（ORCA）との連携
機能を備える等、情報管理の利点と紙カルテのような自在な
操作性を両立させたサービスです。

また、2011年5月より全日本病院協会様が開始した東日本
大震災の被災地（気仙沼市）における避難所への巡回診療にあ
たっては、カルテの管理のスムーズさ、担当医交代時における
治療内容伝達の確実性・容易性・操作の簡易性等を評価いた
だき、同サービスを巡回診療担当チームに採用いただいたこ
とから、無償にてご利用いただきました。

今後、さらにサービスの提供を進め、医療のICT化の振興に
貢献していきます。

つなぐ  スマイル活動表彰の実施
一層のお客さま満足度の向上に向けて、NTT東日本グルー

プならびにパートナー企業における営業部門、コールセンター
および工事・故障修理部門等、日常的にお客さまと接している
部署を対象に、お客さまから電話・メール等で賞賛をいただい
た担当者に対して、「スマイル活動表彰」を実施しています。

サービス品質の向上
NTT東日本グループでは、常にサービスや品質・技術の向

上を心がけ、お客さまに満足していただける情報通信サービ
スを提供することに努めています。

たとえば、「フレッツ光」については、目標の納期（戸建て・集
合住宅：14日以内）に開通させる開通率の向上、平均の開通日
数（戸建て・集合：12日以内）をめざし、2010年の「目標納期
内開通率」は、12月期で、戸建て47.2% 、集合住宅66.0% 、

「平均開通日数」は、戸建て19.2日、集合14.5日となりました。
また、同サービスのお申込を承る際に工事日をお伝えする「工
事日即決率」の向上に取り組み、2010年度は、直営79.9% 、
代理店60.8%になりました。

2011年度についても、さらなる業務改善に取り組み、サー
ビス品質の向上に努めていきます。

■

より多くのお客さまにご満足、信頼いただくために

「CS Masterバッチ」

青森支店グループ「操作勧奨ステッカー」

電子カルテデータ
（バックアップ）

IPsecルータ
電子カルテ用
ハードディスクネットワーク機器

（L2SW）

高セキュリティ
データセンター

診療所

受付 診療室① 診療室②

・電子カルテソフト
・マスタデータ

日医標準レセプトソフト
（ORCA）

電子カルテ 電子カルテ 電子カルテ

電子カルテイメージ図
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つなぐ  「ひかり電話災害基金」の提供開始
これまで、大規模災害発生時に放送事業者様等が提供する

「義援金募集番組*」は、一般加入電話からのご利用に限られて
おりました。

こうした中、「ひかり電話」をご利用いただいているお客さま
から同番組の利用について、強いご要望をいただいているこ
と等を踏まえ、2010年8月より「ひかり電話」からもご利用い
ただけるようにしました。今後も、こうしたお客さまからのご
要望にお応えできるサービスの実現に努めていきます。

用語
解説

義援金募集番組：0990から始まる番号をダイヤルすることで義援金をお支払い
ただける番組。集められた義援金は番組提供者様から被災者支援団体に寄付さ
れます。

次世代のICT社会を担う人材の育成

「ネット安全教室」の開催
インターネットや携帯電話を使う子どもたちが増えるにつ

れ、ICT時代ならではのトラブルも増加しています。そこで、
NTT東日本グループでは、ICT時代のコミュニケーションの
仕方やマナーをテーマにした小学校等への社員を派遣した出
張授業「ネット安全教室」を実施しています。

2010年度は、201校・578クラスで16,794人の子どもた
ちが受講しました。また、これまでのカリキュラムに加え、子
どものインターネット事情にあわせた小学校高学年向けの新
しいカリキュラムとツールを作成しました。こうした取り組みを

「ネット安全教室ブログ」でお伝えしており、より身近に活動内
容を知っていただけるよう取り組んでいます。

今後も、最新のインターネット事情等に即したカリキュラム
等を提供し、子どもたちへインターネットの適切な利用を伝え

るとともに、テキストやホームページ等についても適宜見直し
を図っていきます。

つなぐ  e-ネットキャラバン*について、 
開催ニーズに応じた着実な講師派遣

「e-ネットキャラバン協議会」は、総務省、文部科学省および
ボランティア講師派遣企業等で構成され、インターネットの安
心・安全な利用に関する啓発活動等により、子どものネット社
会における安全と健全な発育を促進し、安心・安全な情報通信
社会の実現に資することを目的として、保護者・教職員等を対
象に「e-ネット安心講座」を開催しています。

NTT東日本グループは、この講座に講師認定の登録を受け
た社員を積極的に派遣しており、インターネットの安心・安全
な利用に関する啓発を行っています。2010年度は、24の講
座に講師を派遣し、保護者・教職員等1,849名に講演を行いま
した。今後も継続して社員の派遣を実施していきます。

用語
解説

e-ネットキャラバン：「e-ネット安心講座 通信業界キャラバン」の略称。講座は、迷
惑メール・ウイルス・インターネットを通じた犯罪に関する情報や、その対処方
法等について実施。

「ネット安全教室」の様子  ネット安全教室 ブログ：
http://ntt-east-kids.blogzine.jp/blog/

■

子供たちが安心・安全に 
インター ネットを使うために

■

医療現場の声を活かしたサービス開発を 
心がけています
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つなぐ  科学技術と芸術を結ぶICC
NTTインターコミュニケーション・センター［ICC］は、NTT

東日本が運営する文化施設で「コミュニケーション」というテー
マを軸に科学技術と芸術文化の対話を促進し、豊かな未来社
会をつくることを構想しています。そのために、アーティスト
やサイエンティストを世界的に結びつけるネットワークをつく
り、人と情報が活発に交流する場になることをめざしていま
す。常設展としてヴァーチャル・リアリティやインタラクティヴ
技術等、最先端テクノロジーを使ったメディア・アート作品の
展示の他、NTTグループ等における研究開発の取り組みを紹
介する「サイエンス・ラボ」や、子ども向けの作品を展示する

「キッズ・ラウンジ」を展開しています。また、毎年夏には、子ど
もたちが作品を触って楽しめる「ICCキッズ・プログラム」も開
催しており、2010年度は約59,000人が来場しました。

さらに期間限定の企画展として、2010年10月から翌2月まで
「みえないちから Vibrations of Entities」を開催し、さまざま

なエネルギーや振動現象等、知覚することができない「みえな
いちから」の作品を紹介しました。
 ICC: http://www.ntticc.or.jp/

つなぐ  社会貢献活動への協力活動
活動名 取り組み内容 2010年度実績

職場体験・
体験学習・
出張授業

近隣の小中高生や自衛隊学生、地域住民、
自治体職員等の職場見学会や、地域住民
への出張授業を実施。最新技術の紹介や
研究成果、未来のユビキタス社会等を体験
してもらう会社見学会を実施。

本社ならびに17支
店グ ループにて実
施

「児童画
コンクール」の

実施

情報通信の世界に親しみ、関心を高める一
助とするため、各県域の小中学生を対象
に、電話やインターネットを題材とした絵
画を募集し入選作品展を開催。

4支店グループにて
実 施（千 葉・栃 木・
群馬・新潟）

子ども
美術館の運営

地域の子どもたちへ作品発表の場として
開放するとともにワークショップの開催
等、幅広い活動を実施。

群馬支店グループ
にて実施

逓信総合博物館 
「ていぱーく」 
での展示

情報通信の基礎的な原理・しくみの紹介や
歴史的な器械等の展示を通じて、日本の情
報通信発展の歩みを紹介。

—

つなぐ  「子ども見守りカメラシステム」の提供
NTT東日本グループでは、地域の安心・安全を守るために

は地域の協力が不可欠であることから、各地の警察機関では、
地域の防犯ボランティアと連携しながら、さまざまな幅広い活
動を行っています。

たとえば、小中学校の近辺や通学路、公園等に防犯カメラを
設置し、地域の自主防犯活動の推進と「犯罪に強い地域社会」
の実現をめざし、2010年度から14都府県15地域を対象に

つなぐ  スーパーメディアキッズ
インターネットを安全に楽しく使いこなすには、正しい知識・

マナーが求められます。NTT東日本は、子どもたちが現代に
必要とされるコミュニケーション能力を楽しく身につけること
ができ、また大人も子どもにコミュニケーションについて教え
る際に役立つ、さまざまなコンテンツをホームページ上に用意
しています。
「スーパーメディア キッズ」
は、子どもたちが安全にイン
ターネットを使うためのルー
ルがわかるクイズ形式の「ネッ
トあんぜんクイズ」や、わから
ない言葉を調べることができ
る「つうしんキーワード」等、情
報通信ネットワークのしくみや
構造をわかりやすく伝える工
夫をし、ICTに関する基本知識
を身につけてもらう場を提供し
ています。
 スーパーメディアキッズ：http://www.ntt-east.co.jp/kids/

つなぐ  つながるおしごと見学会
千葉支店グループでは、地域の子ど

もたちが安心・安全に暮らせる社会貢献
活動の一環として、「つながるおしごと
見学会」を毎年開催しており、これまで
に1,353名の小学生と保護者の方々に
参加いただきました。このイベントでは、
電話・インターネットがつながるしくみ
を学んだあと、光ファイバーの実験や高
所作業車体験、通信ネットワーク設備（と
う道等）の見学、NTT研究所の技術体験
の他、インターネットの楽しさを体験しながら安全に使いこなす
ためのルール・マナーについての学習も実施しています。

スーパーメディアキッズの
ホームページ

「つながるおしごと見学会」
のご案内

■

NTT 東日本のしごとを 
身近に感じていただくために

キッズ・プログラムの様子

みえないちから作品
エキソニモ

〈SUPERNATURAL〉
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「子ども見守りカメラシステム」を導入しています。地域の防犯
ボランティアの活動を支援するために警察機関が取り組む「子
どもを犯罪から守るための環境づくり支援モデル事業」の一環
として取り組んでいます。

防犯カメラは、不審者の侵入防止等防犯対策を講じるうえで
大きな効果が期待でき、リアルタイムに監視していなくても、
カメラの存在を明らかにし、撮影した映像を録画しておくだけ
で、犯罪抑止に効果があるといわれています。万一、不幸に
も犯罪が発生した場合には、犯人検挙の手助けともなります。

東京都からは、防犯ボランティアの活動が盛んなことで知ら
れる東大和市・武蔵村山市が選出され、NTT東日本が、ネット
ワーク敷設やカメラ設置等のシステム構築を手がけることと
なり、2010年3月から運用を実施しています。

本システムは、地域の子ども安全見守り隊（自主防犯ボラン
ティア）に運営委託され、自治体や小中学校、警察機関等と連
携しながら警戒活動等に使用されています。また、警察機関
の要望により、民家・マンション等を撮影する際にプライバ
シーに配慮した「マスキング機能」を装備しています。

今後も、整備が予定される
「街頭防犯カメラシステム」

の導入等、皆さまの安全・
安心な生活を、映像ソリュー
ションを通じて貢献していき
ます。

つなぐ  「学校向け特別料金」のメニュー拡充等
NTT東日本は、これまで学校教育におけるインターネット

接続環境の普及・拡大に向けて、2001年1月よりフレッツ
サービスや専用サービスの「学校向け特別料金」*を提供して
きました。一方で、近年新たな情報機器やデジタル教材の登
場等に伴い、広帯域化*への需要と期待が高まっています。

こうした動きにあわせ、教育分野におけるICT利活用のさら
なる促進、光サービスの普及・拡大を目的として、2011年4
月より高速ブロードバンドサービスのメニュー拡充等に加え、
従来のフレッツサービス等からの移行工事費の無料化を実施
することとしました。

今後も、ICTの活用による教育分野への貢献に取り組んでい
きます。

用語
解説

学校向け特別料金：学校（幼稚園、保育所を含む。）又はその設置者（県・市等）の
名義の回線で学校に設置される場合、お申込みに基づき通常料金より低廉な料
金をご提供。
広帯域化：従来より広い周波数帯域を利用できるようにすること。「高速大容量
化」という意味で使用されることが多い。

豊かで便利な社会のためのサービス
つなぐ  「あんしんテレちゃん」の提供
核家族化や社会の急速な高齢化の進展により、離れて暮らす

高齢の親族の安否を見守りたいというニーズが増えています。
こうした中、NTTテレコンでは、2005年12月より、高齢のご両
親等が使用されるLPガスの使用量を、遠隔地で暮らすご家族等
にメールで通知するサービス「あんしんテレちゃん」を提供して
います。LPガス使用量を通知することによって、1人暮らしの
高齢者の方等の日々の生活状況を、「さりげなく」見守ることが
できるサービスです。

■

見守られる方に余計なストレスを与えない 
優しいしくみです

「あんしんテレちゃん」サービスの概要

携帯電話

見守る方

インターネット

③メールでお知らせ

センター
②数値を受信
通信回線
①検針

ガスメーター

①見守られる方のガスメーターの数値を、通信回線を使って一定周期でセンターから検針します。
②数値をセンターで受信したらガス使用量の計算を行います。
③ガスの使用量をあらかじめご指定いただいたご家族の携帯電話等へメールでお知らせします。

見守られる方
（離れて暮らすご家族）

カメラ25台

デジタルレコーダー ＋ コンソール
1 地区あたりの構成

同軸ケーブル敷設同軸ケーブル敷設

システム構成図

電柱に設置された見守りカメラ

■

より使いやすいものを提供していきたい
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今後、「NPO法人テレメータリング推進協議会」と連携して業
界全体として「見守りサービス」の普及・拡大を図るとともに、水
道使用状況・各種センサーにも対応したサービスの提供にも取
り組んでいきます。

つなぐ  災害の発生に備える自動販売機の設置
NTTル・パルクでは、パートナー企業と協業し、メッセージ

ボード付きの「災害対策用自動販売機」の設置を進めていま
す。災害時には、メッセージボードに行政からの災害情報がリ
アルタイムに表示されます。

また、遠隔操作で商品を無料提供で
きるため、自動販売機が臨時の給水機
能を果たします（最大収納数・約600
本）。2010年度までに首都圏の6拠点
に設置を完了しており、今後も順次拡大
していく予定です。

つなぐ  会議録作成支援システム「VoiceAir」（ボイスエア）
の提供

NTT東日本は、2010年12月より、地方議会向け会議録作
成支援システム「VoiceAir」を全国で提供開始しました。

これまでも、NTT東日本では国会等の大規模な会議運営を
必要とする議会向けに会議録作成支援システムを提供してき
ましたが、本商品は地方自治体が容易に導入していただくた
めにコンパクト化したものとなり、会議録作成業務の効率化と
迅速化およびコスト削減につながります。
 会議録作成支援システム VoiceAir：

http://www.ntt-east.co.jp/business/solution/minutes/index.html

つなぐ  成田国際空港第2旅客ターミナルに無料インター
ネット施設「Broadband CAFÉ」を開設

NTTブロードバンドプラットフォーム（以下、NTTBP）は、
2010年6月より、成田国際空港第2旅客ターミナルへ無料イ
ンターネット施設「Broadband CAFÉ」をオープンしました。

施設内では、常設パソコンによるインターネット接続サービ
スやお客さまの持ち込み端末向けに無線LANによるインター
ネット接続サービスを提供しています。

インターネット接続サービスについては、NTTBPが運営す
る情報配信プラットフォーム「Wifine」を活用しており、光ネッ
トワークならではの、高速で安定性のある優れた通信品質の
インターネット接続のご利用が可能です。

こうしたインターネット接
続サービスに加え、協力企
業による最新のサービス、
機器のご紹介や海外渡航に
役立つ情報、ならびに自動
販売機サービス等を提供し
ています。

メッセージボード付き災害
対策用自動販売機

編集作業

オールインワン型
PC

認識処理音声収録

SDカード

ポータブル
レコーダー

議会審議 会議録完成

1 2 3 4

VoiceAir システム概要

Broadband CAFÉ

■

■

日本の玄関口で無線LANの普及を促進
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つなぐ  「デイリータウンページ&ハローページ」＋
「白石市市民便利帳」の共同制作

NTT番号情報は、宮城県白石市と、全国で初めての試みと
して電話帳と市民便利帳の合冊版となる『「宮城県県南版デイ
リータウンページ&ハローページ」＋「白石市市民便利帳」』

（2011年9月発行）をトライアルとして共同制作しました。
白石市の「くらしの情報」とNTT番号

情 報 がもつ「豊 富な電 話 番 号データ
ベース」を融合することにより、これま
での電話帳や市民便利帳に比べて情報
量が増加し、ご利用者にとってより利用
価値の高いものとなりました。

今回の発行後、アンケート調査を実
施し、よりご利用者にとって利便性の高
い制作に努めていきます。

宮城県県南版デイリータウ
ンページ&ハローページ

■

■

搭乗までの待ち時間を快適かつ有意義に
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パフォーマンス・ハイライト

労働安全衛生の水準の向上に寄与する取り組み

6月〜7月、11月〜12月を「転落防止強化期間」に設
定。事故防止に向けた注意喚起を徹底

「NTT東日本グループなんでも相談ダイヤル」の非正
規社員への拡大（2010年4月）

基本姿勢

社員の安全・健康が、健全な事業活動の基盤であるとの認識の下、グループ内はもとより、パートナー企業とも一
体となって安全・健康の取り組みを推進しています。
ＣＳＲ目標  
• 労働安全の推進
• 健康管理の充実

今期の成果と来期に向けた取り組み
NTT東日本グループでは、パートナー企業とも一体となり、事故の撲滅に向けた安全管理体制の強化に取り組み、

だれもが安心して働くことのできる安全な職場環境の充実に取り組んでいます。2010年度は、高所安全作業の集
合研修や事故防止に向けた社員への注意喚起等を徹底しました。また、社員の健康管理については、社内イントラ
ネットをはじめとする、各種ツールを用いた継続的な健康・衛生教育の実施による社員の健康意識の向上に加え、非
正規社員に対する各種メンタルヘルス対策にも取り組みました。

引き続き、転落事故ゼロ化に向けた高所安全作業のさらなる定着化に取り組むとともに、成人病予防対策等身体
面に対するケアの推進および社員・非正規社員に対する各種メンタルヘルス対策の実施に取り組んでいきます。

ネットワーク事業推進本部 設備部  
設備計画部門 担当部長

川端 一嘉

チームNTTのコミュニケーション

つなぐ、一人ひとりが 
社会的使命を果たすために
わたしたちは、チームNTTの一員として責任と誇りを胸に、 
高い倫理観を持って事業に取り組み、個々の成長に努めるとともに、 
豊かな地域社会づくりを推進し、社会的使命を果たします。

Theme   4
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事故の撲滅に向けた取り組み
NTT東日本グループでは、パートナー企業とも一体となり、事

故の撲滅に向けた安全管理体制の強化に取り組み、だれもが安心
して働くことのできる安全な職場環境の充実に取り組んでいます。

2010年度は、NTT東日本研修センタにおいて、高所安全作業
の集合研修および事業所における高所安全作業研修を実施し、社
員一人ひとりに対して安全作業の徹底を促しました。また、6月〜
7月、11月〜12月を「転落防止強化期間」に設定し、ポスターを掲
示して安全意識の高揚に努めるとともに、安全パトロールを実施
し必要な安全対策が講じられているか厳重なチェックを行ってい
ます。さらに、「屋根上作業における転落事故発生について（安全
作業徹底の注意喚起）」「安全作業の徹底について（注意喚起）」等、
年間を通じた注意喚起を行い、事故防止に向けた安全作業の遵守
を徹底しました。

今後も労働災害を
未然に防ぐために、社
員の危機意識や安全
意識の一層の向上に取
り組むとともに、職場
の実態や特性に即した
取り組みを展開し、労
働災害の撲滅を図って
いきます。

健康管理の充実

健康教育の充実による社員の健康・衛生意識の向上
社員の健康管理について、疾病の予防、早期発見・早期治療

が重要との認識に基づき、社内イントラネットをはじめとする、
各種ツールを用いた継続的な健康・衛生教育の実施による社
員の健康意識の向上に努めています。

2010年度は、引き続き、新型イン
フルエンザ等新たな感染症流行に備
えた対策を検討・展開した他、社内の
TVニュースによる、日々の体調管理
や健康促進に関する各種対策等を特
集する等、社員の健康管理・衛生意識
の向上に努めました。

今後も、生活習慣病予防対策や自
己管理意識醸成に向けた健康・衛生
教育の実施等、身体面に対するケアも
推進していきます。

メンタルヘルス教育の実施によるメンタルヘルス
不調の予防・早期発見・フォロー

社員の心の健康を守るため、メンタルヘルス対策の取り組み
を推進しています。

2010年4月には、社員や家族の心身等に対する相談機会等
の充実を図ることを目的に設置した「NTT東日本グループな
んでも相談ダイヤル」の利用対象者を、非正規社員にも拡大
し、2010年12月にeラーニングを活用した「メンタルヘルス
基礎講座」を実施しました。また、職位や年齢等に着目したメ
ンタルヘルス対策の取り組みとして、若手社員（20歳代）約
1,900名に対し、ウエブ問診によるにストレスチェックを実施し
ました。その他、健康管理センタとの連携の下、社員に対する
メンタルヘルス問診を実施し、①ストレス状態の気づきによる
自己管理、②健康管理医による個人面談、③職場ストレス状態
の把握による健康管理医からの職場環境改善指導等に取り組
んでいます。

引き続き、メンタルヘルス不調の予防・早期発見に向けた各
種メンタルヘルス対策の実施に注力していきます。

労働安全の推進

■

「高所作業安全研修（事業所計画）に参加して」

転落防止ポスター

新型インフルエンザ 
予防マニュアル

何でも相談ダイヤル 
パンフレット

メンタルヘルス基礎講座

高所安全作業研修の様子
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NTT東日本が運営する5つの病院は、以下の取り組みを通
じてCSRの向上に貢献しています。

良質で心のこもった安心・安全な医療の 
提供を通じて地域社会へ貢献します

救急・急性期から亜急性期・回復期を経て在宅に至るまで、
切れ目のない医療サービスの提供を可能にする「地域完結型
医療」の実現をめざして、地域の医療機関の皆さまと連携して
積極的に役割を果たしています。

医療分野におけるICTサービス導入の 
先導的な役割を果たし、安心で豊かな 
社会の実現に貢献します

電子カルテや健診システムを中心とした医療情報システムを
導入し、他に先駆けて機能の高度化を図るとともに、各病院の
電子カルテシステムをNTT東日本関東病院保守センタで一元
的に運用・保守を実施する等により、医療の質・安全の向上、
効率化を図っています。

医療部門の取り組み

また、ICTを活用した地域の病院・診療所の連携や専門医の
少ない遠隔地との連携、在宅診療の支援等、安心で豊かな社
会の実現に向けて、先導的な役割を果たしていきます。

つなぐ  通信ネットワークの安定性と信頼性の 
確保に向けた取り組み

安全で信頼性の高い通信ネットワークを維持するため、ネッ
トワークの監視・制御要員を中心に、2010年度は新型インフ
ルエンザおよび季節型インフルエンザの予防接種を約1,430
人を対象に実施しました。なお、そのうちNTT東日本が運営
する病院においては、延べ560名に対して予防接種を実施し
ました。

つなぐ   NTTグループ社員等の健康の維持・増進に向け
た取り組み

NTT東日本が運営する病院、および健康管理センタ（関東病
院、伊豆病院、長野病院、東北病院、札幌病院、首都圏健康管
理センタ）では、労働安全衛生の水準向上に向けた取り組みの
一翼を担い、グループ会社の各事業所と連携を図り、NTTグ
ループ社員等の疾病の予防、早期発見・早期治療に向けて取
り組むとともに、心の健康を守るため、メンタルヘルス対策に
取り組んでいます。

NTT東日本 
東北病院

NTT東日本 
札幌病院

NTT東日本 
関東病院

NTT東日本
長野病院

NTT東日本 
伊豆病院

■

メンタルヘルス対策の実施について
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つなぐ  NTT東日本関東病院における院内廃棄物減量化の
取り組み

NTT東日本関東病院ではこれまで、院内で発生した廃棄物
について、鈴与株式会社と共同開発した「生ゴミバイオ処理シ
ステム」や「注射針等の感染性廃棄物の処理システム」の導入に
より、廃棄物排出量の大幅な減量化・無害化を図ってきまし
た。2010年9月からは、これまで特別管理産業廃棄物として
処理してきた紙オムツを「紙オムツ処理システム」を導入し、院
内処理することにより、日本で初めて院内廃棄物処理の自己
完結化を実現しました。これにより、年間の紙オムツ排気量を
12t削減する等、さらなる廃棄物排出量の減量化・無害化を図
るとともに、廃棄物運搬にかかるCO2排出量を500㎏と大幅
に削減しました。今後、鈴与株式会社との連携により、広く世
の中の病院への展開・普及を図り、地球環境への負荷のより
一層の軽減をめざしていきます。

つなぐ  NTT東日本関東病院における 
国際的な医療機能評価（JCI）の認証取得

NTT東日本関東病院は、2011年3月に、国際的な医療機能
評価JCI（Joint Commission International：国際病院評
価機構）*1から、日本では2番目、東京都内の病院においては
初めてとなる認証を取得しました。

同病院では、2011年3月7日から11日の期間で、米国から
訪れた審査員（サーベイヤー）による書類審査、トレース審
査*2等を受審しました。審査は、1,220の広範な審査項目が
文書として規定され、さらにそれがどのように実践・評価・見
直されているかというPDCAサイクルを、病院スタッフ、患者
さま等に対するインタビューすること
などにより確認評価するという実践
的な方法で行われ、結果的に同病院
は国際基準をクリアすることができま
した。本認証を取得することができた
ことにより、患者さまからの信頼向
上、さらには日本の医療職の誇りにも
つながるものと考えます。本認証取
得をひとつの通過点として、引き続
き、患者安全および医療の質の向上
をさらに図っていくこととします。

用語
解説

JCI：米国の病院評価機構（JC）から発展し1989年から活動を行っている病院評
価（国際版）。患者安全と医療の質の不断の改善は医療機関にとって永遠に不滅
の命題であり、その命題を具現化すべく専門的な知識を持つ審査員が中立の立
場で医療機関を多角的に審査・評価する組織として設立。
トレース審査：病院職員に対して、カルテの提出を求め、正しく同意を得られてい
るか確認するだけでなく、患者さまにも質問し、病院職員が応えたとおりの説明
がなされているかトレース（追跡）していく方法。

つなぐ  一日看護師体験の実施
NTT東日本長野病院では、2011年「看護の日・看護週間」

（5月12日を含む1週間）における取り組みとして、一日看護師
体験を実施しました。一日看護師体験では、一般公募に応募し
た高校生8名が参加し、病院内の医療施設の見学や足浴の実
習、食事の配膳・介助等を体験していただきました。今後も、
こうした取り組みを通じて看護の現状や魅力等を理解してもら
う場を積極的に提供していく方針です。

■

さらなる患者安全と医療の質の向上をめざして

JCIの認証

■
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パフォーマンス・ハイライト

人材育成の推進に向けた取り組み

実務能力の向上に向け、延べ151コースのスキル向
上研修と131資格の社内資格認定試験、210資格の
社外資格取得支援を実施

人材育成ポータルサイトのリニューアルし、社員一
人ひとりの能力開発に関わるさまざまな情報を一元
的に表示する「マイ・ページ」を開設（2010年4月）

基本姿勢

人と人、人と社会を確実に「つなぐ」ことを使命とするNTT東日本の人材育成理念『つなぐDNA』を旗印に掲げ、
多様な人材育成プログラムによる個々のキャリア開発支援に加えて、主体的な能力開発を促す施策を積極的に展開
し、「つなぐ」という責任感・使命感を継承し事業活動を支える高い実務能力を有する人材の育成に努めています。
ＣＳＲ目標  
• 人材育成プログラムの展開

今期の成果と来期に向けた取り組み
社員一人ひとりが、高い付加価値を提供し、事業そして社会に貢献できる人材に成長するため、2010年度は、前

年度に再構築した『つなぐDNA』を具現化する育成体系の定着を図り、「事業を支える実務能力を備えたプロフェッ
ショナル人材の育成」「現場マネジメントの強化およびキャリア開発支援」を2つの柱として取り組みました。また、
人材育成ポータルサイトをリニューアルし、各職場の上長と社員、チームメンバー相互のさらなるコミュニケーショ
ンの充実や個人の成長を促すしくみの提供を行いました。今後は、これらの取り組みを一層充実・推進し、社員が成
長を実感しさらなる能力開発に意欲を持てる人材育成に努めていきます。

人材育成プログラムの展開

事業を支える実務能力を備えた 
プロフェッショナル人材の育成

安心・安全なサービスの提供に向けて、社員一人ひとりが業
務を通じて能力を発揮し、高い付加価値を提供できる人材にな
るための環境整備を行っています。

業務経験を通じた能力開発を補完する集合研修・eラーニン
グ・通信教育等の各事業領域に対応したスキル向上プログラ
ムの提供に加え、能力向上の到達レベルを確認するための社
内資格認定制度を導入しています。2010年度は、延べ151
コースの研修と131資格の社内資格認定試験を実施し、研修
受講者は約4,500人、社内資格受験者は約11,600人となり
ました。また、社外資格取得支援にも積極的に取り組み、
2010年度は210資格の社外資格を支援対象としました。

総務人事部 人材開発部門長
狩野 利之

つなぐDNA　コンセプトページ

つなぐDNA　コンセプト映像から
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また、何より「つなぐ」という「責任感」「使命感」を持ち事業
活 動 に 邁 進していくことが 重 要 であることから、『つなぐ
DNA』をテーマとした社内ホームページの開設やコンセプト
映像の共有等を通じて、社員一人ひとりが『つなぐDNA』を意
識し、業務に取り組めるよう努めています。

東日本大震災の経験から改めて『つなぐ』という使命を痛感
し、今後も『つなぐDNA』を礎として、事業活動を支える高い
実務能力を備えたプロフェッショナル人材の育成に向け、必要
となる人材育成プログラムを引き続き実施していきます。

現場マネジメントの強化およびキャリア開発支援
社員の実務能力の向上に努めると同時に、組織力・チーム力

の最大化へつなげるために、マネジメント・リーダーシップの
発揮に向けた管理者育成による現場マネジメントの強化、多様
な個々の価値観や能力を事業への貢献につなげるキャリア開
発支援の充実に向け、2010年度は21コースの研修を実施し
た他、管理者向け人材育成
ハンドブックを製作・配布し
ました。

今後も個人のキャリア開
発と組織力・チーム力の最
大化に向け、有効な人材育
成プログラムを引き続き実施
していきます。

社員の自律的な知識・スキルの習得のための 
自己啓発支援

社員の能力開発には、自律的・主体的な取り組みが不可欠で
あるとの認識の下、自己啓発支援としてeラーニング、通信教
育等の各種プログラムを体系的に整備し、社員の自己実現を
サポートするしくみを提供しています。

2010年度には、109コースのeラーニング教材、427コー
スの通信教育講座を提供し、社員の自律的な能力開発を支援
しました。

また、2010年4月には、人材育成ポータルサイトを、「社員
が育ちやすい、上長が社員をフォローしやすい」をコンセプトに
リニューアルし、これまでの経験や成長の過程を見える化する

「自分成長カルテ」、社員一人ひとりの実務能力を棚卸しできる
「スキル把握」、スキル把握の実施結果等から最適な育成プログ

ラムを照会する「ナビゲート」等の機能を提供する他、社員一人
ひとりの能力開発に関わるさまざまな情報を一元的に表示する

「マイ・ページ」を開設し、社員の成長を支援しています。
今後も、社員の自律的・

主体的な成長をサポートす
るしくみの整備を引き続き
実施していきます。

人材育成理念『つなぐDNA』の具現化

・「つなぐ」という使命にこだわり続けるDNA（気概）の継承

人材育成体系の再構築

成長のサポートを推進

DNA（気概）の継承

・実務能力を備えたプロフェッショナル人材の育成
・マネジメント・リーダーシップを発揮できる管理者の育成

・新しい人材育成ポータルサイトの「マイページ」の導入と活用

人材育成理念
安心・安全で、

お客さまに信頼される
サービスを

提供できる人材

人材育成ポータルサイトの
「マイ・ページ」

管理者用人材育成ハンドブック

NTT東日本グループ  CSR報告書 2011　　72

チームNTTのコミュニケーション



多様な人材の活用

ダイバーシティに富んだ社員の積極的活用に 
向けた意識啓発・支援施策の展開

社会の変化に伴い、多様化するお客さまのニーズにお応え
していくには、NTT東日本グループ内にも同様の多様性形成
が必要です。そこで、「ダイバーシティ推進室」では、社員一人
ひとりが持つ能力や特性、価値観の違いを尊重し、一人ひとり
の社員を効果的・戦略的に活用していくために、推進に向けて
ダイバーシティ推進の意義や必要性に対する社員の理解を促
し、多様な個性を持った一人ひとりの社員が能力を最大限に発
揮できる企業風土の醸成に向けて、さまざまな啓発活動およ
び施策を実施しています。

2010年度は、ダイバーシティに富んだ社員のロールモデ
ル*や、水平展開できるような取り組みを行っている職場や、
社員一人ひとりが活躍している
職場をホームページで紹介して
きました。また、フォーラムやセ
ミナー の他に、女性部下を持つ
管理者向け研修を実施しました。

今後も引き続き、意識啓発お
よびキャリア開発支援に向けた
施策を展開していきます。

用語
解説 ロールモデル：役割を担うモデル。模範。手本。

パフォーマンス・ハイライト

多様性の尊重と機会均等の推進に向けた取り組み

所属等にとらわれない社員間ネットワーキングによ
る連帯感の醸成と幅広い知識や視野を得ることによ
る問題意識の醸成を目的とした、社員向け勉強会を
開始

育児休職からの早期復帰を推進するため育児の短時
間勤務制度の見直しを実施（2010年6月）

基本姿勢

多様な人材の活用、多様な働き方の推進が、一人ひとりの能力の最大発揮、ひいてはトータルマンパワー の最大
化につながっていくとの認識の下、一丸となってダイバーシティ・マネジメントを推進していきます。
ＣＳＲ目標  
• 多様な人材の活用
• ワーク・ライフ・バランスの推進

今期の成果と来期に向けた取り組み
ダイバーシティ推進に拍車をかけ、全社一丸となった取り組みに発展させていくため、2008年4月にダイバーシ

ティ推進室を発足、2009年7月に「ダイバーシティ推進小委員会」、「ダイバーシティ推進ワーキンググループ」およ
び「女性コミッティ」を設立し、組織横断的な検討を経て、さまざまな取り組みを展開してきました。また、支店等にも

「ダイバーシティ推進担当」を設置し、それぞれの組織に即した活動を行っています。2010年度は、効率的な会議の
ルールを定めた「Value Meeting活動」や幹部向け講演会を通じた意識改革等により、生産性の高い働き方をめざ
し、ワーク・ライフ・バランスの推進をしてまいりました。また、全社員向け勉強会（EAST SALON）を開始し、社員
間連携を深めるネットワーキング*およびさらなる問題に意識の醸成を図る等、新たな取り組みにもチャレンジして
います。今後はこれまでの取り組みの充実に加え、多様化する社員がいきいきと働くことのできる環境づくりにさ
らに取り組んでいきます。

* ネットワーキング：生活や企業の場で見られる、人と人との輪のようなつながり

ダイバーシティ推進室の社内向け
ホームページ

総務人事部 ダイバーシティ推進室長
境 麻千子
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ダイバーシティ推進のための文化醸成活動の展開
NTT東日本グループでは、ダイバーシティ推進に向けて、

さまざまな文化醸成活動を展開しています。
たとえばダイバーシティ推進室では、社内イントラネットを通

じてダイバーシティに関するさまざまな情報を発信しており、
ホームページ上では「幹部からのメッセージ」の掲載等を順次
行っています。2010年度は、全社員向けeラーニングおよび
経営幹部・管理者向けの講演会を実施するとともに、社員間の
連携を深めるネットワーキングおよびさらなる問題意識の醸成
を図ることを目的とした社員向け勉強会（EAST SALON）を実
施する等、ダイバーシティへの職場の理解促進および多様性
の受容促進を図りました。また、2010年7月には、女性管理者
の経験や考えを聞き、気軽に相談できる場として、「きらきらサ
ポーターズカフェ」を開催し、今後のキャリアや、コミュニケー
ションの取り方についての糸口を見つけるきっかけを作り、継
続的に相談できる先輩や、お互いの悩みを打ち明け相互に支
えあう関係構築につなげる等の取り組みを行いました。

2010年8月から9月にかけては、NTT東日本グループに
おけるダイバーシティ推進状況の現状把握を行うため、全社
員に対して「ダイバーシティ推進の状況に関する調査」を行い
ました。調査では、ダイバーシティ推進活動の浸透状況や、働
きやすい職場環境かどうか、組織に対する満足度や将来への
意欲等について、アンケー
ト形式での質問を行いまし
た。調査の結果では、ダイ
バーシティ推進活動に関す
る認知度は向上しており、ま
た、活動の効果を実感して
いる社員も増えてきている
ことが見てとれます。今回
の調査結果をもとに、さらな
る取り組みが必要と思われ
る項目について、引き続き、
改善を図っていきます。

今後も、多様な人材が活
躍できる風土づくりに努め
ていきます。

次世代育成支援に向けた行動計画の 
具体的プログラムの推進

社員一人ひとりのライフスタイルに応じて能力を最大限発
揮できるよう、次世代育成支援にも取り組んでおり、2005年
4月からの3年 間、2008年4月からの3年 間 に 引 き 続 き、
2011年4月から3年間の「次世代育成支援行動計画」を策定し
ました。2010年6月には、育児介護休業法の改正にあわせて
育児休職からの早期復帰を推進するため、短時間勤務制度の
見直しを実施しました。これらの制度が各社員の事情に応じて
利用できるように、ポータルサイト「NTT－LIFE＋」、「『一人ひ
とりのワーク・ライフ・バランス』を実現するためのコミュニ
ケーションハンドブック」等を活用して制度内容を情報発信す
る他、休業利用者の体験談を紹介する等により、その啓発にも
取り組んでいます。

今後も引き続き、育児と仕事を両立するための制度の理解・
浸透、活用しやすい風土づくりに努めていきます。社員向け勉強会（EAST SALON）

きらきらサポーターズカフェ

■

先輩の仕事と育児両立の 
アイディアにあふれる会です

■

講師や他部署との接点ができ 
視野が広がりました
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ワーク・ライフ・バランスの推進

ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた 
働き方の検討と諸施策の展開

ダイバーシティ推進に向けた取り組みの中で、仕事と育児の
両立を図りながら働く社員のためのサポートは、グループ内
に多様性を育む原動力の1つと位置づけています。2010年
度は、出産休暇・育児休職を取得する前後に行う、本人、上司
とダイバーシティ推進室との3者面談、育児休職復帰者セミ
ナー開催等従来からの取り組みに加えて、仕事と育児の両立
を支援する社内SNS*コミュニティ「ワーキングパパ&ママ広
場♪」を設置しました。子育てに関わるすべての社員を対象に、
ライフステージの変化にかかわらず、個人の力を仕事で十分
に発揮できるよう、仕事との両立に向けて困っていることやア
ドバイスをもらいたいこと等を情報交換できる場として活用し
ています。出産休暇、育児休職中にも利用できるように、携帯
電話からもアクセスできるようにする等、環境の整備に取り組
んでいます。

また、育児中の男女社員を対象として、親のあり方・親子の
コミュニケーションの取り方等についての講話や、仕事と育児
の両立および育児に関するグループディスカッションを行う

「ペアレンティング・セミナー」も実施しました。
2008年度からは、ワーク・ライフ・バランスの推進や育児と

仕事の両立をサポートすること等を目的とした在宅勤務を実
施しており、試行実施を経て、2009年度から全県等域で本格
展開し、2011年3月までに、700名の社員が在宅勤務を実施
しました。全県等域での在宅勤務の展開にあたっては、各県等
域での在宅勤務推進担当者の育成や配置、在宅勤務実施者お
よびその上長への事前研修会の実施等、在宅勤務者の拡大や
施策の定着に向けた取り組みを実施した他、ホームページや
コミュニティサイトを活用し、在宅勤務を実施した感想を掲載
したり、在宅勤務を有効に活用するための工夫等の情報を、社
員に向けて発信しています。

さらに、ワーク・ライフ・バランス推進、中でも業務の生産性
を向上させる取り組みの1つとして、「Value Meeting活動」
を推進しています。これは、会議の基本ルールとなる6カ条を
推進し、会議の生産性向上、ひいては業務全体の生産性向上
につなげようとする活動です。

今後も、生産性の高い働き方の推進を通じて、ワーク・ライ
フ・バランスを推進していきます。

用語
解説

social networking service：個人間のコミュニケーションを促進し、社会的な
ネットワークの構築を支援するインターネットを利用したサービスのこと。

福利厚生
社員が入社してから退職するまでの間、ライフプランやライ

フスタイルに応じてさまざまな福利厚生メニューが選択できる
「カフェテリアプラン（選択型福利厚生制度）」や、社員がライフ

プランの設計や見直しが行えるよう、節目をとらえた「ライフ
デザイン研修（4回）」を実施するとともに、「ライフデザイン相
談室」も用意しています。

■

育児はとても楽しく、 
充実した時間を過ごせました

ペアレンティング・セミナー SNSコミュニティ
「ワーキングパパ&ママ広場♪」
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各種制度の一例
制度の名称 概要

育児

育児休職 子どもが満3歳になるまで取得可

短時間勤務 子どもが小学校3年生の年度末までの期間、
1日の勤務時間を4・5・6時間から選択可

（本人が申請した期間取得できるよう2010年
6月に見直し）

再採用制度 育児に専念するために退職した場合、一定の
要件を満たせば選考により再採用が可能

ライフプラン休暇 
（育児）*

子どもの養育を目的に、1週間以上の休暇とし
て取得可

育児支援サービス 
（カフェテリア 
メニュー）

ベビーシッター育児支援サービス（子どもの
家庭内での保育、保育所等への送迎）の割引
券の交付等

介護

介護休職 最長1年6カ月まで取得可

短時間勤務 介護休職の期間とあわせて最長3年間、1日
の勤務時間を4・5・6時間から選択可

再採用制度 介護休職後、引き続き介護のために退職した
場合、退職後一定期間内に社員として再採用

介護休暇
2010年6月新設

家族の介護を目的に、1年度につき5日取得可*
（被介護者が2人以上の場合は10日）

ライフプラン休暇 
（介護）*

家族の介護を目的に、1週間以上の休暇として
取得可

* 勤続年数5年ごとに5日間の休暇が発効され、また失効年休の一部についても積
立可能な休暇。

つなぐ  障がい者を中心とした 
「さいたま新都心センター」開設

NTTソルコでは、障がい者雇用の取り組みの一環として、バ
リアフリーな職場環境を整備した「さいたま新都心センター」
を2009年10月より開設しています。埼玉県内の障がい者就
労支援機関等でトレーニングを受けた障がい者がリーダーと
なり、センターで働く障がい者スタッフの研修から日常的な運
営まで、障がい者を中心にセンターを運営しています。

センターオープン時には
障がい者スタッフは13名で
したが、2011年8月には20
名となっており、将来的に
は、業務量の拡大を図り、障
がい者の雇用人数を拡大し
ていきます。

つなぐ  在宅オペレーターによるコンタクトセンターサー
ビスの取り組みが「第11回テレワーク推進賞」に
おいて「奨励賞」を受賞

NTTソルコは、2011年1月に、社団法人日本テレワーク協会
が主催する「第11回テレワーク推進賞」において「奨励賞」を受
賞しました。2009年6月から実施している『オペレーター採用
受付業務』での電話受付業務の実績をもとにした「在宅オペレー
ターを活用したコンタクトセンターサービスの推進」での取り組
みが評価されたものです。

これまで、コンタクトセンター の運用においては、コンタク
トセンターへの問い合わせ等が集中する曜日・時間帯に、電話
がつながりにくいといった状況を解決しオペレーターを柔軟

に配置する人件費の削減等のコストリダクションを実現する手
段として、在宅オペレーターによるコンタクトセンターサービ
スを活用してきました。

今後も、在宅オペレーターサービスは、NTTソルコがめざ
すクラウド型コンタクトセンターを実現していくための手段の
1つとして 提 供 するととも
に、テレワークの 普 及・促
進、新たな労働市場の開拓、
ワーク・ライフ・バランスに
貢献するために、さらなる普
及・拡大に努めていきます。

センター内の職場の様子

■

在宅オペレーションのお仕事

「第11回テレワーク推進賞」において「奨
励賞」を受賞
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チャレンジ意欲の向上
社員のモチベーション向上に向けては、果敢に挑戦し、着実

に成果を生み出した者への評価と給与等への反映を適正に行
うことで、積極的な行動への意欲を一層向上させるとともに、
評価者研修、多面観察、社員意識調査等の諸施策を継続的に実
施することで、評価の納得性、公正性の向上等を図り、さらな
るチャレンジ意欲の向上等に努めています。

さらに、意欲のある社員がより幅広いフィールドで活躍する
チャンスとして、「NTTグループ内ジョブチャレンジ」を実施
し、希望する社員へのキャリアアップの機会を提供し、また
NTTグループ内の人材交流を促進しています。

社長表彰
日常業務や社会貢献活動、環境保全活動等さまざまな分野

において著しい成果をおさめ、事業や社会の発展に大きく貢
献した社員等の功労に報い、士気高揚、事業・社員の活性化を
図る観点から、社長表彰を実施しています。

2011年度は、事業活動における成果等、業務に関する功績
の他、東日本大震災におけるサービス復旧等に関する功績、
地球環境保護に関する功績、社会貢献活動等に対し社長表彰
を実施しました。

社員のモチベーション向上に寄与する取り組み

2011年度「非常災害復旧表彰」、「地球環境保護表彰」、 
「社会貢献活動表彰」案件

非常災害復旧 
表彰

東 日 本 大 震 災におけるサービ ス復 旧 等に関 する功 績 
（団体／17支店エリア他）

地球環境保護 
表彰

院内廃棄物処理システムの開発に関する功績
（団体／NTT東日本関東病院）

検証設備の電力使用量削減によるCO2排出量削減に関す
る功績

（団体／NTT東日本ネットワーク事業推進本部）

アニマルパスウェイの設置を通じた生物多様性保全への 
貢献に関する功績

（団体／NTT東日本－山梨）

社会貢献活動 
表彰

保護司活動および青少年健全育成活動に関する功績
（個人／NTT東日本－栃木）

少年野球指導による健全な青少年の育成・指導に関する 
功績（個人／NTT東日本－埼玉）
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全社的プログラム

「電話お願い手帳」*の配布
1983年にお客さまから寄せられた要望をヒントに「電話お願

い手帳」を作成し、以降、地方自治体や企業にご協力いただき配
布しています。また、ご利用者から寄せられたご意見・ご要望
を参考に内容の見直しを重ね、2010年においても、電話に関
するお問い合わせや、ご注文をファクスで承る「NTTふれあい
ファクス」の案内、災害・緊急時に役立つ「災害用伝言ダイヤル

（171）」「災害用ブロードバンド伝言板
（web171）」の情報等に加えて、より
コミュニケーションがとりやすくなる
よう内容を工夫しました。2010年の

発 行で29回 目
となり、約10万
部を発行しまし
た。今後も、耳
や言葉の不自由
な方にとって、
より使いやすい

コミュニケーションツールとなるよう検討を進めるとともに、継
続した配布協力企業・団体の拡大に取り組んでいきます。

用語
解説

電話お願い手帳：耳や言葉の不自由な方が、外出先で周囲の方に尋ねたり、お願
いしたりする際のコミュニケーションツール。

「ライブホン」*の利用促進
1987年以来、ライブホン「ときめき」を活用し、耳の不自由

な方々にも楽しんでいただけるコンサートを開催し、これまで
に4,000名を超える方々に臨場感ある音楽を楽しんでいただ
いています。2010年度も「NTT東日本N響コンサート」を主
催し、聴覚に障がいのある方等15組をご招待し豊かな音楽を
楽しんでいただくとともに、コンサートロビーへ「ライブホン体
験コーナー」や「社会貢献活動紹介コーナー」を紹介する特設

パフォーマンス・ハイライト

社会貢献活動

骨伝導式ステレオヘッドホン「ライブホン」を活用した
コンサ ートに、聴覚に障がいのある方をご招待。こ
れまでに4,000名を超える方々に臨場感ある音楽を
ご提供

耳や言葉の不自由な方のためのコミュニケーション
ツール「電話お願い手帳」を10万部発行。2011年
で30回目（予定）

基本姿勢

地域社会と密着し事業を営むNTT東日本グループでは、社会と共生する「良き企業市民」をめざし、チームNTT
のメンバーが一体となって、地域社会の発展に向け継続的かつ積極的に社会貢献活動に取り組んでいます。
ＣＳＲ目標  
• 全社的プログラムの実施  • 地域的プログラムの推進
• 活動する社員への支援の実施  • NTT mimi-プロジェクトを通じた施策の推進

今期の成果と来期に向けた取り組み
NTT東日本グループでは、これまで築き上げてきた地域の皆さまとの強いつながりを通じて、地域に根ざした社

会貢献活動を行っています。また、東日本大震災により被災した地域においても、チームNTTのメンバーが一丸と
なってさまざまな支援活動等を実施しました。今後も、地域の皆さまとの接点を大事にしながら、地域社会の持続的
な発展に寄与する取り組みを進めていきます。

科学技術館における実験演示の模様 特設ブースでライブホンを体感する模様

  

「電話お願い手帳2012年版」緊急連絡とAED運搬の
依頼ページ

総務人事部 総務部門長
長門 徹
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地域的プログラムの推進

地域と密着した社会貢献活動等の充実
NTT東日本グループでは、チームNTTが一体となって開催

する環境デーにおけるクリーン作戦等、地域特性やニーズに
応じて、各社が積極的に福祉、文化・教育、スポーツ、環境保
全等の幅広いジャンルで社会貢献活動等を展開しています。
 社会貢献活動（地域的プログラム：地域貢献活動）：

http://www.ntt-east.co.jp/philan/region/region-b/05_regional.html

つなぐ  営業車を利用した安全運動
各都道県域で広く車両を運行する業務の特性を活かし、“街

を走る営業車で子どもたちを守ろう”を合言葉に営業車にス
テッカーを貼って、「子ども110番の車」という防犯活動に取り
組んでいます。2006年度から活動を始め、2008年度には東

日本17都道県域の全支店
グ ループに拡 大し、2010
年 度 も 引 き 続 き 子どもを
狙った犯罪の防止に協力し
ました。

つなぐ  環境クリーン作戦
環境美化を通じて地域社会および環境保護に役立つよう、社

員がボランティアで清掃活動を行っています。たとえば大宮ア
ルディージャでは、2004年度
から月3回程度、社員、地域の
方々、選手が一緒になった「大
宮クリーン大作戦」を実施して
おり、2011年6月までに通算
で180回を超える活動となっ
ています。

 社会貢献活動（地域的プログラム：自然環境保護活動）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/region/region-b/04_ecology.html

つなぐ  臨床実習生の受け入れ
千葉支店グループでは、2010年4月から7月において、千

葉県立千葉盲学校の臨床実習生2名を受け入れ、理療施術者と
しての技術の向上と資格取得に貢献しました。千葉県立千葉盲
学校では、学習指導要領に基づき、療施術者として資格を取得
するために臨床実習が位置づけられていることから、近隣（四
街道市）企業等に協力を求めていましたが、学校所在地近隣に
受け入れ可能な企業等も数少なく、また受け入れ期間も長期の
ため、受け入れ先の選定に苦慮していました。こうした状況か
ら、千葉市内の企業等へも受け入れの打診がされ、千葉支店グ
ループにおいては、良き企業市民としての地域社会への貢献
活動の一環として、実習生を
受け入れることとしました。
毎週金曜日に、実習生が社
員に対して、一人約30分程
度の「あん摩・マッサージ・
指圧」の施術を実施し、技術

ブースを設置する等、来場された一般の方々にも「ライブホン」
技術を体感いただきました。また、2009年4月からは、千代
田区にある科学技術館からのご要望により、科学技術実験演
示プログラムに「ライブホン」を設置いただき、音の伝わり方に
ついての理解を深める材料として役立てていただいています。

今後も継続して、「ライブホン」の活用に向けた取り組みを実
施していきます。

用語
解説 ライブホン：NTTグループが開発した聴覚障がい者用ステレオヘッドホン。

 社会貢献活動（全社的）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/company/

スポーツ教室の開催
NTT東日本では毎年、青少年の健全な育成と地域のスポー

ツ振興を目的に、東日本の各地域で野球教室、バドミントン教
室等さまざまなスポーツ教室を開催しています。

2010年度は、野球教室を2回、バドミントン教室を14回開
催し、NTT東日本スポーツチームの現役選手が地域の子ども
たちの指導にあたりました。

また、今後も、各県域支店との連携・調整を強化しさらなる
教室内容の充実を図っていきます。

 シンボルチーム：
http://www.ntt-east.co.jp/symbol/

ステッカーを貼った営業車

野球教室の模様 バドミントン教室の模様

「大宮クリーン大作戦」の様子

施術模様

■

臨床実習生皆さまの今後のご活躍に期待して
います!
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命の大切さを教える活動にも積極的に取り組んできました。さ
らに、新潟県血液疾患の患者会「マルク’S」を発足し、集会場や
病院で入院患者・通院患者を交えた患者同士の情報交換の場
を提供することで、患者および家族への支援を行っています。

つなぐ  インターンシップの受け入れ
神奈川支店グループでは、学生の就業意識の向上、次世代

の地域経済の担い手となる人材の育成等を目的に、毎年、高
校生、大学生および留学生のインターンシップを受け入れて
います。2010年においても、合計16名（高校生3名、大学生
8名、留学生5名）を受け入れ、ビジネスマナー の習得やNTT
商品の販売等をはじめとした営業活動の見学、通信のつなが
るしくみ、災害対策等の社会的責任の取り組みをはじめとした
通信設備見学、研究所見学等を実施しました。2010年の受け
入れで5年目となり、今後も通信事業に対する理解促進に向け
て積極的に取り組んでいきます。

つなぐ  老人ホームへの訪問活動
NTT東日本－青森の関係

社員一同で、1970年より演
劇サークル「ばっけ」を結成
し、演劇公演という老人ホー
ムへの訪問を40年間継続し
て行っています。入所者の
方の心身の安らぎや活力と
なるような自作の演劇を公演
し、公演回数は210回を超え
る 活 動 とな っています。
2005年からは、地元の大学
生と共同で老人ホームの訪
問活動を行っており、活動に
賛同する学生は延べ60名に

力の向上を図りながら社員とのコミュニケーションを深めまし
た。実習生の丁寧な問診や施術により、社員も安心して施術を
受けることができ、また、盲学校の実習生との触れ合いを通じ
て、社会貢献活動への意識の向上にもつながりました。

つなぐ  企業消防団活動の実施
千葉支店グループでは、総務省消防庁が財団法人日本消防

協会等と連携して展開する「消防団員入団促進キャンペーン」
において、NTTが協力要請を受けたことから、良き企業市民と
しての地域社会への貢献活動の一環として、千葉市消防局と連
携を図ることを決定し、2009年4月、「NTT企業消防団」を発
足し、消防団活動に参加しています。企業消防団としてのおも
な活動は、各種訓練・出初式等への参加、火災予防運動等を実
施しています。地域の安心・安全に向けた火災予防等に積極的
に取り組み、地域社会へ貢献
しています。2011年7月現
在の団員数は5名であり、さ
らなる活動の充実を図り、地
域に信頼される千葉支店グ
ループをめざしていきます。

つなぐ  骨髄バンク活動の理解向上および 
患者等への支援活動

NTT東日本－新潟設備部の関係社員一同で、1996年より、
骨髄バンク活動の理解向上および患者等への支援活動を行っ
ています。各市長等を表敬訪問する活動「何もしないより・元
気ウォーク」や、患者による絵画展の実施、チャリティによる骨
髄バンク活動資金の寄付活
動等を行ってきました。また、

「命の大切さ。生き方」の講
演や、「いのちのアサガオ」と
して白血病で亡くなった小学
生が育てていたアサガオの
種を地域の各小学校へ配布
する等、地域の子どもたちへ

演劇サークル「ばっけ」

老人ホームでの演劇公演模様

■

お芝居を続けてこられたことに感謝しています

■

熱き闘志を胸に地域防災活動

消防車と消防団員

「何もしないより・元気ウォーク」にて新潟県
三条市市長にメッセージを読みあげる社員
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NTT mimi-プロジェクト*を通じた 
施策の推進

聴覚障がい者に対する理解促進に向けた 
活動の推進

NTT mimi-プロジェクトでは、聴覚障がい者に対する理解
促進に向けた取り組みとして、社員を対象に聴覚障がいへの
理解を深めるセミナーやウエブを活用した手話応対講座を定
期的に開催しています。1999年より開始した手話講習会は、
2010年度には、年間6回（参加者154名）を開催し、これまで
延べ1,900名を超えるグループの社員が受講しました。また、
ウエブにおいても動画による手話講座を開講しており、日常
用いる単語および会話などの手話表現を随時追加・更新して
います。引き続き、手話講習会やウエブ手話講座等を活用し、
聴覚障がい者に対する理解促進活動の充実に取り組んでいき
ます。

各種サービスのバリアフリー化に向けた活動の推進
NTT mimi-プロジェクトでは、NTTグループにおける各種

サービスのバリアフリー化に向けた取り組みとして、聴覚障が
い者や高齢者の方々のコミュニケーションを支援し、より積極
的な社会参加を促進するために、NTT東日本グループが提供
するサービスや製品を聴覚障がい者の立場から検証し、より
使いやすいものに改善する提案の実施・バリアフリー化に向
けた新商品の検討を実施しています。2010年度も各種サー
ビスのバリアフリー化に向けて、サービス主管と意見交換を行
うとともに、首都圏で開催される聴覚障がい者が集まる大規
模なイベントの一つである「耳の日記念文化祭福祉機器展示」
に参加し、「電話お願い手帳」の配付の他、2011年3月に発売
された「ひかりフレッツフォン VP3000」の疑似体験ブースを
設置して、体験者より意見・要望等を収集しました。今後もさ
らに掘り下げた提言活動の実施に向け、さらなる調査・検討を
進めていきます。

活動する社員への支援の実施

マッチングギフトプログラムの展開
地域社会における福祉の増進に資するため、社員が自発的

な募金活動で得た金額に対し、会社も同額を支出して寄附を行
うマッチングギフトプログラムを設け、福祉施設等に継続して
寄附を行っています。2010年度においても、本社をはじめ
NTT東日本グループで積極的な実施を行い、約748万円を社
会福祉団体等に寄附を実施し、介護用ベッドや福祉車両等の購
入にお役立ていただきました。

今後も継続的なプログラムの利用促進に向け、寄附実施団
体での活用状況等について社内PR活動を実施する等、活動す
る社員への支援の充実に努めていきます。

参加人数（人） マッチング 
寄附金額（円） マッチング金額寄附先

2008年度 33,923 11,883,015 公益財団法人日本ユニセフ協会、 
公益財団法人日本盲導犬協会、 
特別養護老人ホーム等 
各社会福祉法人

2009年度 30,975 11,065,650

2010年度 17,030 7,481,436

 活動する社員への支援：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/employee/

ものぼり、学生たちへ社会貢献の重要さ・大事さを伝える活動
ともなっています。また、同サークルは、2000年からは一般の
演劇公演の収益金を地元の社会福祉協議会へ寄附する等、活動
の幅を広げています。

■

「いつでも、どこでも、だれとでも 
コミュニケーション」
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用語
解説

NTT mimi-プロジェクト：NTTプロジェクトに勤務する聴覚に障がいのある社員
および聴覚障がいに対する見識を持つ社員から構成され、「聴覚障がいに対する
理解促進」「バリアフリー推進」を柱に、お客さまへのサービス向上を目的に、NTT
グループの提供するサービスや商品について聴覚障がい者の立場から検討する
ワーキンググループ。

 NTT mimi-プロジェクト：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/mimi/

■

つなぐ情報機器を開発してまいります
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ステークホルダー の皆さまとともに

 NTT 東日本グループのステークホルダー
　NTT東日本グループでは、ステークホルダーの皆さまのご
意見や社会のニーズに配慮しながら事業活動に取り組むこと
が、社会との信頼関係を深めるために非常に重要であると考
え、ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションの機会
を増やしていくことに努めています。

　ステークホルダー の皆さまからのご要望・ご期待に誠意を
持って的確にお応えすることに総力を傾け、グループが一丸
となって「人々の思いを伝え合える社会」「安心・安全・豊かな
社会」の実現ならびに「環境との共生」をめざしていきます。

環境との共生
NTT東日本グループがめざす社会

人々の思いを伝え合える社会 安心・安全・豊かな社会

お客さま
　常にお客さま第一という考え
の下、安心・安全で信頼できる
技術・サービスを提供します。

地域社会
　社会貢献活動、環境保全活
動、地域社会の課題解決に積極
的に取り組み、信頼される企業
であり続けます。

お取引先
　販売パートナー、業務
委託先、購買先等、すべ
てのお取引先と公正かつ
自由な取引により共存共
栄をめざし、誠実に接し
ます。そして、お取引先
とともにNTT東 日 本 グ
ループのブランド価値を
高めます。

行政・行政機関
　公益的使命を有する企
業として、政府・行政機
関との健全かつ適切な関
係を確立します。

行政・
行政機関

地域社会

社員

お客さま

株主

お取引先 NTT東日本
グループ

株主
　企業価値の向上に努めるとと
もに、積極的な情報開示による
経営の透明性の向上に取り組
みます。

社員
　社員一人ひとりの能力を最大
限に発揮できるよう、安心で快
適な職場環境を提供し、各種制
度の充実および人材育成に取り
組みます。
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 ステークホルダーとのコミュニケーション
　NTT東日本グループでは、ステークホルダーの皆さまから
のご意見やご要望を企業活動に積極的に取り入れ、社会の持
続的発展と企業価値の向上につなげていくために、さまざま
な取り組みを行っています。
　たとえば、社長を委員長とする「スマイル委員会」を定期的
に開催し、「お客さま相談センター」等に寄せられたご意見や
ご要望を、業務改善や新サービスの開発に活かしていく「スマ
イル活動」を行っています。

　2010年度には、お客さまからいただいた約13万8,000件
のご意見やご要望を参考に改善を実施する等、サービス向上
等に取り組みました。
　また、サプライヤ*各社の環境に対する体制と製品の評価を
実施し、環境への取り組みや製品等の環境配慮が改善される
よう、評価結果に考察を加えてフィードバックしています。

アカウンタビリティの要請／活動実態の評価

CSR報告書

対話（ステークホルダー・ダイアログ）

第三者意見

ステークホルダーの皆さま
問題の提起 改善の要求

Action

開示NTT東日本
グループ

課題の把握

計画の実行／
パフォーマンスの測定

課題の選定／
目標（指標）化

測定結果の評価／
課題の洗い出し 改善

CSR報告書における情報開示の範囲

Plan Do Check

 ステークホルダー の声を活かしたNTT 東日本グループのPDCAサイクル

お客さま

地域社会

社員

お取引先

お客さまのご意見やご要望を業務改善・新サービスの開発に活かす「スマイル活動」をはじめ、「お客さまの声」を積
極的に業務運営に反映させています。
◎ お客さま相談センター／お客さま満足度調査／各種製品・サービスに関するアンケート調査等

事業活動を通じて、また、支店グループ（支店・都道県域会社）をはじめとする全グループ会社社員が一企業市民とし
て、地域に密着した社会貢献活動等を行っています。
◎ 各種行事への参加／地域懇談会／消費者団体との勉強会等

社員一人ひとりが明るく活気に溢れ、チャレンジ意欲を持って業務に取り組める風通しの良い職場環境・企業風土の
構築に向けて、コミュニケーション環境の充実に努めています。
◎ 各種面談の実施／社員意識調査／ジョブチャレンジ（NTTグループ内人材交流）／経営幹部による支店等キャラバンの実施等

お取引先とともに社会的責任を果たしていくため、「グリーン調達ガイドライン」に基づくサプライヤ各社の環境に対
する体制と製品の評価を実施するとともに、おもにサプライヤ各社の自主性を活かした品質管理方式に基づく経済
的かつ高品質な製品の調達に努め、意見交換等も行っています。
◎ グリーン調達ガイドライン／品質管理方式NQAS（New Quality Assurance System between first and second parties）等

サプライヤ：事業活動に必要な製品や原材料等を供給する関係にある事業者のこと。用語
解説

コミュニケーションの例
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CSRマネジメント

 CSR 推進体制
　NTT東日本は、「企業としての社会的責任を果たし、社会の
持続的な発展に貢献していく」とのCSR経営の基本姿勢の下、

「身近な総合ICT企業」としてお客さまから選ばれ信頼され続
ける企業経営をめざしています。そのため、CSR推進に向け
たマネジメント体制を明確にし、NTT東日本グループ全体の
CSR活動の方針やテーマ設定、浸透施策を検討・決定するた
めに、副社長を委員長とする「CSR委員会」を設置し、具体的な
取り組みを展開しています。2010年度は、3回の委員会を開
催しました。
　CSR委員会の傘下には、「地球環境保護推進小委員会」「ダイ
バーシティ推進小委員会」を設置し、CSR推進体制の一層の充
実に向けた取り組みを展開しています。これらの委員会・小委
員会は、それぞれCSR推進室、グリーン推進室およびダイバー
シティ推進室が事務局として運営し、CSR推進に向けた当該分
野のさまざまな取り組みについて議論し、展開しています。
　CSR推進室は、CSR活動のけん引役として、基本方針や行
動計画の策定、社員への浸透、CSR報告書の発行をはじめと
したステークホルダーの皆さまへの情報開示等の役割を担っ
ており、2010年度においてもNTT東日本CSR目標による
PDCAマネジメントを機軸としたCSR諸施策の企画・展開等
を行いました。
　またグリーン推進室では、環境経営の方針策定や、地球温
暖化対策に関する施策の展開等を行っており、ダイバーシティ

推進室では、「多様な人材の活用」および「多様な働き方の推
進」に向けた取り組みを展開しています。
　こうした社内推進体制により、NTT東日本グループにとって
の理想的なCSR経営のあり方を、多面的かつ継続的に追求し
ていきます。

 CSR 推進に向けた取り組み
　CSR委員会では、2010年度を「CSR充実期」の最終年と位
置づけ、NTT東日本グループ全体および社員一人ひとりの
CSR意識浸透と自律的なCSR活動を推進するため、さまざま
な取り組みを行ってきました。
　2009年3月には、「NTTグループCSR憲章」「NTT東日本
グループCSR行動基準」の実践に資する観点から「NTT東日
本グループCSR目標」を制定し、2010年度においても、同目
標を基軸とした、PDCAサイクルに基づくCSRマネジメントを
展開しており、具体的には、四半期ごとに実施状況を確認する
とともに、振り返りと対処策の検討・展開を行っています。
　さらに、経営幹部やCSR推進担当者、全就労者を対象とし
た階層別研修やeラーニング研修等を実施する等、CSRに関
する理解促進・意識啓発に向けた取り組みを継続的に行って
います。
　2011年度においても、引き続きCSR活動のさらなる浸透
と充実に向けて取り組んでいきます。

NTT東日本

※ワーキンググループによる
　組織横断的な施策検討・展開

※事務局：CSR推進室

※事務局：グリーン推進室

※事務局：ダイバーシティ推進室

N
T
T
東
日
本
グ
ル
ー
プ
各
社

CSR推進
連絡会等

地球環境保護推進小委員会 環境経営施策推進
ワーキンググループ

ダイバーシティ推進
ワーキンググループダイバーシティ推進小委員会

CSR委員会 CSR目標設定
ワーキンググループ
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CSR報告書へ記載

実
績
把
握

実
績
把
握

実
績
把
握

目
標
設
定

実
績
把
握

実
績
把
握

目
標
設
定

CSR報告書へ記載

業務遂行・施策展開 業務遂行・施策展開

n－1年度 n年度 n＋1年度～

P
プラン

P
プラン

C
チェック

C
チェック

C
チェック

C
チェック

C
チェック

D
ドゥ
A

アクション
D
ドゥ
A

アクション

1/4 2/4 3/4 4/4 1/4

（以下同様）
. . . . . . . . . 

 NTT 東日本グループCSR 目標について
　NTT東日本グループでは、PDCAサイクルの実践がCSR活
動の一層の充実につながるとの認識から、CSRマネジメント
の充実に向けて、2009年3月に「NTT東日本グループCSR
目標」を制定しました。
　「NTT東日本グループCSR目標」の制定にあたっては、事
業活動を通じて社会の持続的な発展に貢献していくこと、す
なわち「事業活動はCSR活動そのものである」との基本的考
え方に基づき、組織横断的な「CSR目標設定ワーキンググ
ループ」を立ち上げ、ワーキンググループのメンバー が主体
となり、メンバー自らが日ごろから直面している事業課題に密
接に関連したテーマに基づき議論を進める等して、具体的な
検討に着手しました。
　検討に際しては、「NTTグループCSR憲章」ならびに「NTT
東日本グループCSR行動基準」の実践に資する観点から目標
を制定することとし、事業活動における取り組みやステークホ
ルダーの皆さまにとって重要な課題を抽出しあらためて整理
したうえで、NTT東日本グループが推進すべき重点項目を選
定しています。具体的には、次のステップに沿って目標を策定
しました。
　①  NTT（持株会社）と連携し、NTTグループが重視する経営方

針やステークホルダーや社会が重視する取り組みを抽出し、
「NTTグループCSR憲章」で掲げているテーマに沿って、

CSR活動における重点項目49項目（CSR項目）を選定。

　②  前記49項目から、重要性および現状把握に基づくPDCA
管理レベルの観点から自己評価し、重点的な取り組みが
必要と判断したCSR項目を抽出。

　③  抽出したCSR項目に対応する具体的な取り組みや施策を
設定し、整理。

　また、PDCAサイクルの実践にあたっては、上記③で設定し
た具体的取り組みについて、NTT東日本とNTT東日本グルー
プ各社が緊密に連携しながら、四半期ごとに実施状況を確認
することとし、CSR委員会が進捗管理を担っています。この進
捗管理の結果を踏まえ、CSR目標設定ワーキンググループ
により、すでに2011年度のCSR目標を設定し、展開してい
ます。

NTT東日本グループCSR目標によるPDCAサイクル
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コーポレートガバナンス

 取締役会・監査役会の構成
　経営の健全性と透明性を高めるため、コーポレートガバナン
ス*を経営の重要課題に掲げ、強固なガバナンス体制を構築し
ています。
　NTT東日本は15名の取締役による取締役会を構成し、原則、
月1回取締役会を開催し、会社経営の重要な業務執行の決定、
取締役の職務執行の相互牽制等を行っています。
　さらに、監査役制度を採用し、社外監査役である3名の常勤
監査役が独立した機関である監査役会を構成し、取締役の職
務の執行等を監査しています。
　また、各種会議、委員会を設置しており、会社経営・グルー
プ経営に関する重要な課題について、適切な意思決定を行う
ための議論を実施しています。

 監査役監査
　各監査役は、会計監査人および業務監査室との連係を図り、
業務監査、内部統制システム監査、会計監査により、取締役の
職務の執行等を監査しており、そのための専任組織・スタッフ
を有しています。
　なお、内部統制システム監査においては、「取締役および使
用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制」「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

「グループ会社における業務の適正を確保するための体制」等
について、監視し検証しています。

 業務監査室監査
　本社内に内部監査部門（業務監査室）を設置し、毎年、リスク
評価に基づき監査項目を選定し、ビジネスリスク軽減のための
会計・契約監査およびコンプライアンスの徹底に向けた監査と
して会社法、景品表示法等に関する監査を行うとともに個人情
報保護法および環境保全活動の推進状況等についても継続し
てグループ全体を監査しています。
　これらの監査結果を、SOX法*テスト結果を含め事業運営に
適切にフィードバックし、NTT東日本グループ全体の内部統制
機能の向上に活かしています。

 内部統制システム
　NTT東日本では、2006年5月の会社法の施行に伴い、
NTT東日本グループ全体の内部統制システム*の整備に関す
る基本方針を定めて取締役会で決議するとともに、グループ
会社に対して、同様に基本方針について各社の取締役会での
決議を求め、さらに、内部統制システムの基本方針や構築のた
めに必要な各種規程を整備する等の支援を行いグループ全体
で内部統制システムの充実・強化を進めています。

用語
解説

  コーポレートガバナンス：企業活動における違法行為を監視し、公正で健全な事業運営が行われるようにするしくみ。「企業統治」とも言う。
  SOX法：企業経営者の投資家に対する責任と業務、罰則を定めた米国連邦法。企業会計等の透明性・正確性を高めることを目的とする。
  内部統制システム：企業の内部において、違法行為や業務上過失が発生しないよう、財務報告の信頼性や法令遵守等について、規則や組織、業務プロセスを整備するという考え

方、およびそのしくみ。
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 リスクマネジメント体制の構築
　NTT東日本グループでは、大規模災害や大規模設備故障、
またネットワークへの不正アクセスやサイバーテロ等、事業運
営上のさまざまなビジネスリスクに迅速かつ的確に対応し、事
業活動および社会に及ぼす影響を最小限に抑えるために、
2006年度に本社およびNTT東日本グループ全社において、

「ビジネスリスクマネジメント推進委員会」を設置するとともに、
グループ会社間の連携強化や情報共有の迅速化を図る等、危
機管理体制を整備し、充実させています。

 ビジネスリスクマネジメントの取り組み
　これまでNTT東日本グループでは、さまざまなビジネスリ
スクへの事後対応に万全を期すための体制の整備に努めてき
ましたが、起こり得るリスクをあらかじめ分析・把握・認識し、
適切な予防策を講じて、リスクの顕在化そのものの防止を図る

「潜在リスクへの対処」を重視したビジネスリスクマネジメント
への転換を図るために、2008年10月には、NTTグループ共
通のビジネスリスクマネジメント（BRM）マニュアルに基づき、
NTT東日本の事業および業務の実態に即したNTT東日本版
BRMマニュアルを作成・発行し、社内ホームページ等への掲
載によりグループ内での共有・周知を図りました。
　また、2009年から2010年には、BRMマニュアルで定義・
分類したリスク項目の可視化を図り、リスクを分析・精査したう
えで、「事業への影響度」や「発生頻度」を示したリスクマップを
作成し、このリスクマップをベースに社会で起きた事象を追加

したうえで、事業への影響度の高いリスクについては、「事前
準備項目」、「発生時における対処」等を記載した事業継続計画
書を策定し、比較的に事業への影響度が低いリスクに対しては
事業リスク一覧を策定いたしました。
　特に新型インフルエンザに対しては、将来的なパンデミック
の発生・拡大も懸念されることを踏まえ、各支店においても
事業継続計画書を策定いたしました。

 今後の取り組み
　2011年度については、3月に発生した東日本大震災におけ
る教訓を活かし、より適切な対処が図られるよう、今般の取り
組みの振り返り、課題の分析を行ったうえで、同規模の大規模
かつ広範囲にわたる自然災害発生時における事業継続計画の
策定に向けた取り組みを展開していきます。事業継続計画の
策定にあたっては、2009年から2010年に実施した新型イン
フルエンザ発生時における事業継続計画の策定における経験
を基にしながら、事前準備項目、発生時における業務継続方法
等について検討を行い、必要な社内設備環境等の整備を進め
ていく予定であります。
　また、グループ会社においてもリスクマネジメント強化に向
けて、各社においてリスクの分析・精査を行い、さまざまなリ
スクの予防や直面するリスクへの迅速かつ的確な対応を強化し
ていきます。

リスクマネジメント

社員安否、出勤可否確認のしくみ グループ会社・協力会社等との連携確保 必要物資の備蓄※

社内通信・社内システムの確保 建物（業務拠点）耐震性等の確保※ 代替拠点ビルの確保

状況分析・評価、対応判断

※津波・放射線被害等への対応整備含む

〈業務継続のために必要な基盤環境〉

業務継続計画
（BCP）
実行

【判断に必要な評価事項】

〈人的資源〉
・人員確保の可否、勤務可能人員の把握
〈物的資源〉
・拠点利用の可否、代替拠点の選定
・社内連絡、情報共有の可否、方策の選定
・社内システムの利用可否、代替策の選定
・必要物資の量、調達方策の選定
〈社会・関連会社〉
・社会からの要請等の確認
・グループ会社、協力会社等連携の可否、
  代替手段の選択

【情報収集事項】

〈人的資源〉
・従業員、家族の安否・負傷状況
・社員等の家屋等の被害状況
〈物的資源〉
・通信設備、サービス被害状況
・拠点建物被害状況
・社内通信網、社内システム運行状況
・必要物資の備蓄状況
〈社会・関連会社〉
・公共／社会被害状況
※電気・ガス・水道・交通機関・道路、
　および地域特性（原発、津波等）等の
　被害状況
・グループ会社、協力会社等の状況

業務継続計画
（BCP）

・重要（優先）業務
  の選定
・業務継続方法
  の策定

災害発生
各組織における業務継続判断

被害状況把握

災
害
対
策
本
部
　設
置

事業計画実行までの流れイメージ
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コンプライアンスの徹底

 企業倫理に関する具体的行動指針
　NTT東日本グループでは、NTTグループすべての役員お
よび社員についての企業倫理※に関する具体的行動指針であ
る「NTTグループ企業倫理憲章」(2002年11月制定)に基づ
き、グループ全体で企業倫理の確立に向けた取り組みを推進
しています。

※  企業倫理:企業市民として持つべき倫理。企業が法令を遵守すること、倫理や道
徳等、社会的規範を遵守することを指す。コンプライアンス(法令遵守)の訳語と
して用いられる場合もある。

 企業倫理委員会
　企業倫理委員会は、全社的な企業倫理の強化に向けた取り組
み等に関して審議することを目的に、副社長を委員長として設置
されています。企業倫理に関する責任体制を明確に示しながら、
委員会ではさまざまな議論を重ね、具体的施策を積極的に展開
しています。2010年度には、4回の委員会を開催し、CSR啓発
活動と融合した研修等の実施や、各種ツールを活用した啓発活
動等を通じて、NTT東日本グループ全体における企業倫理推進
の強化・促進に取り組みました。

 企業倫理の徹底
　「NTTグループ企業倫理憲章」は、4つの視点で構成されて
います。この視点の理解・浸透を促進し、憲章を実効あるもの
とするために、2010年度は、全社員に対してe ラーニング研
修を実施するとともに、経営幹部、新入社員およびNTT東日
本グループのCSR・企業倫理推進担当者等に対して、CSR・企
業倫理研修等さまざまな研修を階層別に実施し、現在も継続
的な啓発活動に取り組んでいます。

　とりわけ、2010年度においては、グループ会社における不祥
事が相次いだことを受け、NTT東日本グループトータルとして、
コンプライアンス再徹底に向けた取り組みを行いました。具体的
には、新たに12月期を「CSR・企業倫理強化月間」に設定し、当該
期間を機軸とした集中的な取り組みを展開する等、コンプライア
ンスの再強化、再徹底に取り組むとともに、「コンプライアンス再
徹底スローガン」（クリーンな職場を維持するための七ヵ条）を新
たに作成し、ポスター等ツールを配備する等、NTT東日本グルー
プの各職場においては、非正規社員を含む全就業者に対し、コン
プライアンスに関する重要性について、あらためて周知徹底を
図りました。
　また、2011年3月に、NTT東日本グループ社員等を対象に
した「企 業 倫 理 アンケート」を 実 施しました(有 効 回 答 数：
61,014人)。「NTTグループ企業倫理憲章を知っている。」と
いう項目をはじめ、すべての項目で高い水準となりました。
　引き続き、企業倫理意識のさらなる向上のため、グループ
全体で取り組みを推進していきます。

企業倫理委員会

NTT 企業倫理委員会

NTT東日本

企業倫理ヘルプライン
【社外相談窓口】
弁護士事務所

[社外窓口担当弁護士]

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

企業倫理委員会

NTT東日本
グループ各社

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

企業倫理委員会

NTT東日本
都道県域各社

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

NTT東日本グループの企業倫理推進体制

4つの視点

不正・不祥事

NTT東日本
グループ

キャッチフレーズ誇りを持って行動

しない
NTTグループすべての役員および社員が
不正・不祥事を起こさないよう、公私を問
わず常に高い倫理観を持って行動すること

基本姿勢

させない日常の行動を通じて、不正・不祥事の予
防に努めること予防

隠さない

不正・不祥事を早期に発見し、かつ隠匿
することなく顕在化させること

  早期発見・
顕在化

不幸にして不正・不祥事が発生したとき
は、グループ一体となって公明・正大か
つ迅速に対処すること

発生時は
公明・正大・

迅速に

2010年度「企業倫理の取り組み」アンケート

「NTTグループ企業倫理憲章を知っている」

いいえ　1％

はい　99％
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「経営層の企業倫理に関する発言を聞いている」

「企業倫理に違反する事象等に遭遇した場合に上長等へ相談する」

いいえ　4％

いいえ　4％

はい　96％

はい　96％

 NTTグループ企業倫理憲章
1.  　経営トップは、企業倫理の確立が自らに課せられた最大

のミッションのひとつであることを認識し、率先垂範して本
憲章の精神を社内に浸透させるとともに、万一、これに反
する事態が発生したときには、自らが問題の解決にあたる。

2.  　部下を持つ立場の者は、自らの行動を律することはもと
より、部下が企業倫理に沿った行動をするよう常に指導・支
援する。

3.  　NTTグループのすべての役員および社員は、国内外を
問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守すること
はもとより、公私を問わず高い倫理観を持って行動する。

  　とりわけ、情報流通企業グループの一員として、お客さ
ま情報をはじめとした企業内機密情報の漏洩は重大な不正
行為であることを認識し行動するとともに、社会的責務の
大きい企業グループの一員として、お客さま、取引先等と
の応接にあたっては過剰な供授を厳に慎む。

4.  　NTTグループ各社は、役員および社員の倫理観の醸成
に資するべく、機会をとらえ企業倫理に関する社員教育を
積極的に実施する。

5.  　NTTグループのすべての役員および社員は、業務の専
門化・高度化の進展に伴い、発生が懸念される不正・不祥
事の予防に努めるとともに、NTTグループ各社は、契約担
当者の長期配置の是正や、お客さま情報等の保護に向けた
監視ツールの充実等、予防体制の整備を徹底する。

6.  　不正・不祥事を知ったNTTグループのすべての役員お
よび社員は、上司等にその事実を速やかに報告する。

  　また、これによることができない場合は、「企業倫理ヘル
プライン(相談窓口)」に通報することができる。なお、不
正・不祥事を通報した役員および社員は、申告したことによ
る不利益が生じないよう保護される。

7.  　不正・不祥事が発生したときは、NTTグループ各社は、
迅速かつ正確な原因究明に基づく適切な対処によって問題
の解決に取り組むとともに、社会への説明責任を果たすベ
く、適時・適確な開かれた対応を行う。

 「コンプライアンス再徹底スローガン」

不正・不祥事　しない、させない、隠さない
〜クリーンな会社はクリーンな職場から〜

第一条
  きちんと確認してますか? 
ルール遵守が最優先、必ず確認正しいルール!

第二条
  本当に正しいことですか? 
組織の常識・組織の慣例、世の中視点で棚卸し!

第三条
  そんなことして大丈夫? 
素朴な疑問を感じたら、勇気をもってアドバイス!

第四条
  業務の可視化してますか? 
リスク回避は複数視点のチェックから!

第五条
  気楽に相談できますか? 
コミュニケーションの充実はクリーンな職場の 
第一歩!

第六条
  ひとりで解決できますか? 
上司・関係部署はあなたの味方、迷わずすぐに 
相談を!

第七条
  そのミス、隠す?放っとく?暖める? 
問題を大きくするより「報・連・相」!

NTT東日本グループ  CSR報告書 2011　　90



人権の尊重

 人権の尊重
　NTT東日本グループでは、豊かな社会の実現に貢献してい
くためには、社員一人ひとりが、人権意識に根ざした事業活動
を行っていくことが大切であると考えています。
　そのために、人権問題の解決に向け、代表取締役副社長を
委員長とする人権啓発推進委員会を設置するとともに、「人権
問題の取り組みにあたっての基本的考え方」に基づき、人権を
尊重し、豊かで明るい社会の実現に向け、同和問題をはじめ、
あらゆる差別を許さない企業体質をめざしています。

 人権啓発研修
　社員一人ひとりが、人権意識に根ざした事業活動を行ってい
くためには、自ら人権について考え、人権意識・人権感覚を高
めることが大切であると考え、全社員を対象に各会社・各組織
毎に人権啓発研修を継続的に実施しています。
　各会社・組織ごとに実施
する研修のほか、本社にお
いて新規採用社員・新任管
理者・トップ層を対象に階層
別研修を実施しています。
新規採用社員に対しては、
社内啓発冊子「ささえあって
人になる」を活用し人権の尊
重に関する考え方と人権問題の正しい理解を目的に啓発研修
を行い、新任管理者に対しては、社内啓発冊子「さわやかな職
場づくりのために」を活用しハラスメントを許さない職場づく
りをめざすべく、啓発研修に取り組んでいます。

  社員一人ひとりの人権意識の浸透・高揚に
向けた人権啓発ポスター・標語の募集

　グループの社員および家族へ、人権啓発ポスターと人権啓
発標語の募集を行っています。2010年度は、ポスターが487
点、標語は67,221点の応募がありました。その中から優秀作
品を12月の人権週間に表彰するとともに、日ごろからの人権
意識の浸透、高揚に努めるため入選したポスターと標語を掲
載した「人権啓発カレンダー（2011年度版）」を作成し、各職場
へ掲出しています。
　ポスターの作品の中には、家族のお子さんによる作品も多
く、「にっこり えがお かわいいね」「みんな なかよし」「みんな
友達だよ」などのあたたかさや思いやりにあふれるメッセー
ジが描かれていました。

 人権相談窓口の設置
　セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントは未然に
防止するのが基本ですが、ハラスメントの被害を受けていると
思う場合、その発生のおそれがある場合、ハラスメントに該当
するか微妙な場合、一人で悩まず相談できるよう各職場に人
権相談窓口を設置しています。

2011年度グループ内
募集ポスター

2011年度人権啓発カレンダー
トップ層人権セミナー

社内啓発冊子
「ささえあって人になる」

社内啓発冊子
「さわやかな職場づくりのために」
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 NTTソルコおよびNTTスポーツコミュニティ（大宮アルディージャ）における不祥事について

　NTTソルコにおいて、2010年10月14日、社員が競売入札
妨害の容疑により逮捕されました。同社では、発覚直後より社
長を委員長とする社内調査委員会を立ち上げる等、事実関係を
究明するとともに、信頼回復に向け、再発防止策の実施、定着、
形骸化防止等に全社一丸となって取り組んでおります。
　また、NTTスポーツコミュニティにおいて、大宮アルディー
ジャホームゲームでの公式入場者数について、2010年10月
2日開催のゲームにて、本来発表すべき入場者数との相違が
発生したことを受け調査を実施しましたところ、2007年11月
11日以降のすべてのホームゲームにおいて、ゲート通過入場
者数の数値に相当数の上乗せを行って公式入場者数として発
表しておりました。同社では再演防止のために「特別倫理委員
会」を設置しコンプライアンスの強化を図るとともに、トップか
ら監督・選手を含むクラブスタッフ全員に対して、コンプライ
アンスの遵守の必要性を訴える等、今一度、原点に立ち返り、

お客さまを大切にする誠実で明るく活力溢れるクラブ運営に
一丸となって取り組んでいます。
　お客さまに多大なるご迷惑をおかけいたしましたことを、深
くお詫び申し上げます。
　NTT東日本グループにおいては、このような状況を踏まえ、
グループ総体として、コンプライアンスの再徹底・再強化に向
けた取り組みを展開しています。
　具体的には、12月期を「CSR・企業倫理強化月間」に設定し、
各種取り組みを集中的に実施するとともに、コンプライアンス
再徹底スローガン「不正・不祥事　しない、させない、隠さな
い〜クリーンな会社はクリーンな職場から〜」（クリーンな職
場を維持するための七ヵ条）を新たに制定し、周知・徹底を図
る等、より一層のコンプライアンスの再強化・再徹底に取り組
んでいます。

ステークホルダー の皆さまへのご報告

 「NTT東日本グループ ＣＳＲ報告書 2010」（2010年9月発行）につ
いて、ウエブサイトや紙面によるアンケートを通じて、さまざまな方々
からご意見をいただきましたのでご報告いたします。皆さまからいた

全体評価 デザイン・レイアウト 文字の大きさ

基本姿勢のCSR活動への反映 2部構成（「冊子」と「PDF」）について

大変わかりやすい
12％

よく反映 
されている

16％

大変わかりやすい
10％

とても読みやすい
11％

とても読みやすい
11％

わかりにくい
1％

反映されていない
1％

わかりにくい
2％

読みにくい
1％

読みにくい
2％

わかりやすい
48％

反映されている
76％

わかりやすい
43％

読みやすい
48％

読みやすい
32％

だいた貴重なご意見は、本報告書の作成や今後のＣＳＲ活動に反映させ
ていただいています。

「 NTT 東日本グループ CSR 報告書 2010」アンケート結果

ややわかりにくい
3％

あまり反映 
されていない
7％

ややわかりにくい
4％

やや読みにくい
4％

やや読みにくい
14％

普通
36％

普通
41％

普通
36％

普通
41％
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　CSR活動において、適切に情報を公開し、社会と企業の相互理解・共感をいかに深めるかは非常に大切な要素と考えます。NTT東日本
グループでは、各種ツールを活用し、社内外との情報の共有を図っています。なお、おもなツールは次のとおりです。

　NTT東日本からの重要なお知らせや、新しいサービスの情報等を、請求書に同封してお客さまにお届けしている「ハローインフォ
メーション」や、会社概要、企業活動等をまとめた情報媒体「インフォメーションNTT東日本」等があります。

社外向け冊子

　おもに電気通信事業者の皆さま向けに、当社のネットワークのご利用に関する情報を掲載しているウエブサイト「情報Webステー
ション」や、「フレッツ・サービス」や、「ひかり電話」等に関する工事・故障の情報等を掲載しているウエブサイト「工事・故障情報」等が
あります。これらの公開情報については、ＮＴＴ東日本公式ホームページの「公開情報」にて閲覧できます。
http://www.ntt-east.co.jp/aboutus/disclosure/index.html

社外向けウエブサイト

　新サービス等の営業系情報を中心に掲載している冊子「NTT東日本BUSINESS」や社内外の情
報をリアルタイムに発信しているウエブサイト「web EAST」等により、社内におけるコミュニケー
ションの充実を図っています。

社内向け冊子・ウエブサイト

インフォメーションＮＴＴ東日本 2010

Information
2010

インフォメーションNTT東日本 2010

インフォメーションＮＴＴ東日本

表紙パターン：A／色：DIC204

インフォメーションNTT東日本
（http://www.ntt-east.co.jp/databook/）

情報Webステーション 工事・故障情報

ハローインフォメーション
（http://www.ntt-east.co.jp/helloinfo/）

公式ホームページ「公開情報」

NTT東日本BUSINESS

コミュニケーションツー ルのご紹介

93　　NTT東日本グループ  CSR報告書 2011



NTT 東日本グループについて

 過去5 年間の決算概要 単位：億円

年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

損益状況

営業収益 20,613 20,027 19,529 19,286 19,571
営業費用 20,014 19,577 19,162 18,810 18,799
営業利益 599 449 366 476 771
経常利益 903 674 653 717 960
税引前利益 1,401 1,676 1,229 815 768
当期純利益 843 968 775 505 523

資産・負債および純資産の状況
資産合計 39,499 37,527 37,304 37,402 37,650
負債合計 19,614 17,020 16,363 16,290 16,352
純資産 19,885 20,506 20,941 21,112 21,297

 グループ会社一覧 ［ 2011 年7 月1日 現在］
都道県域会社 17社 （株）NTT東日本−東京〜北海道
テレマーケティング分野 1社 （株）NTTソルコ
情報通信エンジニアリング分野 4社 NTTインフラネット（株）　（株）NTTエムイー　アイレック技建（株）　NTTレンタル・エンジニアリング（株）
不動産分野 2社 （株）NTTル・パルク　（株）NTT東日本プロパティーズ
金融・カード分野 1社 （株）NTTカードソリューション
電話帳ビジネス分野 2社 NTT番号情報（株）　NTT情報開発（株）
物流分野 1社 （株）アイ・エス・エス
アメニティ分野 1社 NTTスポーツコミュニティ（株）
国際分野 1社 NTTベトナム（株）※1

SI・情報通信処理分野 6社 （株）NTT東日本ソリューションズ　NTT空間情報（株）※2　NTTテレコン（株）　日本テレマティーク（株）　 
（株）NTTメディアクロス　NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

移動体通信分野 1社 日本空港無線サービス（株）
福利厚生分野 1社 テルウェル東日本（株）

※1 ベトナムにおける電気通信設備の建設および電気通信事業の管理運営に関する指導業務を実施しています。
※2 2011年7月、電子地図事業のさらなる拡大・推進を目的に（株）NTTエムイーが保有するNTT空間情報（株）の株式を継承し、NTT空間情報（株）が当社の子会社になりました。

 NTT 東日本の組織図 NTT 東日本の会社概要
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ビジネス＆
オフィス事業

推進本部
ネットワーク
事業推進本部

監査役

社長
監査役室

(経営会議)

監査役会

※1 関東病院、伊豆病院、長野病院、東北病院、札幌病院、首都圏健康管理センタを含む
※2 自治体様等の復興計画と連動した通信設備の本格復旧・復興を一元的に推進するため、社長直結組織として2011年5月16日

より「東北復興推進室」を設置しました。

名称 東日本電信電話株式会社
（英文名称：NIPPON TELEGRAPH AND 

TELEPHONE EAST CORPORATION）

本社所在地 東京都新宿区西新宿三丁目19番2号
代表取締役社長 江部　努
設立年月日 1999年7月1日
資本金 3,350億円
資本構成 日本電信電話株式会社　100%出資
社員数 5,900人（2011年3月31日現在）
事業所 本社1 地域事業部（支店）17
事業内容 東日本地域※1における地域電気通信

業務※2およびこれに附帯する業務、
目的達成業務、活用業務

※1 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県および長
野県

※2 県内通話に係る電話、専用、総合デジタル通信等の電気通信サービス

 おもなサービス内容
データ伝送サービス：インターネットも、電話も、映像
も、自由に選べて快適に使える「フレッツ光」をはじめとし
たデータ伝送サービス

音声伝送サービス：「加入電話」および、今お使いの電話
番号や電話機がそのまま使えて、低廉な料金で利用でき
る「ひかり電話」等の音声伝送サービス

専用サービス：お客さまのシステム規模やご利用形態に
あわせて、効率的なネットワークを構築できるよう、高
い信頼性と豊富な速度メニューを揃えた専用サービス

システム・インテグレーションサービス：各種サービスに
関わるネットワーク・ICTソリューション

その他：結婚・誕生日・記念日のお祝い事等でご利用でき
る電報サービス、等
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 サービス提供エリアと通信インフラ※1

北海道

秋田
岩手

宮城山形

福島

栃木

茨城

千葉

群馬
埼玉
東京山梨

神奈川

長野

新潟

青森

伊豆諸島

小笠原諸島

硫黄島等

（万契約） （人）（億円）

2008年度 2009年度

629
753

2010年度

851

200

600

400

1,000

800

0 2008年度 2009年度

50,500 48,300

2010年度

45,350

20,000

40,000

60,000

0

7,394

7,422

4,754

その他

IP関連※

（データ伝送等）

音声伝送

2010年度 営業収益の内訳

NTT東日本の社員数の内訳

フレッツ光 契約者数の推移 NTT東日本グループの社員数の推移

※1  通信インフラの数値については、2011年3月31日現在の数値となります。
※2  通信ケーブル用地下トンネル

※  IP系収入に、附帯収入のうちリモートサポートおよび 
ウイルスクリア収入を加算したもの

電柱：567万本

管路：29万km
とう道：406km※2

水底ケーブル：
800km

電話線や光ケーブル等：
103万km

採用者数（人）
管理職数（人）

社員数（人） 4,200 71％ 1,700 29％ 5,900
221 62％ 133 38％ 354
806 96％ 37 4％ 843

男性 女性 合計
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第三者意見

第三者意見を受けて

斎藤 槙 ● さいとう まき
ASU International LLC代表取締役、CSRコン
サルタント。SBI大学大学院客員准教授、人間の
安全保障フォーラム理事、目黒区環境審議会専門
委員会委員。米国NYコロンビア大学大学院卒業。
著書に『世界をよくする簡単な100の方法』（講談
社）、『社会起業家〜社会責任ビジネスの新しい潮
流』（岩波新書）、『ソーシャルビジネス入門（翻訳）』

（日経BP）など。

「人と人、想いと想いをつなぐ。」NTT東日本グループのCSR報
告書には「つなぐ」という同社のコンセプトがちりばめられていま
す。トップ・社員が一丸となって事業を通じて、つながるための
CSR活動に取り組んでいる様子が伝わってきます。一番わかりや
すい例が今回の東日本大震災後の対応ではないでしょうか。万が
一の災害を想定して行われていた訓練や提携は、フルに活かされ
通信サービスの早期復旧・復興に貢献しました。そして、さらなる
安心・安全に向けた取り組みを強化しようという意気込みも感じ
られます。「電力見える化サービス（仮称）」を立ち上げたのも、震
災後特に高まった節電ニーズにこたえた形といえます。自社の節
電にも熱心。地球を未来につなごうとする取り組みの一例です。

震災後「絆」は時代のキーワードになりました。これまでの日本
の利益一辺倒な思考の中で、生産量、効率、スピードばかりが強
調され、どちらかというとなおざりにされてきた人と人のつなが
りやぬくもり。反省とともに、今こそ人の絆の大切さを見直す必
要があるのではないでしょうか。だからこそ、「つながりのプロ集
団」であるNTT東日本グループにこれからもその重要性を人々に
伝えながら、事業を通じたCSR活動を継続していただくことを期
待しています。バーチャルなつながりだけでなく、リアルなつな
がりの大切さを強調することも忘れないで欲しいです。

私がNTT東日本グループに先進性を感じるのは、例えばこん
な取り組みです。
● 自治体や他社と提携しながら、デジタルデバイドの解消に向け

た生活インフラ支援
● 電柱とワイヤーの技術を活かし希少動物を保護する「アニマル

パスウェイ」に着手

　NTT 東日本グル ー プにおいては 、これまでも「つなぐ」をコンセプトにCSR 報告書を発行してきました。「つなぐ」ことそ
れ自体が私たちならではのCSR 活動であり、この取り組みを大切にしていきたい、そのように考えています。また、私たち
は「 CSR目標」を制定し、PDCAサイクルの実践に注力しているところですが、今後、一連のサイクルを回していく過程にお
いて、積極的にステークホルダーの皆さまのニーズおよび取り巻く社会的課題を踏まえることを通じて、NTT東日本グルー
プならではのCSR 活動の一層の充実に取り組んでいく所存です。これまでも、そしてこれからも、「身近な総合ICT 企業」と
して、「つなぐ」ことを通じて、社会の持続的発展に貢献してまいります。

2011年10月
東日本電信電話株式会社

総務人事部CSR推進室

● テレビ会議の環境利用
● 利用済み通信機器を回収しリユース&リサイクル
● 地域の警察機関や防犯ボランティアと提携し、子ども見守りカメ

ラシステムの提供
● 遠隔健康相談システムや診療所向け電子カルテサービスの提供
● 耳の不自由な方からの要望にこたえて「電話お願い手帳」を作り

30年継続
これらの活動をCSR委員会、さらにワーキンググループによる

横断的な組織を設置しながら、PDCAのマネジメントを実施して
いる点は特に評価に値すると思います。

一点だけ改善の余地があると思われるのは、CSR報告書の中に、
必要以上にPR的であると感じられる箇所が若干見受けられる点で
す。良かったことだけを報告するのでなく、問題解決の過程での
対応や制度の利用回数といったありのままの実態も知りたいです。
例えば顧客からよせられた約14万件の意見や要望は、どう優先順
位をつけられ、経営に反映されたのでしょうか。「企業倫理ヘルプ
ライン相談窓口」がありますが、どの程度利用されたのでしょうか。
ここでの問題はどう解決されたのでしょうか。今、ステークホル
ダーはNTT東日本グループに対して何を求めているのか、改めて
分析することでCSRを社内に取り組むロジックを構築できると思
います。企業を取り巻く社会問題を分析し、優先課題を経営活動に
組み込むことで、より戦略的なCSR活動が可能となるはずです。

これからのつながりは「有機的」そして「未来への希望を創出す
ること」であることが重要だと考えます。例えば、国内における無
縁社会の問題（少子化、介護、自殺、ワーキングプア、ドメスティッ
クバイオレンス、いじめ、児童虐待、不登校など）、あるいは地球の
裏側とつながるためにどうしたらよいかなどの視点もぜひ、考え
合わせて欲しいです。

また、出産、育児を行う社員を対象にすでに700人の社員が在
宅勤務を実施しているからこそ、NTT東日本グループがライフ
ワークバランスのあり方を積極的に社会に提言していくことも可
能なのではないでしょうか。「身近なICT企業」を謳うNTT東日本
グループだからこそ出来るチャレンジだと思うのです。
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［お問い合わせ先］

東日本電信電話株式会社 総務人事部 CSR推進室
 〒163-8019 東京都新宿区西新宿3-19-2
 TEL: 03-5359-8610
 FAX: 03-5359-1118
 E-Mail: csr@sinoa.east.ntt.co.jp

2011年10月発行 K11-2585




